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 1 
第 1 章 序論  
本研究の問題と目的 
 2 
第 1 節 本研究の枠組み 
 
1.1 研究の主題：障害者と ICT 
 
 情報通信技術(Information & Communication Technology、略して ICT とする)は政治、
経済、社会、文化、医療、教育だけではなく個人の生活、観念など、人が生活を営む上で
関わるすべての領域において大きな変化をもたらしている。現代社会における情報化への
進展は、情報の収集、処理、伝達などの行為で知識を再生産し、社会構成員の生活の質を
高めることが期待されている。 
 ITU(International Telecommunication Union、略して ITU とする)から発表された
「Measuring the Information Society Report」(ITU、2014)によると、障害者にとって ICT
は、物理的な制約を克服させ、コミュニケーションを支援する手段であり、日常生活を営
む上で、バリアフリーを実現させる重要な手段であると述べている。 
 日本の「障害者の ICT を活用した社会参加事例集」(総務省、2006)は、障害者が ICT を
活用することにより、自立生活だけではなく、コミュニティ活動や在宅就業といった社会
参加活動が可能となるなど、ICT の活用可能性やその重要性について述べている。 
 韓国の「特別支援教育の情報化指数を活用した現状分析に関する研究」(韓国教育学術情
報院、2006)によると、障害者にとって ICT は、障害を補完し、障害者のバリアフリーを支
援し、直接・間接的な道具として、障害者のニーズに答えると期待されてきている。 
 しかし、障害者が必ずしも ICT を活用しているとはいえない状況にあり、その背景とし
て、障害者における ICT 活用能力の不足、ICT を活用した社会参加を支援する体制の未整
備、ICT 活用によるメリットへの理解が不十分であることが指摘されている(総務省、2006)。 
 このような背景と問題を踏まえ、日本と韓国では、障害者における ICT の活用を促進さ
せる方法の一つとして、特別支援教育における教育情報化が進められた。 
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1.2 研究の対象：日本と韓国における特別支援教育と ICT 
 
1.2.1 日本と韓国における特別支援教育の現状と仕組み 
 
 日本における特別支援教育の対象は、「学校教育法」により「心身に故障のある者で、特
別支援学級において教育を行うことが適当なもの」と「教育上、特別な支援を必要とする
児童生徒及び幼児」と定めている。対象とする障害種は、視覚障害、聴覚障害、知的障害、
肢体不自由、病弱である。さらに、「学校教育法」の施行規則による、通級による指導の対
象が、学習障害(Learning Disorders、以下 LD)、注意欠陥・多動性障害(Attention Deficit / 
Hyperactivity Disorder、以下 ADHD)、自閉症、情緒障害まで拡大された。 
 文部科学省の「学校基本調査」(2016a)によると、日本の特別支援教育の対象者は、総数
13 万 7,894 人であり、そのなかで知的障害生徒が 7 万 7,789 人と最も多く、次いで肢体不
自由生徒が 1 万 1,473 人と多い。一方、病弱生徒は、2,453 人と最も少なく、次いで視覚障
害生徒が 2,876 人と少ない(表 1-1)。 
 
表 1-1 日本における特別支援教育の現状 
区分 
学校数 
(校) 
学級数 
在籍している障害生徒数(人) 
幼稚部 小学部 中学部 高等部 合計 
視覚障害 63 1,199 192 579 441 1,664 2,876 
聴覚障害 87 1,782 1,054 1,943 1,177 1,627 5,801 
知的障害 532 16,295 62 19,917 16,870 41,540 77,789 
肢体不自由 131 4,167 30 5,016 3,007 3,420 11,473 
病弱 61 979 - 877 794 782 2,453 
重複障害 240 10,113 161 11,113 8,799 17,429 37,502 
合計 1,114 34,535 1,499 38,845 31,088 66,462 137,894 
出典：文部科学省(2016a)「学校基本調査」 
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 韓国における特別支援教育の対象は、「特殊教育法」の第 3 条 3 項に規定があり、対象と
する障害種について、視覚障害、聴覚障害、知的障害、肢体不自由、情緒∙行動障害、学習
障害、自閉性障害、言語障害、LD、病弱、発達障害と定めている。対象の年齢は、3 才か
ら 17 才までと規定しており、特別支援学校、特別支援学級、統合学級(通級による指導)と
分かれている。 
 教育部の「特殊教育年次報告書」(2016a)によると、韓国の特別支援教育の対象者は、総
数 8 万 7,297 人であり、そのうち、知的障害生徒が 4 万 7,258 人と最も多く、次いで肢体
不自由生徒が 1 万 1,019 人と多い。一方、視覚障害生徒は、2,035 人と最も少なく、次いで、
情緒障害生徒が 2,221 人と少ない(表 1-2)(表 1-3)。 
 
表 1-2 韓国の障害種別による特別支援学校の現状 
区分 
学校数 
(校) 
在籍している障害生徒数(人) 
視覚障害 12 2,035 
聴覚障害 14 3,401 
知的障害 119 47,258 
肢体不自由 18 11,019 
情緒障害 7 2,221 
合計 170 87,297 注)  
注)専攻科の障害生徒 4,602 人を除く障害生徒数 
出典：教育部(2016a)「特殊教育年次報告書」 
 
表 1-3 韓国の教育課程別障害生徒の現状 
在籍している障害生徒数(人) 
幼稚部 小学部 中学部 高等部 合計 
5,186 333,770 19,793 23,943 87,297 注)  
注)専攻科の障害生徒 4,602 人を除く障害生徒数 
出典：教育部(2016a)「特殊教育年次報告書」  
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 以上のことから、日本と韓国の特別支援教育の場は、特別支援学校、特別支援学級、通
級による指導に分かれており、どちらも幼稚部から高等部で構成され、6・3・3 制であった。
また、特別支援学校は、日本の場合、視覚障害、聴覚障害、知的障害、肢体不自由、病弱
で構成される。韓国の場合、病弱は含まれず、情緒障害が含まれており、他の障害種は日
本と同様であった。特別支援教育の対象者の現状を見ると、日本と韓国のどちらも知的障
害生徒が最も多く、視覚障害生徒が少ないなどの傾向が類似している。 
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1.2.2 日本と韓国における教育情報化の体制 
 
 人材を育成する教育分野において ICT の活用が注目を集めているなか、OECD では、ICT
を活用した教育を支援し、政策を樹立するため、先進諸国の経験を共有し、今後の方向性
について議論する「ICT : Policy Challenges for Education」が推進された(OECD, 2002). 
 日本と韓国では、教育の現場において ICT を活用させるために教育情報化が推進され、
それに基づいた様々な事業や施策等が施行された。 
 まず、日本の教育情報化の根拠となる公的資料は、「高度情報通信ネットワーク社会形成
基本法」、「IT 新改革戦略」、「教育振興基本計画」等があり、まとめたものを表 1-4 に示す。 
 「高度情報通信ネットワーク社会形成基本法」は、「IT 基本法」とも呼ばれており、2001
年に、ICT の活用により世界的規模で生じている急激かつ大幅な社会経済構造の変化に対
応する目的で施行された。この法律では、「すべての国民が、インターネットとその他の高
度情報通信ネットワークを容易・主体的に利用する機会を有し、その利用の機会を通じて
個々の能力を創造的・最大限に発揮することが可能になる、もって情報通信技術の恵沢を
あまねく享受できる社会」を実現することを目指している。 
 また、この「IT 基本法」に基づき、2001 年から「e-Japan 戦略」が策定され、5 年以内
に日本を世界最先端の IT 国家とすることを目指し、2005 年までの達成目標を設定した。 
 2006 年には、新たな IT 戦略として「IT 新改革戦略」が策定された。「IT 新改革戦略」
は、IT の構造改革力の追求や、世界の IT 革命を先導し、国際貢献することを目標としてい
る。「IT 新改革戦略」の中では、「人材育成・教育」が IT 基盤の整備施策の一つとして位置
付けられている。その「重点計画」として、学校の ICT 環境の整備、教員の ICT 活用指導
力の向上、ICT 教育の充実、校務の IT 化の推進、情報モラル教育等の推進の重要性が規定
されている。 
 「教育振興基本計画」は 2008 年に、「教育基本法」に基づき、教育の振興に関する施策
の総合的かつ計画的な推進を図るために策定された。同計画における「今後 5 年間に総合
的かつ計画的に推進すべき施策」の 77 項目のうち、教育情報化に関する内容は、社会全体
の教育力向上、確かな学力の確立、教員の資質の向上、環境の整備などである。 
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表 1-4 日本の教育情報化における公的根拠 
年度 法的根拠 目標と内容 
2001 
高度情報通信 
ネットワーク 
社会形成基本法 
(IT 基本法) 
・目標：すべての国民が、インターネットとその他の高度情報通信ネット
ワークを容易かつ主体的に利用する機会を有し、その利用の機会を通じて
個々の能力を創造的かつ最大限に発揮可能な社会を実現すること 
・内容：国、地方公共団体、民間が協力し、日本のあらゆる分野における 
情報化の進展、世界最高水準の高度情報通信ネットワークの形成、ICT 
活用のための教育及び学習の振興並びに専門的な人材の育成など必要な 
措置を講ずること。 
2001 e-Japan 戦略 
・目標：世界最先端の IT 国家となること 
・内容：2005 年までに常時接続可能な環境を整備すること、教育分野に 
おいて、地理的、身体的、経済的制約等に関わらず、誰もが必要とする 
最高水準の教育を受けることができる環境を整備すること 
2006 IT 新改革戦略 
・目標：IT の構造改革力を追求し、世界の IT 革命を先導するフロント 
ランナーとして国際貢献できる国家になること 
・内容：①学校における ICT 環境の整備(教室のコンピュータ 1 人当たり 
1 台の整備、教育用コンピュータ 1 台当たり児童生徒 3.6 人の達成、周辺機
器の整備、校内における LAN の整備、全教室におけるインターネットの 
接続環境の整備、公立学校における超高速インターネットの接続、教員 
1 人当たり 1 台のコンピュータ配備)、②全ての教員が ICT を活用して指導
できるようにする 
2008 
教育振興 
基本計画 
・目標：教育基本法に基づき、教育の振興に関する施策の総合的かつ 
計画的な推進を図る 
・内容： 
①学校・家庭・地域の連携・協力を強化し，社会全体の教育力向上 
②知識・技能や思考力・判断力・表現力，学習意欲等の「確かな学力」 
の確立 
③教員の資質の向上と，一人ひとりの子どもに教員が向き合う環境の整備 
④質の高い教育を支える環境の整備 
出典：法務省とび総務省及び文部科学省(2010)の「教育の情報化に関する手引き」を参考に
筆者作成  
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 さらに、文部科学省では、教育情報化を「情報教育」、「教科指導での ICT 活用」、「校務
の情報化」の 3 つに分類し、これらを通して教育の質の向上を目指している。 
 「情報教育」については、子どもの情報活用能力を育成することと定めており、「教科指
導での ICT 活用」については、各教科等の目標を達成する際に効果的に ICT を活用するこ
と、「校務の情報化」については、教員の事務負担を軽減することと、子どもと向き合う時
間を確保することと定めている。 
 また、文部科学省は、教育情報化を実現するためには、教員の ICT 活用指導力の向上(研
修等)と、学校における ICT 環境の整備が必要であり、教育情報化を推進するためには、教
育委員会や学校におけるサポート体制の整備が重要であると述べている(文部科学省、2010)。
これらに関連する施策をまとめて表 1-5-1 と表 1-5-2 に示す。 
 一方、総務省においても、教育分野での ICT 利活用を推進し、ICT を取り巻く環境を中
心とした課題を把握・分析する目的で、様々な事業が行われた。その事業には、「社会・産
業における ICT システムの役割についての啓発教材」、「インターネットトラブル事例集」、
「e ネットキャラバンの推進」、「ICT メディアリテラシーの育成」、「教育分野における最先
端 ICT 利活用に関する調査研究」、「校内 LAN 整備の促進」、「先導的教育システム実証事
業」、「若年層に対するプログラミング教育の普及推進」、「スマートスクール・プラットフ
ォーム実証事業」等がある(総務省、2017)。その内容をまとめて表 1-6 に示す。 
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表 1-5-1 文部科学省の教育情報化における施策の一覧 1 
年度 施策 内容 
2006 
初等中等教育の 
情報教育に係る 
学習活動の 
具体的展開 
初等中等教育における情報教育の考え方を整理し、情報教育の内容
の体系化し、小・中・高等学校の各学校段階において子どもが身に
つけるべき「情報活用能力」に関する指導内容や学習活動例を整理。 
2007 
ICT を活用した 
授業の効果の 
調査 
ICT を活用した授業の効果について客観的に明らかにするため、小
中高等学校 251 校を対象に、ICT を活用した実証授業を行った教員
による評価、児童生徒を対象とした、ICT を活用した授業に対する
意識調査、児童生徒を対象とした客観テストによる比較調査実施。 
2007 
情報モラル指導 
モデル 
カリキュラム 
学校における情報モラル教育を体系的に推進するため、情報モラル
の指導内容を 5 つの分類に整理・分類ごとに、児童生徒の発達段階
に応じて大目標・中目標レベルの指導目標を設定。 
2007 
教員の ICT 活用 
指導力の基準 
（チェックリス
ト） 
「IT 新改革戦略」に基づき、教員の ICT 活用指導力の基準を具体
化・明確化し、5 つの大項目と、18 のチェック項目から構成される
チェックリストを作成。 
児童生徒の学習内容や学習形態に応じて、小学校版と中学校・高等
学校版の 2 種類がある(文部科学省が全国の公立学校を対象に実施
する「学校における教育の情報化の実態等に関する調査」において、
2006 年度調査から活用)。 
2007 
校務の情報化に 
関する 
調査研究 
教育委員会等における校務情報化の参考に資するため、アンケート
調査や先進事例調査等を実施し、校務情報化の実態等を明らかにす
るとともに、校務情報化のあるべき姿や実現方策等を提示 
2007 
学校評価 
ガイドライン 
各学校において評価項目・指標等の設定について検討する際の視点
の例として、「教育課程・学習指導」における「各教科等の授業の
状況」の中に、「コンピュータや情報通信ネットワークを効果的に
活用した授業の状況」、「視聴覚機器や教育機器などの教材・教具
の活用」の 2 項目を提示。 
出典：文部科学省(2010)「教育の情報化に関する手引き」 
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表 1-5-2 文部科学省の教育情報化における施策の一覧 2 
年度 施策 内容 
2008 
学力向上 
ICT 活用指導 
ハンドブック 
授業における効果的な ICT 活用の促進を図るため、教員向けに児童
生徒の学習場面における ICT の活用や指導のポイント等を整理。 
2008 
情報モラル指導 
ポータルサイト 
教員が手軽にアクセスし情報モラル指導の参考とするため、モデル
カリキュラムを含め、情報モラルの指導実践事例や指導に役立つ 
リンク集等を紹介するポータルサイトを作成し、インターネットの
上に公開。 
2008 
学校の ICT 化の 
サポート体制の 
在り方について 
教育情報化を組織的かつ計画的に進めるために必要な学校の ICT 化
のサポート体制の在り方を明らかにするため、日本内外の事例を 
参考に、学校の ICT 化のサポート体制の整備の必要性、学校の ICT
化における Chief Information Officer(情報化の統括責任者、以下、
略して CIO とする)や ICT 支援員の機能・業務、資質・能力を整理、
サポート体制を支える人材の育成方策(研修プログラム例など)も 
提案。 
出典：文部科学省(2010)「教育の情報化に関する手引き」 
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表 1-6 総務省における教育情報化推進事業の一覧 
事業 内容 
社会・産業における 
ICT システムの 
役割についての啓発
教材 
ICT システムを利用したサービスを取り上げ、情報流通の仕組み、社会に
おける役割、人間との関わりについて、主に中高生を対象に説明する資料を
作成 
インターネット 
トラブル 
事例集 
児童生徒が安心し、安全にインターネットを利用できるよう、トラブルの 
事例から、児童生徒への指導にあたって保護者や教職員などが知っておく 
べきな事項等を解説し、事例集を作成 
e-ネット 
キャラバンの 
推進 
文部科学省及び通信事業者等と連携し、保護者や学校の教職員、児童生徒を
対象とするインターネットの安心・安全な利用に向けた啓発活動（全国規模
で行う出前講座）を実施 
ICT 
メディア 
リテラシーの 
育成 
対象者を「小学校の高学年向け」、「中学生・高校生向け」、「子どもから
高齢者まで」に分け、今後の ICT メディアの健全な利用と促進を図り、 
児童生徒が安全・安心してインターネットや携帯電話等を利活用できる 
ように、ICT メディアリテラシーを総合的に育成するプログラムを開発し、
普及。 
また、想像力、表現力、コミュニケーション能力の向上など情報活用能力を
育成するための教材を作成 
教育分野における 
最先端 ICT 利活用に
関する調査研究 
最先端の ICT を教育現場で利活用する技術的手法について調査研究を 
行い、教育・学習用クラウドプラットフォームの実証及び標準化に取り組み、
教育分野の ICT 化の全国展開を推進 
校内LAN整備の促進 学校の Wi-Fi 整備を加速化するため、財源のあり方を含めて、検討する 
先導的教育システム 
実証事業 
時間や場所、端末や OS を選ばず、最先端のデジタル教材等を利用し、低 
コストで導入・運用可能な「教育クラウド・プラットフォーム」を実証する 
若年層に対するプロ
グラミング教育の普
及推進 
プログラミング教育の低コストかつ効果的な実施手法や指導者の育成方法
等をクラウドを活用して、普及する 
スマートスクール・ 
プラットフォーム 
実証事業 
文部科学省と連携し、教職員が利用する「校務系システム」と児童生徒が 
利用する「授業・学習系システム」間の、安全かつ効果的・効率的な情報 
連携方法等について実証し、「スマートスクール・プラットフォーム」を 
標準化する 
出典：総務省(2017)「教育情報化の推進」を参考に筆者作成 
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 韓国の韓国教育開発院では、教育における ICT 活用が「①学習機会の拡大、②学習者中
心への教育パラダイム転換、③教育の質の向上、④学習者の学習能力の向上」へつながる
ことを明らかにしている(韓国教育開発院、2008)。 
 韓国の教育情報化の根拠になる公的資料としては、「コンピュータ教育強化方案」、「教育
改革総合構想」、「小・中等学校コンピュータ教育強化方案」などがあり、1970 年代から 1980
年代までをまとめたものを表 1-7 に示す。 
 
表 1-7 韓国の教育情報化に関する施策 
年度 施策 内容 
1970 電子計算機教育計画 高等学校以上の学校でのコンピュータ導入 
1971 教育課程の改革 
必修科目として「電子計算一般」と「プログラミング」等の 
科目を追加 
1983 電算網基本方針 5 代電算網構築と運営 
1986 
コンピュータ 
教育強化 
コンピュータの教育機会の拡大、教員配置、コンピュータの普及、 
ソフトウェアの開発、支援体制強化方案を提示 
1987 教育改革総合構想 コンピュータ教育の必要性を提示 
1987 
小・中等学校 
コンピュータ 
教育強化方案 
各学校・学級におけるコンピュータの活用教育を実施 
1989 
教育用コンピュータの 
支援のための協定 
小学校における教育用コンピュータ支援・普及 
出典：韓国教育開発院(1990)「学校コンピュータ教育の発展課題に関する探索研究」 
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 1996 年からは「教育情報化総合計画」が策定され、体系的かつ持続的に、教育における
ICT 活用が推進されている。教育部では、教育情報化を通じ、急変する社会に対応するた
め、未来社会に必要な人材を育成する目的で、「教育情報化総合計画」関連の事業と施策
等が行われた(KIM、2007)。第 1 次~第 5 次教育情報化促進施行計画をまとめて、表 1-8 に
示す。 
 
表 1-8 韓国の教育部における教育情報化基本計画と内容の一覧 
年度 施策 内容 特徴 
1996~ 
2000 
第 1 次 
教育情報化促進 
施行計画 
・教育情報化の基盤構築 
・教育情報資料の開発及び普及 
・ICT 活用教育の強化 
・教育行政の情報化 
・学術・研究の情報基盤高度化 
・韓国最初の教育情報化走行計画 
・情報化速基本計画との連携 
2001~ 
2005 
第 2 次 
教育情報化促進 
施行計画 
・知識基盤社会における対応能力の向上 
・創造的な産業人材の育成 
・情報文化の創出 
・総合的な成果支援体制構築 
・ICT 活用授業の定着 
・教育情報化指標の開発 
・健全な情報モラルに重点 
2006~ 
2010 
第 3 次 
教育情報化促進 
施行計画 
・教授学習及び生涯学習体制構築 
・教育安全網及び知識管理体制構築 
・e ラーニング及び u ラーニングの基盤構築 
・教育行政支援体制構築 
・教育情報化の成果と質の管理 
・ICT 教育活性化 
・教育の領域において情報化導入 
・全ての学校にインフラ整備完了 
・成果管理 
・地方自治体における情報化事業 
2011~ 
2014 
第 4 次 
教育情報化促進 
施行計画 
・創造的なデジタル人材育成 
・コミュニケーションと融合の情報化 
・教育科学技術の情報インフラ整備 
・スマート教育推進戦略 
・ICT を用いた教育革新 
・モバイル等のスマート機器普及 
・個別支援教育 
2015~ 
2018 
第 5 次 
教育情報化促進 
施行計画 
・個別支援学習の支援体制構築(幼・小・中) 
・能力中心社会実現(高等教育) 
・教育福祉 
・健全なサイバー文化実現 
・ソフトウェア教育の強化 
・e ラーニングの海外進出 
・公共機関における情報化活用 
 基盤構築 
・ICT 融合政策 
出典：教育部(2016c)「教育情報化白書」 
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1.2.3 特別支援教育における ICT 活用 
 
 日本と韓国では、障害者における ICT の活用を促進させるため、特別支援教育における
教育情報化が進められてきた。特別支援教育における ICT の活用は、学習のみならず、障
害に関わる困難を改善・軽減させるなど、障害生徒の生活全体において重要な役割を果た
している。 
 日本と韓国の特別支援教育と教育情報化の体制をまとめて表 1-9 に示す。 
 日本では、2008 年の中央教育審議会答申を受け、「特別支援学校小学部・中学部学習指導
要領」（文部科学省、2009）や「特別支援学校学習指導要領解説（総則等編）」（文部科学省、
2009）で ICT 利用の促進に関する内容が示された。内容をみると、「各教科等の指導に当
たっては、障害生徒がコンピュータや情報通信ネットワークなどの情報手段を適切かつ主
体的，積極的に活用できるようにするための学習活動を充実する」ことが求められている。 
 次いで、2009 年の「教育の情報化の手引き」（文部科学省、2010）では特別支援教育に
おける情報教育や ICT 活用に関わる配慮点等が取りまとめられ、公表された。 
 さらに、2011 年の「教育の情報化ビジョン」(文部科学省、2011a)でも、特別支援教育に
おいて ICT を活用する際の留意点をまとめており、学校と家庭、地域や、医療、福祉、保
健、労働等といった関係機関との連携の重要性を述べている。 
 また、2013 年の委託事業の調査研究の成果として「発達障害のある子供たちのための ICT
活用ハンドブック」の特別支援学校編等が作成される（兵庫教育大学、2014）など、ICT
活用を進めるための様々な取り組みが行われた。 
 一方、韓国の特別支援教育の情報化については、「教育基本法」の第 23 条と「障害福祉
法」の第 22 条の 1 項と 2 項、さらに、「国家情報化基本法」の第 31 条に法的根拠がある。
特に、2008 年から施行された「障害者等に対する特殊教育法」のなかでは、「特別支援教育
の関連サービスとして、教育道具・学習補助機器・支援技術(Assistive Technology、略して
AT とする)の提供、情報提供など通じて、障害生徒の情報アクセス権を保障する」との規定
がある。 
 韓国の教育部は、「第 7 次教育課程」(1997)を発表し、特別支援教育を含めて、小学部 1
年から高等学部 1 年までの 10 年間、教育情報化に関する教育課程を義務化し、現在まで至
っている。 
 また、教育部の「第 1 次教育情報化総合計画(1996-2000)」により、全教室が高速インタ
ーネットに接続され、教育情報のインフラ整備が完了した(情報通信部、1999)。現在はコン
テンツの充実やソフトウェアの開発等の質的な向上が図られている(大杉、2004)。 
 韓国の「小・中等学校 ICT 教育運営指針」（2000）の中では、特別支援教育に関する記
述は見当たらないが、「特殊教育情報化体制構築方案」（韓国特殊教育院、2001）で特別支
援教育の情報化指針を示している。 
 さらに、日本と韓国では、特別支援教育に関するナショナルセンターが設置されており、
 15 
韓国の国立特殊教育院と、日本の国立特別支援教育総合研究所はウェブサイトを通じて、
特別支援教育に関する法令や文献等、特別支援教材コンテンツの発信、遠隔研修や講義配
信を実施している。韓国の国立特殊教育院と日本の国立特別支援教育総合研究所は、設立
目的、組織の構造、支援の内容などが似ているが、ウェブサイトにおいては、日本より韓
国の方が指導法や教材等に関する情報が多い(大杉、2004)。 
 
表 1-9 日本と韓国の特別支援教育と教育情報化の体制 
区分 日本 韓国 
根拠と 
なる 
法律 
・教育基本法注） 
・学校教育法学校と施行令と施行規則注） 
・各種政令省令注） 
・教育基本法注） 
・初・中等教育法・施行令注） 
・特別支援教育振興法注） 
・障害福祉法 
・国家情報化基本法 
・障害者等に対する特集教育法 
ICT 
関連の 
方針 
・特別支援学校学習指導要領 
・教育の情報化ビジョン 
・教育の情報化に関する手引き 
・第 7 次教育課程 
・情報化総合計画 
・特殊教育情報化体制構築方案 
教科書 
・検定教科書注） 
(著作権は企業、一部は文部科学省が有する) 
・国定教科書注） 
(著作権は教育部が有する) 
就学 
・小・中学校は義務教育注） 
・盲・聾・養護学校への就学は 
特別支援教育就学奨励費が適応される注） 
・小・中学校は義務教育注） 
・幼稚園・高等学校は無償教育注） 
ナショナル 
センター 
国立特別支援教育総合研究所 国立特殊教育院 
・目的：障害生徒の教育の充実・ 
    発展に寄与すること 
・特別支援教育の公的情報：特別支援教育
の資料(研修教材、研究刊行物、研究資料、
学習指導資料)、特別支援教育文献のデー
タベース、特別支援教育コンテンツなど注） 
・インターネットによる遠隔教育：特別支
援教育遠隔研修(講義配信システム）、講義
の動画・資料の掲示注） 
目的：特別支援教育の発展と障害児・者の 
   生活の質の向上するため支援すること 
・特別支援教育の公的情報：特別支援教育の
資料(研修教材、研究刊行物、研究資料、現場
研究論文集)、障害者教育福祉情報、特別支援
教育コンテンツなど注） 
・インターネットによる遠隔教育：特別支援
教育遠隔研修（e ラーニング）、画像・教育資
料配信、掲示板、e メール等で双方向受信注） 
注）大杉(2004)「日韓の特殊教育における教育情報化の比較」から抜粋 
出典：大杉(2004)「日韓の特殊教育における教育情報化の比較」を参考に筆者作成 
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 以上のことから、日本と韓国は、特別支援教育の制度や対象、障害生徒の現状と傾向、
ナショナルセンターの目的と支援の内容など、特別支援教育制度の大枠が類似しているこ
とが分かる。また、特別支援教育における教育情報化についても、韓国では、21 世紀を迎
え、新たな教育改革への取り組みがなされ、日本でも似たような時期に、「21 世紀の特殊教
育の在り方について」(2001)最終報告が出されており、特別支援教育の新たな課題と目標が
示された(大杉、2001)。 
 従って、日本と韓国の特別支援教育における ICT 活用の課題と成果を比較・検討するこ
とで、よりよい方向を探ることが可能となり、両国の特別支援教育における ICT 活用が抱
えている課題を解決する手がかりが得られると考えられる。 
 以上のことを踏まえ、本研究では、今後、特別支援教育における ICT 活用の促進に関す
る研究を国際的な研究にしていくという構想から、日本と韓国の特別支援教育と ICT 活用
を対象として取り上げる。 
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第 2 節 問題の所在 
 
2.1 特別支援教育における ICT 活用の現状把握に関する先行研究 
 
 文部科学省から発表された実証研究報告書(文部科学省、2014b)では、今後、特別支援教
育で ICT の活用を促進するための課題について述べている。内容をみると、子どもの実態
に応じた ICT 機器の整備、AT の整備、障害生徒が使用できる無線の LAN 環境の整備、ICT
機器やインターネットの環境等、ICT の整備環境や ICT 活用の現状把握に関する課題があ
げられている。 
 また、韓国教育学術情報院が発表した報告書(韓国教育学術情報院、2006)は、特別支援教
育における情報化の現状を把握及び分析することは、今後の教育情報化の方向性を決定す
る上で、重要であると述べている。 
 このことから、特別支援教育における ICT 活用の現状を把握することにより、特別支援
教育における ICT 活用を促進するための方法や、方向性、課題が明らかとなり、問題を解
決するための議論を行うことができると考えられる。 
 特別支援教育における ICT 活用の現状に関する先行研究は、根本(2016)、三菱総合研究
所(2012)、文部科学省の「学校における教育の情報化の実態等に関する調査」(2016b)、笹
方(2014)と、韓国教育学術情報院の「特別支援教育の情報化指数を活用した現状分析に関す
る研究」(2006)などがある。 
 根本(2016)は、特別支援学校と特別支援学級におけるタブレット端末の整備状況を分析し
た。その結果、特別支援学級におけるタブレット端末の整備は、40 台から 10 台までであり、
所属している学校によって大きな差があることが明らかになった。また、特別支援学校に
おけるタブレット端末、コンピュータ、電子黒板、サウンドリーダー、音声ペンなどの整
備を把握しており、主に ICT のインフラの整備に関する現状が明らかになった。 
 三菱総合研究所(2012)は、「学校現場における ICT 環境の構築、運用、利活用に関する調
査研究」を行い、小学校と中学校及び特別支援学校の ICT 環境の構築・運用について現状
を把握した。特別支援学校 2 校においては、ICT 環境導入、ICT を整備するのための工事
等の実施状況、無線 LAN 環境の構築、学校と病院を接続する場合のネットワーク構成、タ
ブレット端末の設定、校内ネットワークの整備、アプリケーション・教育コンテンツの整
備などに関する現状が明らかになった。 
 文部科学省では、「学校における教育の情報化の実態等に関する調査」を毎年実施してお
り、文部科学省で作成されたチェックリストを用い、学校における教育情報化の実態につ
いて調査し、特別支援学校を含めた、学校教育における教育の ICT 活用の現状を把握して
いる。そのチェックリストは、「コンピュータ整備の実態等」、「インターネットへの接続状
況等」、「デジタルテレビ等の整備」、「教員の ICT 活用指導力の状況」で構成されている。 
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 笹方(2015)は、特別支援教育における ICT 活用の現状について分析した。また、知的障
害生徒に ICT を効果的に活用することで、自発性が向上し、動きの正確さが高まることを
明らにした。笹方(2015)は、文部科学省の「学校における教育の情報化の実態等に関する調
査」の中の「授業中に ICT を活用して指導する能力」を参考に、特別支援教育における ICT
活用の現状を分析している。 
 韓国では、2001 年から 16 ヵ所の道・市で、学校の教育情報化レベルと現状を測定し、
政策に反映している。2005 年からは、その対象を特別支援教育にまで拡大し、現状把握を
行ってきている(教育部、2003、2004a、2005a、2005b、2006)。また、韓国教育学術情報
院は、2006 年に、「特別支援教育情報化指数」を開発し、同年に実態調査を行い、特別支援
学校・特別支援学級における ICT 活用の現状を「インフラ」、「支援」、「活用」、「成果」の
観点に基づいて把握した。 
 しかし、根本(2016)と三菱総合研究所(2012)の研究により、タブレット端末やコンピュー
タの整備、AT の整備など、ICT に関するインフラの整備は把握できるが、ICT がどの程度
活用されているのか、どの際に活用されているのかといった、ICT 活用の内容までは把握
できない。 
 また、文部科学省と笹方(2015)は、「学校における教育の情報化の実態等に関する調査」
のチェックリストを用い、ICT 活用の現状を把握しているが、そのチェックリストは、主
に普通学校に焦点を当てているため、特別支援教育における ICT 活用教育の特性を十分に
反映しているとはいえない状況である。 
 一方、韓国教育学術情報院の「特別支援教育情報化指数」による実態調査は、特別支援
教育を対象としており、「支援」、「活用」、「成果」まで取り入れている。しかし、その実態
調査は、2006 年以降、実施されず、10 年が経った現在、その指数の項目が ICT 活用現状
の把握に必要な項目を網羅しているとは言えない状況になっている。 
 以上、日本と韓国の特別支援教育において、ICT に関するインフラの整備や、ICT 活用
の内容まで含めた現状を把握することが急務であると考えられる。  
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2.2 特別支援教育における ICT 活用成果に関する先行研究 
 
 日本と韓国の特別支援教育において、ICT 活用が注目を集めており、インフラが整備さ
れ、授業にて ICT を活用する動きが加速しているとともに、ICT 活用がもたらす教育効果
を証明することが求められている(NTT、2015)。 
 日本の特別支援教育における ICT 活用の成果に関する先行研究としては、総務省の「高
齢者・障害者の ICT 利活用の評価及び普及に関する調査研究報告書」(2008)、「障害者の ICT
を活用した社会参加事例集」(2006)、国立特別支援教育総合研究所の「特別支援教育で ICT
を活用しよう」(2016)と、西牧(2010)、富永(2012)など、多くの実証研究があげられる。 
 総務省の「高齢者・障害者の ICT 利活用の評価及び普及に関する調査研究報告書」(2006)
では、障害児・者の ICT 利・活用に関する国内・外の事例を紹介し、社会参加活動とその
支援について評価した。その結果、障害児・者が ICT を活用し、社会参加することにより、
情報入手機会の拡大、コミュニケーションの拡大、意欲の喚起、就労機会の拡大、自己表
現、生きがい等の成果が明らかになった。 
 また、「障害者の ICT を活用した社会参加事例集」(2006)によると、障害児・者が ICT
を活用した結果、社会参加の推進、情報の取得と発信、コミュニケーションにおける意見
共有、自己尊重感の向上、積極的な態度への変化、ICT 活用スキルの向上等の成果が明ら
かになった。 
 国立特別支援教育総合研究所の「特別支援教育で ICT を活用しよう」(2016)では、視覚
障害生徒、知的障害生徒、肢体不自由生徒、病弱・虚弱生徒に対して ICT を活用した結果、
自己学習が深まり、自分の意思を伝えることができるなどの成果が明らかになった。 
 西牧(2010)は、病弱生徒を対象し、教育の充実を目指して、ICT を活用した結果、病弱生
徒の治療に対する意欲が高まった。また、非公開型 SNS を使って日常的なメールを送るこ
とで、担任や級友との交流が可能となるなどの成果が明らかになった。 
 富永(2012)は、通級による指導を受けている発達障害生徒を対象とし、ICT を活用して学
習指導を行った結果、ICT 活用は発達障害生徒の語彙の獲得に有効であり、発達障害生徒
の自信とやる気、自己肯定感を向上させ、障害を機能的に補完する等の成果が明らかにな
った。 
 韓国の特別支援教育におけるICT活用の成果に関する先行研究は、数多いが、HA(2001)、
JUNG(2002)、NAM(2003)の研究を紹介する。 
 HA (2001)は、聴覚障害生徒を対象として ICT を活用して授業を行い、情報検索、情報分
析、情報へのアクセス、情報生産、情報発信などを評価した結果、聴覚障害生徒の情報活
用能力が全体的に向上したと述べている。 
 JUNG (2002)は、肢体不自由生徒の性意識を増進するため、ICT を活用し、性教育を行
った結果、結婚、家族関係、人間関係等に関する理解が深まるとともに、社会的参与にも
効果があることを明らかにした。 
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 NAM (2003)は、ICT を活用して個別教育を行った結果、コミュニケーションが困難な肢
体不自由生徒の学習に効果的であることと、自己尊重感・情報活用能力・情報検索能力の
向上等に効果があることを明らかにした。 
 以上の先行研究を概観した結果、日本と韓国の特別支援教育において、ICT 活用教育に
よる様々な成果が明らかになった。しかし、これらの先行研究のほとんどが ICT 活用教育
の成果の事例を紹介する段階に留まっているため、他の特別支援教育の現場や他の障害生
徒にも同様な成果が得られるとはいえない状況である。さらに、そこで得られた成果は、
すべて定性的に評価されており、成果のレベルや程度など、定量的に評価した研究は見当
たらず、その成果を十分に証明しているとはいえない。 
 一方、文部科学省の「学びのイノベーション」の行政事業レビューシートでも、ICT を
活用した教育により、基礎的・基本的な知識・技能の習得、思考力・判断力・表現力等や
主体的に学習に取り組む態度等に関する成果は明らかになったが、その具体的かつ定量的
な指標・目標の設定は困難であると述べている。また、谷口(2016)は、ICT と AT を活用し
た教育の成果を評価する仕組みが不十分であることから、持続的な ICT 活用が進みにくい
と述べ、ICT 活用教育の成果評価における問題を指摘した。 
 また、経済協力開発機構(Organisation for Economic Co-operation and Development、
略して OECD とする)、国際連合教育科学文化機関(United Nations Educational, Scientific 
and Cultural Organization、略して UNESCO とする)、国際連合(United Nations、略し
て UN とする)等の国際機構が行っている特別支援教育の ICT 活用に関する調査は、依然と
して ICT のインフラの整備及び活用度が中心となっており(韓国教育学術情報院 2006)、 
 国際的にも、特別支援教育における ICT 活用の教育的効果を測定し、比較できる資料は
足りない状況である。 
 以上のことを踏まえ、日本と韓国の特別支援教育における ICT 活用教育の成果を定量的
に評価する必要があると考えられる。  
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第 3 節 本研究の目的 
 
 本研究では、日本と韓国の特別支援教育における ICT 活用を促進させるため、第 1 に、
日本と韓国の特別支援教育における情報化の現状と課題を把握し、課題解決を試みる。 
 第 2 に、ICT 活用の教育的な効果および成果を明らかにするため、ICT 活用教育の成果
評価尺度を開発し、日本と韓国の特別支援教育における ICT 活用教育の成果を評価する。 
 最後に、日本と韓国の国際比較を行い、考察する。 
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第 4 節 用語の定義 
 
4.1 教育情報化 
 
 日本の総務省の「教育情報化の推進」(2017)によると、教育情報化は、「教育分野におい
て ICT を積極的かつ適正に利活用すること」と定められている。一方、韓国の教育部の「教
育情報化白書」(2016c)によると、「教育領域において、ICT を活用しながら、教育の内容と
方法を多様化させる活動であり、教育に関わる構成員の意識を情報化社会に合わせ、生産
的・効率的な教育を実現するための活動」と定めている。 
 以上のことを踏まえ、本研究では、教育情報化について、効果的かつ効率的な教育を行
うために、ICT を積極的に活用すること、また、活用を促進させる全ての行為と定義する。 
  
4.2 ICT 
 
 ICT とは、Information & Communication Technology の略語であり、日本語では、情報
通信技術と訳される。本研究では、韓国教育学術情報院の「ICT 活用教授-学習指導案」(2001)
を参考に、ICT について、第 1 に、情報技術のハードウェア、第 2 に、情報技術の運営・
情報管理に必要なソフトウェア、第 3 に、通信ための道具とその道具を活用するために必
要な技術、第 4 に、技術を用いて、情報を収集・生産・加工・保存・伝達できる全ての方
法であると定義する。ICT の例としては、コンピューター、デジタルテレビ、インターネ
ット、無線 LAN、CD-ROM、デジタル教科書、タブレット端末、スマートフォンなどがあ
り、本研究では、情報通信と情報活用ができるすべての技術のことを指す。 
 
4.3 AT 
 
 AT は、Assistive Technology の略語であり、日本語では、支援技術と訳される。文部科
学省の「教育の情報化に関する手引き」(2010)によると、障害による物理的な操作上の困難
やバリアを、機器を用いて工夫し、支援することと定められている。 
 また、国立特別支援教育総合研究所の「特別支援学校（肢体不自由）の AT・ICT 活用の
促進に関する研究」(2014)によると、AT の種類には、electronic and information technology 
based Assistive Technology(以下 e-AT とする）があり、e-AT は、電子情報通信技術をベー
スにした支援技術である。 
 以上のことを参考に、本研究では、AT について、障害を理由に実現できなかったことを
実現するための電子情報通信技術に基づいた支援技術及び支援機器と定義する。 
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4.4 ICT 活用教育 
 
 日本の文部科学省の「教育の情報化に関する手引き」(2010)によると、ICT 活用教育につ
いて、各教科科目における学習の目標を達成するため、ICT を手段として活用することと
定義している。韓国教育学術情報院の「ICT 活用教育の概念と実践戦略」(2001)によると、
ICT 活用教育について、各教科目の教授-学習目標を効果的に達成するため、ICT を教科課
程に取り入れて、ICT を活用することと定義している。 
 以上のことを踏まえ、本研究では、ICT 活用教育について、各教科科目における学習の
目標を効果的・効率的に達成するため、教育の場において ICT を手段として活用すること
と定義する。  
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第 5 節 研究の全体的な構成 
 
本研究における各章の目的は次の通りである。 
第 1 章では、日本と韓国の特別支援教育おける ICT 活用の背景と、特別支援教育におけ
る ICT 活用の必要性を述べている。次いで、特別支援教育における ICT 活用の現状と成果
に関連する文献を概観した上で、本研究の目的と方法を示し、本論文の構成について述べ
ている。 
第 2 章では、日本と韓国の特別支援教育における ICT 活用促進の基礎資料を得ることを
目的に教育情報化の現状を把握している。次いで、課題解決のための「日本と韓国の特別
支援教育における ICT 活用指標」を開発し、課題を明らかにしている。 
第 3 章では、日本と韓国の特別支援教育における ICT 活用教育の成果を評価する目的で、
「日本と韓国の特別支援教育における ICT 活用教育の成果評価尺度」を開発し、有効性を
検討している。さらに、開発された尺度を用いて特別支援教育における ICT 活用教育の成
果を評価し、日本と韓国の特別支援教育における ICT 活用教育の成果を比較している。最
後に、分析から得られた結果を踏まえて、「尺度」の有効性と日本と韓国の特別支援教育に
おける ICT 活用教育の課題を明らかにしている。 
第 4 章では、以上の内容を踏まえ、日本と韓国の特別支援教育における ICT 活用の促進
について総合的に考察し、本研究の限界と課題を明示している。
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第 2 章 
日本と韓国における 
特別支援教育の情報化の現状 
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第１節 目的 
 
 本章は、日本と韓国の特別支援教育における ICT 活用を促進するための基礎資料を得る
ことを目的とする。具体的には、先行文献を用い、日本と韓国の特別支援教育における情
報化の現状と課題を把握し、課題解決を試みる。 
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第 2 節 方法 
 
本章では、日本と韓国の特別支援教育における情報化の現状と課題を明らかにし、課題
解決を試みるため、ICT 活用指標について分析を行った。研究方法は、以下の通りである(図
2-1)。 
 
2.1 日本と韓国の特別支援教育における情報化の現状 
 
 日本と韓国の特別支援教育における情報化の現状と課題を把握するため、日本の「学校
における教育の情報化の実態等に関する調査」(文部科学省)と、国立特別支援教育総合研究
所の運営事業資料を参考にした。さらに、韓国の教育統計年報(2013-2016)、「特別支援教
育情報化指数を活用した現状分析研究」と国立特殊教育院の運営事業資料を参考に分析を
行った。 
 
2.2 課題解決のための ICT 活用指標の開発 
 
 課題を解決する方法の一つとして、ICT 活用の現状が把握できる「特別支援教育におけ
る ICT 活用指標(Use of ICT indicator for Special Needs Education)」を開発した。まず、
日本と韓国、さらに海外で使用されている ICT 関連指標と項目を収集した。次いで、収集
された項目を用い、特別支援教育における ICT 活用指標(試案)を開発し、指標の有効性と実
用性を検討した。詳細な方法に関しては、第 5 節で後述する。 
 
 
図 2-1 第 2 章の流れ 
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第 3 節 日本と韓国の特別支援教育における情報化の現状 
 
3.1 日本の特別支援教育における情報化の現状 
 
3.1.1. インフラの整備に関する情報化の現状 
 
 日本の特別支援教育の情報化の現状を把握するために、「学校における教育の情報化の実
態等に関する調査」(文部科学省)の 2012 年から 2016 年までのデータを用いた。 
 この調査は、「学校教育及び教育行政のために地方公共団体において、教育情報化の状況
を明らかにし、国・地方を通じた教育諸施策を検討・立案するための基礎資料を得ること」
を目的として、毎年行われている。調査の項目と領域は、コンピュータ整備の実態等、イ
ンターネットへの接続状況等、デジタルテレビ等の整備、教員の ICT 活用指導力の状況の
4 つであり、これらに基づいて実態調査が行われた。 
 まず、「コンピュータ整備の実態」について分析した結果を表 2-1 に示す。内容をみると、
「教育用のコンピュータ」、「教室で利用可能な教育用コンピュータ」、「教員用のコンピュ
ータ」、「校務用システム」、「周辺機器」は徐々に増加しつつあり、特に「タブレット型コ
ンピュータ」は、約 10 倍程度まで増加していることが分かる。特に、「1 台当たりの児童生
徒数」は、3.5 人から 3.0 人まで減少している。しかし、「1 人当たり 1 台のコンピュータ」
の達成を考えると、コンピュータの整備は、まだ不十分な状況である。また、「校内 LAN
接続可能なコンピュータ」も年々増加し、2016 年には、72,834 台(95.5%)まで増加した。
一方、「デジタル教科書の整備」は年々増加し、68 校から 114 校(10.9%)までに増加した。
しかし、日本の学校全体の平均(以下、日本の全国平均とする)の整備平均が 42.8％であるこ
とから、整備率は非常に低いことが分かる。「学校 CIO の設置」にも増加の傾向が見られて
おり、284 校から 436 校(41.6％)まで約 2 倍程度増加しており、日本の全国平均とほぼ一致
していた(表 2-1)。 
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表 2-1 日本の特別支援学校におけるコンピュータの設置の現状 
調査項目 
特別支援教育の年度推移 
2012 2013 2014 2015 2016 
学校数(校) 986 994 1016 1031 1048 
教育用のコンピュータ(台) 34,365 35,043 38,414 40,877 44,205 
１台当たりの児童生徒の数(人) 3.5 3.6 3.3 3.2 3.0 
教室で利用可能な教育用 
コンピュータ(台) 
11,835 12,649 14,774 17,611 19,481 
タブレット型コンピュータ(台) 1,241 2,279 5,491 8,791 11,752 
教員用のコンピュータ(台)と整備率(%) 6,554 70,149 72,326 74,261 76,289 
校内 LAN 接続可能なコンピュータ(台)
と整備率(%) 
61,441 66,166 68,753 71,317 72,834 
周辺機器 1(プリンタ：台) 11,451 11,728 11,836 11,762 11,780 
周辺機器 2(スキャナ：台) 2,215 2,169 2,127 2,074 1,911 
周辺機器 3 
(デジタルビデオカメラ：(台) 
4,516 4,568 4,577 4,741 4,763 
周辺機器 4(デジタルカメラ：台) 7,595 7,830 8,528 8,973 9,487 
校務用システム(校) 810 858 894 913 938 
デジタル教科書の整備(校) 68 80 91 102 114 
学校 CIO の設置(校) 284 326 361 422 436 
出典：文部科学省(2012-2016b)「学校における教育の情報化の実態等に関する調査」を 
      参考に筆者作成 
 
 
  
 30 
 「インターネットへの接続環境」について分析した結果を表 2-2 に示す。内容をみると、
「インターネットに接続している学校(校)」、「WEB ページ等の開設」は、2016 年現在、100％
を達成している。「専用回線」を見ると、アナログや ISDN 式は少なく、ほとんどが光ファ
イバ式で、速度の側面においても進展があると考えられる。「電子メールアドレスの付与」、
「有害情報へのフィルタリング」、「学校情報セキュリティポリシーの策定」の場合、徐々
に増加している。特に、「有害情報へのフィルタリング」、「学校情報セキュリティポリシー
の策定」の場合、全国平均より高く、ほぼ 100％に近付いていた。なお、特別支援教育にお
ける「電子メールアドレスの付与状況」は、65,470 人(87.5％)であり、日本の全国平均のよ
り約 20%高いことが分かる。 
  
表 2-2 日本の特別支援学校におけるインターネットへの接続環境の現状 
調査項目 
年度推移 
2012 2013 2014 2015 2016 
インターネットに接続している 
学校(校) 
986 994 1,015 1,030 1,048 
光ファイバ専用回線接続(校) 874 902 937 968 991 
ダイヤルアップ接続(校) 
(アナログまたは ISDN 注)) 
2 1 2 2 3 
WEB ページ等の開設状況(校) 972 988 1,009 1,023 1,048 
電子メールアドレスの付与状況
(人) 
56,102 60,110 61,277 62,886 65,470 
有害情報へのフィルタリング(校) 971 986 1,011 1,024 1,047 
学校情報セキュリティポリシーの 
策定(校) 
908 932 983 1,012 1,038 
注)交換機・中継回線・加入者線まで全てデジタル化された、パケット通信・回線交換データ通信にも利用
できる公衆交換電話網。最近はほとんど使われていない。 
出典：文部科学省(2012-2016b)「学校における教育の情報化の実態等に関する調査」を 
      参考に筆者作成 
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 「デジタルテレビの整備」について分析した結果を表 2-3 に示す。内容をみると、「デジ
タルテレビ等の整備」は、2016 年現在 1,023 台(97.6％)まで増加しつつあり、日本の全国
平均(96.9%)よりやや高いことが分かる。「電子黒板の整備」は年々増加しており、627 台
(59.8%)が整備され、過半数を超えていたが、日本の全国平均(78.8%)より約 20%低くなっ
ていた。 
 
表 2-3 日本の特別支援学校におけるデジタルテレビ等の整備 
調査項目 
年度推移 
2012 2013 2014 2015 2016 
デジタルテレビ等の整備(台) 965 971 994 1,006 1,023 
電子黒板の整備(台) 548 582 591 610 627 
出典：文部科学省(2012-2016b)「学校における教育の情報化の実態等に関する調査」を 
      参考に筆者作成 
 
 「教員の ICT 活用指導力」について分析した結果を表 2-4 に示す。 
「教員の ICT 活用指導力」は、「教材研究・指導の準備・評価などに ICT を活用する能力」、
「授業中に ICT を活用して指導する能力」、「児童の ICT を活用を指導する能力」、「情報モ
ラルなどを指導する能力」、「校務に ICT を活用する能力」の領域とその下位項目で構成さ
れている。内容をみると、「児童の ICT を活用を指導する能力」が 60.4％で、最も低くなっ
ており、「教材研究・指導の準備・評価などに ICT を活用する能力」が 81.8%と最も高い。 
 また、5 つの領域の全ての項目は日本の全国平均より低いが、全体的な傾向は日本の全国
平均と同様であった。 
 
表 2-4 日本の特別支援学校における教員の ICT 活用指導力に関する現状 
調査項目 
年度推移 
2012 2013 2014 2015 2016 
教材研究・指導の準備・評価などに 
ICT を活用する能力 
76.5% 78.6% 79.7% 80.6% 81.8% 
授業中に ICT を活用して 
指導する能力 
63.9% 66.8% 68.8% 70.5% 72.3% 
児童の ICT を活用を指導する能力 56.5% 57.7% 59.2% 59.8% 60.4% 
情報モラルなどを指導する能力 62.4% 64.4% 65.6% 66.6% 67.2％ 
校務に ICT を活用する能力 70.4% 72.0% 73.4% 74.2% 74.8% 
出典：文部科学省(2012-2016b)「学校における教育の情報化の実態等に関する調査」を 
      参考に筆者作成 
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3.1.2 特別支援教育における情報化支援事業の現状 
 
 日本では、障害のある子どもの教育の充実・発展に寄与し、支援するため、国立特別支
援教育総合研究所が設置された。国立特別支援教育総合研究所では、特別支援教育におけ
る情報化を支援するために様々な事業が行われた。 
 国立特別支援教育総合研究所では、デジタル教材などの教育用コンテンツを提供してお
り、現在、ウェブサイトで利用できる教育用コンテンツには、「ココロココ」、「特別支援教
育に役立つ Web 教材コンテンツ」、「視覚障害教育情報ネットワーク」、「インターネットギ
ャラリー」、「特殊教育教材教具展示会」、「視覚障害教育用真空成型半立体教材作成マニュ
アル」、「多層指導モデル MIM」、「病気の児童生徒への特別支援教育」等がある。その内容
は、表 2-5 の通りである。 
 
表 2-5 国立特別支援教育総合研究所における「教育用コンテンツ」の内容 
教育用コンテンツ 内容 
ココロココ ・病気の子どもと周りの人々のためのデジタル絵本 
特別支援教育に役立つ 
Web 教材コンテンツ 
・ことば、漢字、楽器演奏、筆算、九九 の学習用教材 
・スキャン入力やキーボードナビゲーションに対応でき、 
 肢体不自由のある子どももスイッチ等によって操作可能 
視覚障害教育情報ネットワーク ・視覚障害教育に関わる教材や情報の提供 
インターネットギャラリー ・障害のある子どもたちの作品のギャラリー 
特殊教育教材教具展示会 ・教員が作成した教材教具や学習ソフトウェアの情報 
視覚障害教育用真空成型半立
体教材作成マニュアル 
・視覚障害用の立体触覚教材を作成する真空成型機の 
 操作方法及び立体教材の活用に関する情報 
多層指導モデル 
(Multilayer Instruction 
Model：MIM) 
・通常の学級において、異なる学力層の子どものニーズに  
 対して指導・支援する MIM に関する情報提供 
病気の児童生徒への 
特別支援教育 
・病弱教育支援冊子である「病気の子どもの理解のために」 
 や各病類別の支援冊子の掲載 
出典：国立特別支援教育総合研究所(2017a)「教育コンテンツ」に関する内容を参考に筆者
作成 
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 さらに、国立特別支援教育総合研究所は、特別支援教育の情報化の関係者を対象として、
研修及びセミナ、講義配信を実施しており、それをまとめたものを表 2-6 に示す。 
 「インターネットによる講義配信」は、障害生徒の教育に携わる教職員の資質と能力を
向上させ、主体的な取組を支援する目的で行われた。 
 「情報手段指導者講習会」は 2004 年に開設されており、障害生徒の情報教育を担当する
教員と、教育場において指導的立場にある者に対し、ICT かつ AT に関する専門知識及び、
技能、指導力を向上させることを目的としている。また、「長期研修及び短期研修」は、障
害生徒の情報教育や AT 利用に関する講義等を含め、障害生徒の教育に携わる教員の知識・
技能の向上に寄与している。「特別支援教育セミナー」は、日本の特殊教育研究の動向や最
新研究の普及、国立特別支援教育総合研究所の活動への理解を高め、障害生徒の教育内容・
方法・技術等の問題について情報交流の場を設けることを目的としている。「特別支援教育
国際セミナー」は、1981 年から開催されており、アジア・太平洋地域の特別支援教育の発
展に資するために、毎年行われている。   
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表 2-6 国立特別支援教育総合研究所における「研修・セミナー」の内容 
研修及びセミナー 内容 
インターネットによる 
講義配信 
・学校教育等に関わる者を含め、 
 保護者や福祉・医療従事者等が利用できる。 
・特別支援教育研修講座は、基礎編の 45 コンテンツと、 
 専門編の 61 コンテンツで構成されている。 
情報手段指導者講習会 
・カリキュラム：障害生徒の教育における情報手段の活用に関する 
 考え方や指導上の配慮点、教材作成や ICT 活用に関する実技や 
 演習等から構成されている。 
長期研修及び短期研修 
・目的：障害生徒の情報教育や AT 利用に関する内容の講義等を 
 含め、特別支援教育に携わる教員の知識・技能の向上。 
特別支援教育セミナー 
・目的：日本の特殊教育研究の動向や最新研究の普及、国立特別支
援教育総合研究所の活動の理解啓発を図り、障害生徒への教育内
容、方法、ICT 等の問題について情報交流できる場の設置。 
・年 2 回開催。 
特別支援教育 
国際セミナー 
・日韓特別支援教育セミナー：国立特別支援教育総合研究所と国立
特殊教育院が 1995 年に研究協定を結び、日韓における特別支援
教育の発展と交流を推進するため、2000 年より毎年両機関が共催
している。 
・アジア・太平洋特別支援教育国際セミナー：1981 年から開催され
ており、2011 年には「障害者の自立と社会参加に向けて－障害
者の進路指導・職業教育の観点から－」をテ－マに、オ－ストラ
リア・バングラデシュ・中国・インド・インドネシア・日本・韓
国・マレ－シア・ネパール・ニュ－ジ－ランド・パキスタン・フ
ィリピン・スリランカ・タイの 14 ヵ国が参加。 
出典：国立特別支援教育総合研究所(2017b)「研修・セミナー」に関する内容を参考に筆者
作成 
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3.2 韓国の特別支援教育における情報化の現状 
 
3.2.1 コンピュータの保有現状 
 
 韓国における特別支援教育の情報化の現状を分析するため、「教育統計年報」(教育部)
の 2013 年から 2016 年までのデータを用いた。教育統計年報(2016b)は、「学校、教員、生
徒に対する教育統計を掲載し、教育現状を総合的に理解し、教育政策の樹立と学術活動な
ど、教育を発展させるための基礎資料を得ること」を目的として、毎年行っている。この
調査の項目は、主にコンピュータ整備現状であり、「教育用のコンピュータ」、「校務用のコ
ンピュータ」、「行政用のコンピュータ」の 3 つに分かれている。 
 まず、「教育用のコンピュータ」について分析した結果を表 2-7 に示す。 
内容をみると、2013 年から 2015 年まで、「教育用のコンピュータ」は、増加しているが、
2016 年には、全体的に若干減少し、特に、「デスクトップ型」において、顕著な減少がみ
られた。しかし、「タブレット型」の場合、2013 年から 2016 年に至って、約 10 倍近く増
加した。その理由として、近年、スマート教育の一環として積極的にタブレットが普及さ
れたことが考えられる。また、「1 台当たりの児童生徒の数」は、3.8 人から 3.7 人まで若
干減少しており、「1 人当たり 1 台」の達成を考えると、コンピュータの整備はまだ不十分
であることが分かる。しかし、韓国の学校全体の平均(以下、韓国の全国平均とする)が 3.6
人であることから一般教育と特別支援教育の間に大きな差はないと考えられる。 
 
表 2-7 韓国の特別支援教育における教育用コンピュータの設置の現状 
教育用のコンピュータ(台) 
特別支援教育の年度推移 
2013 2014 2015 2016 
特別支援学校数(校) 162 166 167 170 
デスクトップ型 5,887 6,101 6,766 5,256 
ノート型 209 278 263 315 
タブレット型 393 869 1,120 1,283 
1 台当たりの児童生徒の数(人) 3.8 3.5 3.5 3.7 
合計 6,479 7,248 7,139 6,854 
出典：教育部(2013-2016)「教育統計年報」を参考に筆者作成  
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 「校務用のコンピュータ」について分析した結果を表 2-8 に示す。 
内容をみると、2013 年から 2016 年まで、「校務用のコンピュータ」は、全体的に増加し
た。唯、「デスクトップ型」は 2016 年に少し減少している。また、「教員１人当たりのコ
ンピュータの数」をみると、1.4 台から 2.5 台まで増加しており、韓国の全国平均の 2.2 台
より高いことが確認された。 
 
表 2-8 韓国の特別支援教育における校務用のコンピュータの設置の現状 
校務用のコンピュータ(台) 
特別支援教育の年度推移 
2013 2014 2015 2016 
デスクトップ型 7,409 7,451 7,996 7,669 
ノート型 2,953 3,213 3,349 3,246 
タブレット型 110 199 200 207 
教員１人当たりのコンピュータの数 1.4 1.7 2.7 2.5 
合計 10,471 10,863 11,564 11,122 
出典：教育部(2013-2016)「教育統計年報」を参考に筆者作成 
 
 「行政用のコンピュータ」について分析した結果を表 2-9 に示す。 
内容をみると、「行政用のコンピュータ」は、全体的には増加しつつあり、「デスクトッ
プ型」と「ノート型」において増加傾向がみられる。しかし、「タブレット型」の場合、
12 台から 4 台まで減少した。また、「1 校当たりのコンピュータの数」をみると、10.8 台
から 11.4 台まで増加し、増加の幅は広くないが、韓国の全国平均の 7.7 台より高いことが
確認された。 
 
 
表 2-9 韓国の特別支援教育における行政用のコンピュータの設置の現状 
行政用のコンピュータ(台) 
特別支援教育の年度推移 
2013 2014 2015 2016 
デスクトップ型 1,648 1,823 1,610 1,833 
ノート型 91 105 117 117 
タブレット型 12 13 2 4 
1 校当たりのコンピュータの数 10.8 11.6 11.5 11.4 
合計 1,761 1,941 1,929 1,954 
出典：教育部(2013-2016)「教育統計年報」を参考に筆者作成  
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3.2.2 情報化指数を用いた実態調査による現状 
 
 韓国における特別支援教育の情報化の現状を分析するため、韓国教育学術情報院の「特
別支援教育の情報化指数を活用した現状分析に関する研究」(2006)のデータを用いた。この
報告書は、特別支援教育の情報化指数に基づき、特別支援学校と特別支援学級における情
報化の現状を把握した。情報化の現状の領域は「インフラ」、「支援」、「活用」、「成
果」で構成されている。 
 特別支援学校における情報化の現状を分析した結果を表 2-10 に示す。 
 「インフラ」について、「1 台当たりの障害生徒の数」、「教員 1 人当たりのコンピュー
タの数」の結果は、前述した「3.2.1 コンピュータの保有」の結果と重複するため、削除す
る。特別支援学校で保有している「CD-ROM title」は、170 個であり、「有料の教育サ
イト」は 0.9 個であり、「教育用のソフトウェア」の整備には偏りがあった。また、AT に
ついて、AT は、障害生徒がコンピュータを円滑に利用するために必要な機器である。特別
支援教育においては、コンピュータの整備より重要な項目であるが、韓国の特別支援学校
における AT の整備は、「キーボード入力機器」が 1.2 台、「代替入力装置」が 3.4 個、「出
力機器」が 8.2 個、合計 13.8 個であり、障害生徒の数を考えると AT の整備はまだ不十分
な状況である。 
 「支援」について、「教員 1 人当たりの教育情報化研修参加時間(1 年基準)」は、10.9 時
間であり、地域別・設立類型別間に差が見られ、公立学校の研究参加時間が最も長くなっ
ていた。「ICT 活用教育に関する教育計画を立案している学校の割合」の項目は、教育を
進める中、ICT の活用が必要か否か、また、必要な場合、活用方法等の具体的な計画を立
てているかを聞く項目である。「ICT 活用教育に関する教育計画を立案している学校の割
合」は、69.7%であり、特別支援学校の過半数が教育計画を立案していることが分かった。
一方、「障害生徒が利用できるホームページを保有した学校の割合」は、20.2％に過ぎなか
った。 
 「活用」について、「障害生徒に対する AT 活用計画を立案している学校の割合」の項目
は、障害生徒の情報機器に関する限界や特性を把握し、AT が必要か否か、また、必要な
AT の種類やソフトウェアを把握・記録し、計画を立てているか聞く項目である。「障害生
徒に対する AT 活用計画を立案している学校の割合」は、25.7%であり、障害生徒の人数が
少ないほど障害生徒に対する AT 活用計画を立案している学校が多かった。「障害生徒 1 人
当たりのコンピュータ利用時間」は、校内にあるマルチメディア室などを利用した時間で
あり、特別支援学校 1 校当たりの平均時間は、2.7 時間であった。一般の小・中学校におけ
る生徒 1 人当たり時間が 0.1 時間であることから、特別支援学校の方がコンピュータの利用
時間が長いことが確認された。その理由として、健常生徒に比べ、障害生徒の方が教員の
直接的な指導が求められることが考えられる。また、「教員 1 人当たりの授業－学習資料掲
示件数(3 ヶ月基準)」は、1.3 件と少ない。 
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 「成果」について、「インターネット」、「CD-ROM」、「ドキュメントの作成」、「ゲ
ーム」等、「コンピュータが利用できる障害生徒の割合」は 30%に止まっている。 
 「情報化と関連する放課後授業に参加する障害生徒の割合(1 年基準)」は、10.8%であり、
全国平均の 29.7%であることからみると、非常に低いことが確認された。また、「特別支
援教育の情報化関連研究・活動をしている教員の割合(1 年基準)」は、2.8%であり、全国平
均の 6%より低いことが確認された。 
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表 2-10 韓国の特別支援学校における情報化の現状 
領域 項目 特別支援学校の平均値 
 イ 
 ン 
 フ 
 ラ 
インターネットに接続できるコンピュータの割合 48.4% 
インターネットの回線速度 53.2% 
教育用のソフトフェア 
CD-ROM title 170 個 
有料の教育サイト 0.9 件 
AT 
キーボード入力機器 1.9 個 
代替入力装置 3.4 個 
出力機器 8.2 個 
合計(その他込) 13.8 個 
 支 
 援 
AT 及びソフトウェアを管理する教員の割合 5.4% 
教員 1 人当たりの教育情報化研修参加時間(1 年基準) 10.9 時間 
ICT 活用教育に関する教育計画を立案している学校の割合 69.7% 
障害生徒が利用できるホームページを保有した学校の割合 20.2% 
 活 
 用 
学校内の保護者を対象とした情報化研修時間 13.9 時間 
障害生徒に対する AT 活用計画を立案している学校の割合 25.7% 
障害生徒 1 人当たりのコンピュータ利用時間(一週間基準) 2.7 時間 
教員 1 人当たりの授業－学習資料掲示件数(3 ヶ月基準) 1.3 件 
 成 
 果 
IEP 注に ICT 活用関連事項を記録した学校の割合 51.4% 
IEP 注により ICT 活用ができると考えられる障害生徒の割合 93.0% 
コンピュータが利用 
できる障害生徒の割合 
インターネット 29.1% 
CD-ROM 28.1% 
ドキュメントの作成 23.4% 
ゲーム 27.5% 
情報化と関連する放課後授業に参加する障害生徒の割合 
(1 年基準) 
10.8% 
特別支援教育の情報化関連研究・活動をしている教員の割合 
(1 年基準) 
2.8% 
情報化関連の校内外のイベントに参加する障害生徒の割合 
(1 年基準) 
10.2% 
注) Individualized Education Program、個別教育計画のこと。以下、IEP とする。 
出典：韓国教育学術情報院(2006)「特別支援教育情報化指数を活用した現状分析研究報告書」 
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 特別支援学級における情報化を分析した結果を表 2-11 に示す。 
 「インフラ」について、「コンピュータ 1 台当たりの障害生徒の数」は、2.93 人であっ
た。特別支援学級で保有している「CD-ROM title」は、16.0 個であり、「有料の教育サ
イト」は 0.4 個であった。AT に関しては、「キーボード入力機器」が 0.1 台、「代替入力
装置」が 0.4 個、「出力機器」が 0.1 個、合計 0.6 個であり、1 学級当たりに 1 個も備えて
なく、AT に関する整備は不十分な状況であった。 
 「支援」について、「教員 1 人当たりの教育情報化研修参加時間(1 年基準)」は、平均 29
時間であり、特別支援学校より約 2 倍程度長いことが確認された。一方、「障害生徒が利
用できるホームページを保有した学級の割合」は、9.5%に過ぎなかった。 
 「活用」について、「障害生徒に対する AT 活用計画を立案している学校の割合」は、10.6%
に過ぎなった。また、「学級におけるコンピュータを利用した授業時間の割合(一週間基準)」
は、34.2%であった。「教員 1 人当たりの授業－学習資料掲示件数(3 ヶ月基準)」は、特別支
援学校より高い 2.5 件であった。 
 「成果」について、「インターネット」、「CD-ROM」、「ドキュメントの作成」、
「ゲーム」等、コンピュータが利用できる障害生徒の割合は、約 50%を超え、特別支
援学校より高いことが確認された。その理由として、特別支援学校より特別支援学級の
障害生徒の方が、認知的障害に関する問題が少なく、軽度障害を持っている可能性が考
えられる。 
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表 2-11 韓国の特別支援学級における情報化の現状 
領域 項目 特別支援学級の平均値 
 イ 
 ン 
 フ 
 ラ 
コンピュータ 1 台当たりの障害生徒の数 2.9 人 
インターネットの回線速度 53.1% 
教育用のソフトウェア 
CD-ROM title 16.0 個 
有料の教育サイト 0.4 個 
AT 
キーボード入力機器 0.1 個 
代替入力装置 0.4 個 
出力機器 0.1 個 
合計(その他込) 0.6 個 
 支 
 援 
教員 1 人当たりの教育情報化研修参加時間(1 年基準) 29 時間 
障害生徒が利用できるホームページを保有した学級の割合 9.5% 
 活 
 用 
障害生徒に対する AT 活用計画を立案している学級の割合 10.6% 
学級におけるコンピュータを利用した授業時間の割合 
(一週間基準) 
34.2% 
教員 1 人当たりの授業－学習資料掲示件数(3 ヶ月基準) 2.5 件 
 成 
 果 
IEP に ICT 活用関連事項を記録した学級の割合 40.2% 
IEP により ICT 活用ができると考えらる障害生徒の割合 62.1% 
コンピュータが利用 
できる障害生徒の割合 
 
インターネット 56.7% 
CD-ROM 64.7% 
ドキュメントの作成 45.9% 
ゲーム 66.2％ 
情報化関連の校内外のイベントに参加する障害生徒の割合 
(1 年基準) 
9.1% 
出典：韓国教育学術情報院(2006)「特別支援教育情報化指数を活用した現状分析研究報告書」 
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3.2.3 特別支援教育における情報化支援事業の現状 
 
 韓国の国立特殊教育院では、障害生徒の学習権の保障、デジタルデバイド解消、学習支
援・コンテンツ開発、障害生徒の情報活用能力の向上等の目的で、様々な支援事業を実施
してきた。その内容を 8 つに分類し、まとめたものを表 2-12 に示す。 
 第 1 に、「障害生徒の教授-学習支援コンテンツの開発」の内容をみると、国立特殊教育
院では、特別支援教育の基本教育課程に関するデジタル教科書とコンテンツを開発・普及
している。さらに、デジタル教科書に現場の様々なニーズを反映するため、教員が直接デ
ジタル教科書を開発できるデジタル教科書製作ツールも提供している。 
 第 2 に、「視覚障害生徒の EBS 教材点訳」の事業がある。EBS は、Korea Educational 
Broadcasting System の略語であり、韓国の教育放送局である。以下、EBS とする。 
「視覚障害生徒の EBS 教材点訳」の事業は、視覚障害生徒のため、EBS の教材と関連図書
を点訳し、提供することを目的としている。この事業は 2004 年からはじまり、視覚障害生
徒における情報アクセスを保障し、学習能力の向上を図った結果、視覚障害者の大学入学
に影響を及ぼしている。 
 第 3 に、「視覚障害代替資料の製作及び普及」の内容をみると、視覚障害代替資料の製
作は、2011 年からはじまり、視覚障害生徒が利用可能な点字・デジタル・拡大資料と変換
させ、教科図書及び参考書を製作・普及する事業である。 
 第 4 に、「聴覚障害生徒の手話・速記の遠隔教育支援」の内容をみると、この支援は、
聴覚障害を理由として、通常学校または、在宅などで適切な教育を受けることができない
生徒を支援するために政府から実施される事業である。2011 年から 2012 年には障害生徒
を対象に支援した。2013 年から 2016 年現在、通常の中・高校に在籍している聴覚障害生
徒まで対象を拡大した。 
 第 5 に、「韓国障害生徒の e フェスタの開催」の内容をみると、韓国障害生徒の e フェ
スタは、2003 年から毎年開催されており、障害生徒の情報化能力を向上させ、デジタルデ
バイドの解消と健全な余暇文化を形成する目的で実施された。この大会に参加した障害生
徒と健常生徒、教員、保護者を対象に満足度に関する調査をした結果、86.17％(162 人)が
満足と答え、大会に関して肯定的が評価が得られた。 
 第 6 に、「障害生徒支援機器へのアイディア公募」の内容をみると、この事業は、2016
年にはじめて実施されており、障害生徒のデジタルデバイドの解消、障害生徒の AT の宣伝
及び認識改善を目的としている。 
 第 7 に、「障害理解 UCC 及び写真公募」の事業がある。UCC は、User Created Contents
の略語であり、利用者が製作するコンテンツを意味する。以下 UCC とする。「障害理解
UCC 及び写真公募」の事業は、2009 年から推進され、通常学校の生徒、教員、保護者を対
象に障害認識改善と、障害者に関する偏見の解消を目的としている。全国の小・中・高校
生、教員、大学院生が参加できる。 
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 第 8 に、「国立特殊教育院付設遠隔教育研修院の運営」の内容をみると、国立特殊教育
院付設遠隔教育研修院は、教員の専門性と、インクルーシブ教育に関する理解度の向上を
目的としている。遠隔教育研修は、特別支援教員、通常学級教員、教育専門職、特別支援
教育補助員、保護者などを対象とする。 
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表 2-12 国立特殊教育院における情報化支援事業 
事業 内容 
障害生徒の教授-学習支援 
コンテンツの開発 
・2014 年まで、小学部 1-4 年生、中学部 1-3 年生、 
 高校部 1-3 年生の国語、社会、数学、科学、職業開発。 
・2016 年に、中学部の国語の読み、書きと数学と算数に関する 
 デジタル教科書を開発。 
・デジタル教科書は、スマートフォンやコンピュータを用い、 
 モジュール学習(線引き、チェック、イメージ保存など)が可能。 
視覚障害生徒の EBS 教材点訳 
・点訳された資料は、端末を用いて音声として利用でき、 
 点字印刷も可能。 
視覚障害代替資料の製作 
及び普及 
・全国の視覚障害生徒及び教員を対象とし、代替を希望する 
 図書をオンラインで受付し、製作。 
・点字及びデジタル図書ファイルを視覚障害者専用の 
 学習サイトである E-yab(blind.nise.go.kr)に登録し、提供 
聴覚障害生徒の手話・ 
速記の遠隔教育支援 
・授業時間中、講義を受けることが困難な障害生徒が、 
 教科目と時間を選択し、遠隔支援を申請することで、学校と  
 国立特殊教育院が連携・遠隔支援の環境構築・手話通訳者と 
 速記者を配置。 
・学校教育課程のなか、学期内・補充授業も支援する。 
障害生徒の e フェスタの 
開催 
・特別支援学校と学級の情報活用大会実施。 
・韓国障害生徒の e スポーツ注）大会実施。 
・特別支援教育の情報化コンファレンスなど実施。 
障害生徒支援機器へ 
のアイディア公募 
・障害生徒の教授-学習支援、学校生活で活用できる支援機器 
 へのアイディアをコンテスト形式公募。 
障害理解 UCC 及び写真公募 
・受賞作は、www.nise.go.kr や youtube に登録し、障害者に 
 対する認識改善の教育資料として活用。 
国立特殊教育院付設遠隔教育研
修院の運営 
・2016 年の遠隔教育研修には、58 ヵ課程に総 15,460 人が参加。 
注)e スポーツ：エレクトロニックスポーツの略で、コンピューターゲーム、ビデオゲームを使った対戦を
スポーツ競技を意味する。 
出典：国立特殊教育院「支援事業」参考に筆者作成 
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第 4 節 日本と韓国の特別支援教育における情報化の現状の課題 
 
 以上、日本と韓国の特別支援教育における情報化の現状について検討を行った。 
 その結果を踏まえて、日本と韓国の特別支援教育における情報化の現状についていくつ
かの課題が明らかになった。 
 
 第 1 に、障害生徒の特性を考慮した AT の不備に関する課題が挙げられる。 
 韓国の「情報化指数を用いた実態調査」における、AT の整備状況の結果をみると、特別
支援学校は、1 校当たり 13.8 個であり、特別支援学級は、より少ない 0.6 個に止まってい
た。さらに、障害生徒に対する AT 活用計画を立案している特別支援学校は 25.7%であり、
特別支援学級は 10.6％であり、AT に関する不備の問題が明らかになった。また、日本の特
別支援教育における AT と ICT の状況は、十分に整備された学校は 5％以下であり、不足し
ている学校は約 60％程度であった(国立特別支援教育総合研究所、2016)。日本と韓国の特
別支援教育の情報化において、障害生徒の特性や課題を考慮し、教育情報化を支援するた
めには、AT の適切な整備が求められる。さらに、どの程度整備できれば適正な水準なのか
は、日本も韓国も議論する必要がある。 
 
 第 2 に、タブレット端末の不備に関する課題が挙げらる。 
 日本の特別支援教育において、「タブレット型コンピュータ」をみると、2012 年から 2016
年まで、約 10 倍まで増加していた。一方、肢体不自由の特別支援学校におけるタブレット
端末の保有台数は、平均 2.6 台であり、特別支援学校の約 40%がタブレット端末を保有し
ていた。また、タブレット端末について、肢体不自由の特別支援学校の約 90％が不足して
おり(国立特別支援教育総合研究所、2014)、日本の特別支援教育におけるタブレット端末の
整備に関する課題が明らかになった。一方、韓国の特別支援教育においても、「タブレット
型コンピュータ」は、2013 年から 2016 年まで約 10 倍まで増加し、日本と同様の傾向がみ
られた。なお、知的障害を対象とした韓国の特別支援学校におけるタブレット端末の整備
状況をみると、タブレット端末の不足、システムの未整備、コンテンツの不足、活用方法
などの支援に関する問題が指摘されており(kim、2017)、日本と同様に、タブレット端末の
整備に関する課題が明らかになった。 
 
 第 3 に、量的な支援から質的な支援、成果評価に関する課題が挙げられる。 
 日本の場合、特別支援教育におけるコンピュータの整備やインターネットの接続環境、
デジタルテレビの整備に関する結果をみると、インフラの整備率は、日本の全国平均を上
回るか、日本の全国平均とほとんど一致していた。韓国の場合も、若干の差はあるが、ほ
ぼ韓国の全国平均に近似していた。このことから、本章で調べた項目に限っては、日本と
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韓国の特別支援教育における AT とタブレット端末以外のインフラは整備されていること
が確認された。 
 しかし、日本の場合、特別支援教育の教員の ICT 活用指導力に関する結果をみると、「教
材研究・指導の準備・評価」、「授業中にも ICT 活用」、「児童の ICT 活用を指導する」、「情
報モラル等の指導」、「校務に ICT 活用」の全ての項目が日本の全国平均より低く、教員に
対する「質的な支援」の必要であることが示唆された。 
 一方、韓国の場合、特別支援学校において、コンピュータが利用できる障害生徒は 30%
未満であり、教員の授業‐学習資料掲示件数も 3 ヵ月で 1.3 件と、低くなっていた。さらに、
障害生徒 1 人当たりのコンピュータの利用時間は、健常児より長く、コンピュータを利用
する際に、教員の直接な支援が必要があり、障害生徒に対する「質的な支援」の必要性が
示唆された。 
 このことから、特別支援教育において、教員と障害生徒を対象とした質的な支援が必要
であると考えられる。最後に、「量的支援」と「質的支援」を踏まえて ICT 活用した教育が
もたらす効果について分析する必要であると考えられる。 
 
 第 4 に、特別支援教育における情報化の現状を把握する指標に関する課題が挙げられる。 
 本章で特別支援教育における情報化の現状を把握するために参考にした文献をみると、
日本の「学校における教育の情報化の実態等に関する調査」では、チェックリストを用い
て実態調査が行われた。しかし。そこで用いられたチェックリストは、普通学校・学級を
想定しているため、特別支援教育における ICT 活用の現状を把握するのに適したものとは
いえない。また、韓国の「特別支援教育情報化指数を活用した現状分析の研究報告書」で
用いられた「特別支援教育情報化指標」は 2006 年に開発されたものであるため、現在の ICT
活用の状況把握に必要な項目が網羅されているとはいえない。このことから、日本と韓国
の特別支援教育において ICT 活用が把握できる標準化された指標の開発が求められる。  
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第 5 節 日本と韓国の特別支援教育における ICT 活用指標の開発 
 
5.1 目的 
 
 本節では、先行文献を用い、「特別支援教育における ICT 活用指標」を開発し、その有効
性を検討することを目的とする。 
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5.2 方法 
 
5.2.1 項目の収集 
 
 本節では、第 2 章の 2 節で前述したように、「特別支援教育における ICT 活用指標(試案)」
を開発するため、日本の「学校における教育の情報化の実態等に関する調査」(2016)と韓国
の「特別支援教育情報化指標」(2006)の項目を収集した。さらに、海外で使用されている
ICT 関連指標である「国際教育指標」(OECD、2006)、「ICT Indicators in Canada」(UNESCO、
2009)、「EnGauge」(EnGauge、2000)、「Quality Indicators for Assistive Technology」(QIAT 
consortium、2004)の項目を収集した。指標の詳細に関しては、後述する。 
 
5.2.2 項目抽出と指標(試案)の開発 
 
 収集した項目のうち、他の指標と重複する項目と、ICT の活用を把握する上で必要だと
考えられる項目を抽出した(図 2-2)。抽出の際には、特別支援教育に関する研究員 3 人、大
学院生 5 人で検討を行い、特別支援教育における ICT 活用指標(試案)(以下、指標とする)
を開発する。 
 
5.2.3 有効性の検討 
 
 特別支援教育専門家に言葉の表現や内容について意見調査を行い、指標(試案)の有効性を
検証した。ここで、特別支援教育専門家とは、特別支援教育の研究者と特別支援教育の職
務の経験が 3 年以上である者である(図 2-2)。また、指標の実用性を検討するため、日本と
韓国の特別支援教育において調査を行った。 
 
図 2-2 日本と韓国の「特別支援教育における ICT 活用指標」の開発過程  
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5.3 特別支援教育における ICT 活用関連指標の収集及び分析 
 
5.3.1 韓国教育学術情報院による「特別支援教育情報化指標」 
 
 韓国教育学術情報院では、特別支援教育の情報化システムを向上させる目的で2006年に
「特別支援教育情報化指標」を開発した(表2-13)。この指標を用い、特別支援教育における
情報化水準を評価した。この指標の中、日本の「学校における教育の情報化の実態等に関
する調査」(文部科学省)、と海外で代表的に使用されている「国際教育指標」(OECD、2006)、
「ICT Indicators in Canada」(UNESCO、2009)、「enGauge」(enGauge、2005)、「Quality 
Indicators for Assistive Technology」(QIAT consortium、2004)のいずれかと重複する項
目を「*」で示した。表2-13から分かるように、韓国における「特別支援教育情報化指標」
の中、「インフラ」、「支援」、「活用」の項目は、他の指標の項目と多く重複していた
が、「成果」領域に関しては、「IEPにICTを記録する割合」の項目のみが重複していた。 
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表 2-13 「特別支援教育情報化指標」の領域と項目 
領域 項目 
インフラ 
コンピュータ１台当たりの障害生徒数* 
教員 1 人当たりのコンピュータ数* 
インターネットに接続可能なコンピュータ割合* 
インターネット接続速度* 
教育用ソフトウェアの数 
AT の数* 
支援 
AT 及びソフトウェア管理担当の教員の割合* 
教員 1 人当たりの教育情報化関連研修の参加時間* 
ICT 活用教育計画の立案有無* 
障害生徒がアクセス可能な学校(学級)のホームページ有無* 
活用 
保護者対象の校内情報化研修時間* 
障害生徒に対する AT 活用計画の有無* 
障害生徒 1 人当たりの 1 週間の情報室などの使用時間* 
教員 1 人当たりの教授－学習資料掲示件数* 
成果 
IEP に ICT 活用関連項目の記録割合* 
項目別コンピュータが利用可能な障害生徒の割合 
情報化関連教育プログラムに参加した障害生徒の割合 
特別支援教育の情報化関連研究大会に参加した教員の割合 
情報化関連のイベントに参加した障害生徒の割合 
注)他の指標のいずれかと重複する項目を「*」で示す 
出典：韓国教育学術情報院(2006)「特別支援教育の情報化指数を活用した現状分析研究」を
参考に筆者作成 
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5.3.2 文部科学省による「学校における教育の情報化の実態等に関する調査」 
 
 日本では、初等中等教育における教育情報化関連施策の推進を図る目的で「学校におけ
る教育の情報化の実態等に関する調査」が毎年実施されている(表 2-14)。調査の対象には、
特別支援学校も含まれている。この指標と、「特別支援教育情報化指標」(韓国教育学術情報
院、2006)と「国際教育指標」(OECD、2006)、「ICT Indicators in Canada」(UNESCO、
2009)、「enGauge」(enGauge、2005)、「Quality Indicators for Assistive Technology」
(QIAT consortium、2004)のいずれかと重複する項目を「*」で示した。 
 表 2-14 から分かるように、「デジタル教科書の整備状況」、「デジタルテレビ等の整備」
と重複する項目はなかった。  
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表 2-14 「学校における教育の情報化の実態等に関する調査」項目 
領域 項目 
コンピュータの整備 
コンピュータの設置状況* 
教育用コンピュータの設置場所台数* 
教育用コンピュータの OS 別台数 
教育用コンピュータの設置方法別台数 
コンピュータの周辺機器台数* 
個人所有のコンピュータについて 
研修の受講状況* 
校務支援システムの整備状況* 
デジタル教科書の整備状況 
CIO 設置状況* 
インターネットへの接続 
接続回線種別* 
接続回線速度別* 
接続先 
ホームページの開設有無* 
電子メールアドレスの付与状況 
有害情報への対応状況* 
学校情報セキュリティポリシーの策定状況* 
デジタルテレビ等の整備 
デジタルテレビ等設置場所別台数 
デジタルテレビ整備学校数 
電子黒板のタイプ別設置場所別台数 
電子黒板整備学校数 
教員 ICT 活用指導力 
教材研究・指導の準備・評価などに ICT を活用する能力 
授業中に ICT を活用して指導する能力 
児童の ICT 活用を指導する能力 
情報モラルなどを指導する能力 
校務に ICT を活用する能力 
注)他の指標のいずれかと重複する項目を「*」で示す 
出典：文部科学省(2014a)「学校における教育の情報化の実態等に関する調査」を参考に 
     作成 
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5.3.3 OECD による「国際教育指標」 
 
 「国際教育指標」(OECD、2006)は、最も活用される国際教育指標であり、OECD 教育
指標事業(Indicators of Education System;INES)の一つとして 2006 年に開発された。この
指標は、教育における情報化指標であるため、特別支援教育の ICT 活用指標とも関係があ
ると考えられる。この指標と、「学校における教育の情報化の実態等に関する調査」の項目
(文部科学省、2014a)「特別支援教育情報化指標」(韓国教育学術情報院、2006)、「ICT 
Indicators in Canada」(UNESCO、2009)、「enGauge」(enGauge、2005)、「Quality 
Indicators for Assistive Technology」(QIAT consortium、2004)のいずれかと重複する項
目を「*」で示した。 
 表 2-15 から分かるように、「国際教育指標」(OECD、2006)のうち、他の指標と重複する
領域は「コンピュータ基本装置の導入」、「コンピュータ利用」、「コンピュータ利用目的」
の 3 つであった。 
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表 2-15 「国際教育指標」の領域及び項目(ICT 関連項目のみ) 
領域 項目 
コンピュータ 
基本装置の導入 
ワード作成プログラム及びスプレッドシートプログラムの導入時期 
インターネットの導入時期 
教員及び生徒専用の電子メールシステムの導入時期 
コンピュータ 1 台当たりの生徒数* 
コンピュータ利用 
コンピュータ 1 台当たりの教員数* 
一ヵ月 1 回以上コンピュータを利用した教員数 
装置を利用した教員の割合 
インターネットを利用した教員の割合 
電子メールを利用した教員の割合 
ICT 関連研修に参加した教員の割合* 
コンピュータ 
利用目的 
学習能力の開発 
補講授業及び研修の機会提供 
個別能力に合わせた学習提供* 
教科科目間の連携 
シミュレーションを通した学習機会提供 
インターネットを通して情報獲得 
コンピュータ 
関連活動 
コンピュータの操作(ファイル保存・印刷など) 
ワードプロセッサを利用して文書を作成する 
グラフィックプログラムを利用してイラストを製作する 
スプレッドシートを利用して計算する 
コンピュータのプログラムを製作する 
教員及び生徒と電子メールを利用してコミュニケーションする 
教育用のソフトウェア利用(試験、演習など)する 
注)他の指標のいずれかと重複する項目を「*」で示す 
出典：OECD(2006)「Education at a Glance OECD Indicators」を参考に筆者作成 
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5.3.4 「ICT Indicators in Canada」 
 
 UNESCO の「GUIDE TO MEASURING INFORMATION AND COMMUNICATION 
TECHNOLOGIES(ICT)IN EDUCATION」(2009)では、「カナダにおける ICT 指標(ICT 
Indicators in Canada)」を開発した。この指標は、ICT 活用に「障害要因」の領域が含ま
れているのが大きな特徴であるため、収集の対象とした。この指標の詳細は表 2-16 に示し
ている。この指標と、「学校における教育の情報化の実態等に関する調査」の項目(文部科学
省、2014a)「特別支援教育情報化指標」(韓国教育学術情報院、2006)、「国際教育指標」(OECD、
2006)、「enGauge」(enGauge、2005)、「Quality Indicators for Assistive Technology」
(QIAT consortium、2004)のいずれかと重複する項目を「*」で示した。 
 表 2-16 から分かるように、この指標のほとんどの項目が他の指標の項目と重複していた。 
 
表 2-16 「ICT Indicators in Canada」の領域と項目 
領域 項目 
生徒のコンピュータの割合 教育用のコンピュータの割合* 
インターネットの接続 校務を目的としてインターネットを利用する場合は、除外 
生徒のインターネット活用 
学校の ICT 専門員の有無* 
(インターネット利用に関する整備や管理等を担当する) 
障害要因 
ハードウェア、ソフトウェアに関する項目* 
教育方法に関する項目* 
教員のトレーニングに関する項目* 
注)他の指標のいずれかと重複する項目を「*」で示す 
出典：UNESCO(2009)「GUIDE TO MEASURING INFORMATION AND 
COMMUNICATION TECHNOLOGIES(ICT)IN EDUCATION」を参考に筆者作成 
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5.3.5 「enGauge：A Framework for Effective Technology Use-Indicator for equity and 
access」 
 
 アメリカでは、教育おける AT の計画を支援し、そのシステムを評価するために、enGauge
による A Framework for Effective Technology Use-Indicator for equity and access(以下、
enGauge とする)を開発した。「enGauge」は、6 つの領域に分かれており、そのうち、障
害生徒を考慮した領域は「機会均等」である。「機会均等」に関する項目は表 2-17 に示し
ている。この指標と、「学校における教育の情報化の実態等に関する調査」の項目(文部科学
省、2014a)「特別支援教育情報化指標」(韓国教育学術情報院、2006)、「国際教育指標」(OECD、
2006)、「ICT Indicators in Canada」(UNESCO、2009)、「Quality Indicators for Assistive 
Technology」(QIAT consortium、2004)のいずれかと重複する項目を「*」で示した。 
 表 2-17 から分かるように、「enGauge」の場合、「機会均等」のほとんどの項目が、他の
指標の項目と重複していた。このことから、日本、韓国を含め、海外の ICT 関連指標には、
機会均等に関する観点が反映されていることが示唆された。 
 
表 2-17 「enGauge」領域と項目 
(障害生徒に対する教育項目のみ) 
領域 項目 
機会均等 
学校の責任者は、情報のインフラを整備する前に、アクセシビリティを 
考慮しているか* 
適切な入力出力装置が装備され、活用されているか* 
ハードウェア及びソフトウェアに対して、アクセスと利用を保障するため、
配置に必要な条件を備えているのか 
教員が障害に関する問題を認識し、AT を活用するためのトレーニングをさ
れているのか* 
教員が教育課程の開発と評価に積極的に参加しているか 
生徒と教員、地域社会との連携が普遍化・促進されているのか 
注)他の指標のいずれかと重複する項目を「*」で示す 
出典：enGauge(2000)「 A Framework for Effective Technology Use」を参考に筆者作成 
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5.3.6 「Quality Indicators for Assistive Technology」 
 
 アメリカでは、AT の質を評価するため、2004 年に「Quality Indicators for Assistive 
Technology」指標を開発した。この指標は、障害による物理的な操作上の不利や、バリア
フリーを支援する上で、必要であると考えられるため、収集の対象とした。「Quality 
Indicators for Assistive Technology」は、「行政的な支援」、「工学的なニーズへの配慮」、「生
徒における学習的なニーズの評価」、「個別教育計画の記録」、「AT の実装」、「効果に対する
評価」、「AT の専門性向上と研修に対する評価」の領域で構成されている。この指標と「学
校における教育の情報化の実態等に関する調査」の項目(文部科学省、2014a)「特別支援教
育情報化指標」(韓国教育学術情報院、2006)、「国際教育指標」(OECD、2006)、「ICT 
Indicators in Canada」(UNESCO、2009)、「enGauge」(enGauge、2005)のいずれかと
重複する項目を「*」で示した。 
 表 2-18 から分かるように、特別支援教育と関連した項目は、「行政的な支援」、「個別教
育計画の記録」、「AT の実装」の 3 項目である。また、すべての項目が他の指標と重複して
いることが分かる。 
 
表 2-18 「Quality Indicators for Assistive Technology」の領域と項目 
(特別支援教育関連項目のみ) 
領域 項目 
行政的な支援 
AT サービスの質を確保するための人力配置* 
教育情報化計画の立案する時、AT 活用の有無* 
個別教育計画の記録 IEP に必要な機器やサービスについての記録有無* 
AT の実装 AT の管理及び維持* 
注)他の指標のいずれかと重複する項目を「*」で示す 
出典：QIAT consortium(2004)「Quality Indicators for Assistive Technology」を参考に筆
者作成 
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5.3.7 「特別支援教育における ICT 活用指標(試案)」の項目と ICT 関連指標との関連性 
 
 日本と韓国の特別教育における ICT 活用指標(試案)を開発するために、「特別支援教育情
報化指標」(韓国教育学術情報院、2006)、「学校における教育の情報化の実態等に関する調
査」(文部科学省、2014a)、「国際教育指標」(OECD、2006)、「ICT Indicators in Canada」
(UNESCO、2009)、「enGauge」(enGauge、2005)、「Quality Indicators for Assistive 
Technology」(QIAT consortium、2004)の指標と関連性を分析した。その結果、ICT 関連
の物的・人的インフラに関する項目と教員による ICT を活用した指導に関する項目を導出
した。ICT 関連の物的・人的インフラに関する項目を「インフラの整備」とし、図 2-3 のよ
うに示した。また、教員による ICT を活用した指導に関する項目を「ICT 活用指導」とし、
図 2-4 のように示した。 
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図 2-3 特別支援教育における ICT 活用指標(試案)項目と ICT 関連指標との関連性 1 
(インフラの整備) 
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図 2-4 特別支援教育における ICT 活用指標(試案)項目と ICT 関連指標との関連性 2 
(ICT 活用指導) 
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5.4 「特別支援教育における ICT 活用指標(試案)」の開発 
 
 特別支援教育の専門家と研究員 3 名、大学院生 5 名で検討を行い、「特別支援教育におけ
る ICT 活用指標(試案)」を開発した。表 2-19-1 と表 2-19-2 に「特別支援教育における ICT
活用指標(試案)」の領域と項目を示す。 
表 2-19-1 「特別教育における ICT 活用指標(試案)」の領域と項目 1 
領
域 
項目 
イ 
ン 
フ 
ラ
の 
整
備 
教育用コンピュータ１台当たりの障害生徒数  
障害生徒総数/教育用コンピュータ総台数 
教員 1 人当たりの校務用コンピュータ数 
校務用コンピュータ総台数/教員総数 
コンピュータ周辺機器の整備 
プリンタ、スキャナー、デジタルビデオカメラ、デジタルカメラ、プロジェクタ、実
物投影機の総台数 
デジタル教科書の整備 
学校で使用している教科書に準拠し、教員が電子黒板、デジタルテレビ等を用いて障
害生徒への指導に活用するデジタルコンテンツ総数 
校務支援システムの整備 
指導要領の作成、学籍・欠席・成績・保健・図書等の管などを教職員が利用するため
の支援システムの有無 
AT 及びソフトウェア管理担当の教員の配置 
担当者の有無と総人数 
学校 CIO の配置 
学校の ICT 化について、総括的な責任を持ち、ビジョンを構築し、実行するための
責任者の有無 
AT の整備 
キーボード入力支援機器、代替入力装置、出力装置などの総台数 
インターネットの接続 
インターネットの接続の有無 
インターネットに接続できるコンピュータの整備 
インターネットに接続可能なコンピュータの総台数/校内コンピュータ総台数 
インターネットの接続回線の状況 
・光ファイバ接続(民間通信会社による光ファイバー接続サービス) 
・光ファイバ専用回線接続(行政、一般企業向けの光ファイバー専用回線を用いた光
ファイバー接続サービス) 
・光ファイバ接続以外(ダイヤルアップ接続（アナログ又は ISDN)、ADSL、CATV、
地上波無線) 
インターネット接続回線速度の状況 
・1Mbps 未満 
・1Mbps 以上～30Mbps 未満 
・30Mbps 以上 
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表 2-19-2 「特別教育における ICT 活用指標(試案)」の領域と項目 2 
領
域 
項目 
 
イ 
ン 
フ 
ラ
の 
整
備 
 
 
有害情報への対応状況 
フィルタリングの有無 
障害生徒がアクセス可能な学校(学級)のホームページの有無 
障害生徒のためのホームページの有無 
例)視覚障害生徒用の音声読み上げホームページ、拡大ホームページ、 
肢体不自由生徒用のスイッチ基盤のホームページ、 
聴覚障害生徒用の動画・画像内容表示ホームページなど 
学校情報セキュリティポリシーの策定状況 
学校情報セキュリティポリシーの有無 
I 
C 
T 
活
用
指
導 
教員の研修受講 
ICT 活用指導力に関する研修を受講した教員数/教員総数 
障害生徒 1 人当たりの 1 週間の情報室などの使用時間 
コンピュータ実習室、マルチメディア室、語学室、図書室、学習室などを 
利用する授業時間 
教員 1 人当たりの 1 週間のコンピュータ使用授業時間 
ICT 活用教育計画の立案 
学校教育計画の中の ICT 活用関連事項の有無 
(※精神障害や発達障害の場合、AT(補助工学)機器関連計画は、この指標に該当) 
障害生徒に対する AT 機器活用計画の立案 
生徒の ICT 使用上の制限や特性を把握し、AT の使用が必要か否かなどの評価・記録
をするなど、生徒に対する AT 機器活用計画の立案の有無 
教員 1 人当たりの教授ー学習資料掲示件数 
過去 3 カ月のうちのオンライン掲示板、共有サイト等に掲示した資料の件数 
教授-学習資料：ある教科を学習(指導)するための情報(文書、動画、画像、写真、音
声、オーディオなど)、ICT 活用を含む学習指導案、教員が製作したマルチメディア
資料 
例)ICT 活用指導案、ICT 活用の事例研究、保護者の ICT 活用の研修資料など 
※外部のサイトリンクの資料は除く 
情報モラルなどの指導時間 
・e メールエチケット、チャットエチケット、掲示板の利用エチケット等について指
導した授業時間 
・障害生徒にパスワードや自他の情報の大切さなど、情報セキュリティの基本的な 
 知識について指導した時間 
IEP への ICT 活用関連項目の記録 
個別教育計画(IEP)の長期・短期的な目標達成のため、ICT を活用し、記録した件数 
多機関との連携 
関係機関 (医療・福祉・保健・労働など）、保護者、校内、学校間、小・中・高校間
などと連携して情報交換・共有した回数 
 63 
5.5 専門家の意見調査による有効性の検討 
 
5.5.1 特別支援教育における専門家の意見調査 
 
 指標(試案)の内容的妥当性を検討するために、日本と韓国の特別支援教育の教員と研究者
を対象とした。 
 日本の対象者は、仙台市の特別支援教育の教員 9 名であり、対象者特性は、男性が 4 名、
女性が 5 名であった。対象者の平均年齢は、45.2±12.7 歳であり、特別支援教育免許保有
者は 8 名である。職業経験年数は平均 22.8±13.7 年であり、特別支援教育の教育歴は平均
8 年±5.7 である(表 2-20 参考)。対象者には指標開発の背景、指標の構造、調査目的、個人
情報の取扱い等を文書と口頭で説明し、同意の上で協力を得た。調査期間は、2015 年 8 月
から 10 月までであり、e メール添付と郵便で回収した。 
 
表 2-20 日本における対象者の基本属性 
属性（n＝9）  
平均年齢(SD)  45.2 歳(12.7) 
性別(%) 
男性 4 名(44.4%) 
女性 5 名(55.6%) 
特別支援教育教員 
免許の有無(%) 
有 8 名(88.9%) 
無 1 名(11.1%) 
職業(%) 
研究者 0 名(0.0%) 
現場教員 9 名(100.0%) 
その他 0 名(0.0%) 
平均職業経験年数(SD) 22.8 年(13.7) 
特別支援教育における平均教育歴(SD) 8 年(5.7) 
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 韓国の対象者は、韓国国立特殊教育院の研究員の協力による縁故法で抽出された。対象
者は、ICT と特別支援教育の研究員 4 名、特別支援教育教員 10 名の計 14 名であり、男性
が 7 名、女性が 7 名であった。対象者の平均年齢は、37.9±5.4 歳であり、全員特別支援教
育免許を保有していた。研究員の 4 名も特別支援教育の教員歴があり、職業経験年数は平
均 12.8±5.7 年であった。また、対象者全体の特別支援教育の教員歴は平均 9.7±1.1 年で
ある(表 2-21 参考)。対象者には、指標開発の背景、指標の構造、調査目的、個人情報の取
扱い等を文書と口頭で説明し、同意の上で協力を得た。調査期間は 2015 年 3 月から 4 月ま
でであり、e メール添付で質問紙を送り回答を得た。 
 質問紙は、「特別支援教育における ICT 活用指標(試案)」の 2 領域と 25 項目の妥当性と
その評価の理由等を問う設問、網羅性に関する設問を作成した。問 1-2 は領域、問 4-18 は
インフラ整備領域の項目、問 19-28 は ICT 活用指導領域の項目の妥当性について 5 件法(1.
全く妥当でない:1 点～5.きわめて妥当:5 点)での評価を求めた。問 3 は、領域に関する意見
を、問 31-32 は網羅性に関する意見を自由記述で回答を得た。問 29-30 は、指標の網羅性
について、2 件法(1.網羅している、2.網羅していない)で評価を求めた。 
 分析の際には、調査の目的が指標の試案から妥当でないと考えられる項目を修正または
削除することであるため、「1.全く妥当でない」と「3.妥当である」の間にある項目を修正
または削除の対象とする。そのため、本節では、各項目の平均得点が 3 点以上であると妥
当性が確認されたと判断する。 
 
表 2-21 韓国における対象者の基本属性 
属性（n＝14）  
平均年齢(SD)  37.9 歳(5.4) 
性別(%) 
男性 7 名(50.0%) 
女性 7 名(50.0%) 
特別支援教育教員 
免許の有無(%) 
有 14 名(100.0%) 
無 0 名 
職業(%) 
研究者 4 名(28.6%) 
現場教員 10 名(71.4%) 
その他 0 名 
平均職業経験年数(SD) 12.8 年(5.7) 
特別支援教育における平均教育歴(SD) 9.7 年(1.1) 
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5.5.2 日本における「特別支援教育における ICT 活用指標(試案)」の有効性の検討 
 
 問 1～32 の妥当性評価の結果等を表 2-22-1,表 2-22-2 にまとめた。 
 その結果、領域に関する問 1-2 には「妥当でない」との評価がなく、平均得点も 4.3 点で
あることから領域の内容的妥当性が検証された。 
 しかし、質問紙の構成に関して、「領域に関する設問は、項目の後にした方が良い」とい
う意見があった。また、言葉の表記について、「ICT 活用指導より ICT 活用指導力が相応し
い」、「領域という言葉が難しい」、「インフラ整備の名前は、インフラの整備に、ICT 活用指
導は、ICT を活用した指導した方が良い」等の意見があった。このことから、指標の領域の
構造・設定の妥当性は確認されたが、言葉の表記の修正を検討する必要があると考えられ
る。 
インフラの整備領域の項目の妥当性を検討した結果、すべての項目の平均得点が 3 点を
超えたことから内容的妥当性が検証された。 
インフラの整備領域の項目に関する問 4-18 のうち、平均得点が最も高い項目は、問 13 で
あり、次いで問 16、問 5、問 6 の順であった。一方、「妥当でない」との評価があったのは
問 4 と問 13、問 17 であった。また、意見としては、問 4 について「教育用パソコンは、今
後増える予定がなく、満足な台数とは言えないから」があった。問 13 については「接続不
可能な PC の利用目的も把握があるからインターネットに接続できる PC の整備と接続でき
ない PC も把握する必要がある」があった。問 17 については「障害のある生徒がアクセス
可能な学校(学級)のホームページの有無に変更すべき」があった。 
他の意見としては、問 6 について、「学校によって所有数に差がある」、「児童数当たりの
保有台数を聞いた方が良い」、「各学校による台数に偏りがあるので、カメラなどは充して
いるが、プロジェクタ等はあまりないので総台数を調べても意味がないかもしれない。調
べるとしたらプリント系、カメラ系、投影系である。」等があった。 
 ICT 活用指導領域の項目の妥当性を検討した結果、問 23、問 27、問 28 以外の項目は、平
均得点が 3 点を超えたことから内容的妥当性が検証された。 
 ICT 活用指導領域の項目に関する問 19-28 のうち、平均得点が最も高い項目は、問 21 で
あり、次いで問 19 であった。一方、「妥当でない」との評価があったのは問 19、問 21-25
であった。また、意見としては、問 19 について「受講経験を『5 年以内に』などと受講期
間を設定する必要がある」があった。問 22 について「すべての学校で作成されているから」
があった。問 23 ついて「説明文の『1 年」』を削除した方が良い」があった。問 24 につい
ては、「保有台数が少なく、十分に行えていない」があった。問 25 については、「小学校で
は毎日、毎時間、複数の資料を掲示することも多いので、3 ヶ月は件数の把握が難しい」が
あった。 
 指標の項目の網羅性に関する問 29-32 のうち、「網羅していない」との評価があったのは
1 名だけであるため、指標の網羅性が確認された。
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表 2-22-1 日本の「特別支援教育における ICT 活用指標(試案)」の意見調査結果 1 
 (単位：%(人)）  
質問項目 
5.きわめて 
妥当である 
4.妥当で 
ある 
3.どちらかと
いうと妥当 
2.妥当で 
ない 
1.全く妥当 
でない 
無回答 
平均 
得点 
SD 
領
域 
1 インフラの整備 44.4(4) 44.4(4) 11.1(1) 
   
4.3  0.7 
2 ICT 活用指導 44.4(4) 44.4(4) 11.1(1) 
   
4.3  0.7 
3 領域に関する自由記述 あり： 4 名  
イ
ン
フ
ラ
の
整
備 
4 
教育用コンピュータ１台当たりの 
障害生徒数 
22.2（2） 55.6（4） 11.1（1） 11.1（1） 
 
11.1（1） 3.9  0.9 
5 教員 1 人当たりの校務用コンピュータ数 55.6（5） 44.4（4） 
    
4.0  0.5 
6 コンピュータの周辺機器の整備 33.3（3） 44.4（4） 11.1（1） 11.1（1） 
  
4.0  1.0 
7 
デジタル教科書の整備 
例)電子黒板、デジタルテレビ、デジタルコンテンツ等 
44.4（4） 11.1（1） 11.1（1） 22.2（2） 11.1（1） 
 
3.6  1.6 
8 校務支援システムの整備 11.1（1） 55.6（5） 11.1（1） 22.2（2） 
  
3.6  1.0 
9 AT 及びソフトウェア管理担当教員の配置 33.3（3） 11.1（1） 33.3（3） 22.2（2） 
  
3.5  1.2 
10 学校 CIO の配置 22.2（2） 33.3（3） 33.3（3） 11.1（1） 
  
3.7  1.0 
11 AT の整備 22.2（2） 22.2（2） 44.4（4） 11.1（1） 
  
3.6  1.0 
12 インターネットの接続 33.3（3） 22.2（2） 44.4（4） 
   
3.9  0.9 
13 
インターネットに接続できる 
コンピュータの整備 
44.4（4） 33.3（3） 22.2（2） 
  
11.1（1） 4.7  0.8 
14 インターネットの接続回線の状況 11.1（1） 44.4（4） 22.2（2） 22.2（2） 
  
3.4  1.0 
15 インターネット接続回線速度の状況 11.1（1） 22.2（2） 44.4（4） 22.2（2） 
  
3.2  1.0 
16 有害情報への対応状況 33.3（3） 55.6（5） 11.1（1） 
   
4.2  0.7 
17 
障害生徒がアクセス可能な学校(学級) 
のホームページの有無 
22.2（2） 44.4（4） 11.1（1） 11.1（1） 
 
11.1（1） 3.4  1.0 
18 学校情報セキュリティポリシーの策定状況 11.1（1） 44.4（4） 33.3（3） 11.1（1） 
  
3.6  0.9 
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表 2-22-2 日本の「特別支援教育における ICT 活用指標(試案)」の意見調査結果 2 
(単位：%(人)) 
質問項目 
5.きわめて 
妥当である 
4.妥当で 
ある 
3.どちらかと
いうと妥当 
2.妥当で 
ない 
1.全く妥当 
でない 
無回答 
平均 
得点 
SD 
I 
C 
T
活
用
指
導 
19 教員の情報化研修受講 11.1（1） 55.6（5） 11.1（1） 11.1（1） 
 
11.1（1） 3.8  0.9 
20 1週間に障害生徒が情報室等を使用する時間 44.4（4） 11.1（1） 22.2（2） 11.1（1） 11.1（1） 
 
3.6  1.5 
21 
1 週間に教員がコンピュータを 
使って授業する時間 
44.4（4） 22.2（2） 11.1（1） 
 
11.1（1） 11.1（1） 4.0  1.4 
22 ICT を活用する教育の計画立案 22.2（2） 22.2（2） 33.3（3） 
 
11.1（1） 11.1（1） 3.5  1.3 
23 保護者の情報化研修 
 
11.1（1） 22.2（2） 22.2（2） 33.3（3） 11.1（1） 2.1  1.1 
24 障害生徒に対する AT 活用計画の立案 22.2（2） 33.3（3） 22.2（2）   11.1（1） 11.1（1） 3.6  1.3 
25 教員 1 人当たりの教授ー学習資料掲示件数 11.1（1） 44.4（4） 22.2（2） 11.1（1）   11.1（1） 3.6  0.9 
26 情報モラルに関する指導 22.2（2） 33.3（3） 11.1（1） 11.1（1） 22.2（2） 
 
3.2  1.6 
27 IEP への ICT 活用関連項目の記載 
 
33.3（3） 33.3（3） 22.2（2） 11.1（1） 
 
2.9  1.0 
28 
多機関との連携 
(保護者,医療などとの情報交換・共有)  
44.4（4） 22.2（2） 11.1（1） 22.2（2） 
 
2.7  1.1 
網
羅
性 
29 インフラの整備領域の網羅性 
網羅している 網羅していない 
77.7(7) 11.1(1) 
30 ICT 活用指導領域の網羅性 77.7(7) 11.1(1) 
31 「インフラの整備」の網羅性に関する自由記述 なし 
32 「ICT 活用指導」の網羅性に関する自由記述 なし 
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5.5.3 韓国における「特別支援教育における ICT 活用指標(試案)」の有効性の検討 
 
 問 1～32 の妥当性評価の結果等を表 2-23-1 と表 2-23-2 にまとめた。 
 その結果、領域に関する問 1-2 には「妥当でない」との評価はなく、平均得点も 4.3 点と
4.1 点であることから領域の内容的妥当性が検証された。しかし、言葉の表記について「イ
ンフラの整備は ICT 環境の構築状況に、ICT 活用指導は ICT 活用教育に修正すべき」との
意見があった。指標の領域の構造・設定の妥当性は確認されたが、言葉の表記の修正を検
討する必要があると考えられた。 
インフラの整備領域の項目の妥当性を検討した結果、すべての項目の平均得点が 3 点を
超えたことから内容的妥当性が検証された。 
インフラの整備領域の項目に関する問 4-18 のうち、平均得点が最も高い項目は、問 16 で
あり、次いで問 17、問 18、問 5 の順であった。一方、「妥当でない」との評価があったの
は問 5-12 であった。また、意見としては、問 6 について「周辺機器の整備は ICT 活用指標
として適切ではない」、「整備という言葉は適切ではない」、「大型テレビを下位項目に加え
ること」があった。問 7 について、「電子黒板、デジタルテレビ、デジタルコンテンツ」の
例をあげたが、この例を項目とした設けた方が良い」、「モバイル機器も含んだ方が良い」
があった。問 9 について「ほとんど 1 人がやっているので、有無を聞いた方が良い」、「管
理者として専門の人が配置されることがあまりなく、情報担当主任がが兼務」があった。
問 10 については、「CIO の説明がほしい」、「ほとんど１人が担当している」、問 11 について
は、「AT は生徒の特性に合わせる必要はあるが、備えるべき機器とは言えない」等があった。 
 ICT 活用指導領域の項目の妥当性を検討した結果、すべての項目の平均得点が 3 点を超え
たことから内容的妥当性が検証された。 
ICT 活用指導領域の項目に関する問 19-28 のうち、平均得点が最も高い項目は、問 26 で
あり、次いで問 24、問 20、問 22 の順であった。一方、「妥当でない」との評価があったの
は問 19-20、22-25、27-28 であった。また、意見としては、問 23 について「学校で PC スキ
ルを向上させる時間は十分にとれないので、家庭での学習が必要だと思う」、「保護者の情
報化研修の必要性が明確でない」があった。問 27 について「件数とは対象児童生徒数なの
か、記録の種類なのか、IEP 作成児童生徒数なのかが不明確、指標項目の妥当性はあると思
いますが、下位項目の意味が必要」、「教育課程に情報科目がある場合は IEP に記載する必
要はない」、「記録したことがないから(3 名)」等があった。問 28 について「ほとんどが文書
で行われるから ICT を使うことが少ない」があった。 
また、言葉の表記について、問 16 では「有害情報のフィルタリングに変更すべき」、問
17 では「障害のある生徒がアクセス可能な学校(学級)のホームページの有無に変更すべき」、
問 28 では「多機関ではなく他機関と連携に変更すべき」等の意見があった。 
他の意見として問 19 について「教員に関する研修もとても必要であるが、個人の意識も
高めなければならない」、問 22 について「これから非常に必要となってくると思う」、問 24
 69 
について「合理的な配慮に関する視点が問えるので重要な項目だと思う」等の項目の重要
性や必要性についての意見もあった。 
 指標の項目の網羅性に関する問 29-32 のうち、問 29 はすべて「網羅している」と評価し、
問 30 に 3 名だけが「網羅していない」と評価したが、全体的に指標の網羅性が確認された。 
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表 2-23-1 韓国の「特別支援教育における ICT 活用指標(試案)」の意見調査結果 1 
(単位：％(人)) 
質問項目 
5.きわめて 
妥当である 
4.妥当で 
ある 
3.どちらかと
いうと妥当 
2.妥当で 
ない 
1.全く妥当 
でない 
無回答 
平均 
得点 
SD 
領
域 
1 インフラの整備 35.8(5) 57.1(8) 7.1(1) 
   
4.3 0.6 
2 ICT 活用指導 21.4(3) 64.3(9) 14.3(2) 
   
4.1 0.6 
3 領域に関する自由記述 あり：1 名  
イ
ン
フ
ラ
の
整
備 
4 
教育用コンピュータ１台当たりの 
障害生徒数 
28.6(4) 64.3(9) 7.1(1) 
   
4.2 0.6 
5 教員 1 人当たりの校務用コンピュータ数 64.3(9) 21.4(3) 7.1(1) 7.1(1) 
  
4.4 0.7 
6 コンピュータの周辺機器の整備 28.6(4) 50.0(7 7.1(1) 14.3(2) 
  
3.9 0.8 
7 
デジタル教科書の整備 
例)電子黒板、デジタルテレビ、デジタルコンテンツ等 
21.4(3) 28.6(4) 42.9(6) 7.1(1) 
  
3.6 0.9 
8 校務支援システムの整備 14.3(2) 57.1(8) 21.4(3) 7.1(1) 
  
3.8 0.8 
9 AT 及びソフトウェア管理担当教員の配置 14.3(2) 28.6(4) 42.9(6) 14.3(2) 
  
3.4 0.9 
10 学校 CIO の配置 14.3(2) 28.6(4) 21.4(3) 28.6(4) 
 
7.1(1) 3.3 1.1 
11 AT の整備 21.4(3) 28.6(4) 21.4(3) 28.6(4) 
  
3.4 1.1 
12 インターネットの接続 71.4(10) 21.4(3) 
 
7.1(1) 
  
4.6 0.4 
13 
インターネットに接続できる 
コンピュータの整備 
50.0(7) 42.9(6) 7.1(1) 
   
4.4 0.7 
14 インターネットの接続回線の状況 35.7(5) 64.3(9) 
    
4.3 0.5 
15 インターネット接続回線速度の状況 35.7(5) 64.3(9) 
    
4.3 0.5 
16 有害情報への対応状況 71.4(10) 28.6(4) 
    
4.7 0.5 
17 
障害生徒がアクセス可能な学校(学級) 
のホームページの有無 
64.3(9) 28.6(4) 7.1(1) 
   
4.6 0.7 
18 学校情報セキュリティポリシーの策定状況 64.3(9) 28.6(4) 7.1(1) 
   
4.6 0.7 
  
7
1
 
 
表 2-23-2 韓国の「特別支援教育における ICT 活用指標(試案)」の意見調査結果 2 
(単位：％(人)) 
質問項目 
5.きわめて 
妥当である 
4.妥当で 
ある 
3.どちらかと
いうと妥当 
2.妥当で 
ない 
1.全く妥当 
でない 
無回答 
平均 
得点 
SD 
I 
C 
T
活
用
指
導 
19 教員の情報化研修受講 42.9(6) 21.4(3) 28.6(4) 7.1(1) 
  
3.2 1.0 
20 1週間に障害生徒が情報室等を使用する時間 7.1(1) 50.0(7) 35.7(5) 7.1(1) 
  
3.9 0.9 
21 
1 週間に教員がコンピュータを 
使って授業する時間 
7.1(1) 64.3(9) 28.6(4) 
   
3.8 0.5 
22 ICT を活用する教育の計画立案 21.4(3) 57.1(8) 14.3(2) 7.1(1) 
  
3.9 0.6 
23 保護者の情報化研修 14.3(2) 21.4(3) 42.9(6) 21.4(3) 
  
3.3 1.0 
24 障害生徒に対する AT 活用計画の立案 28.6(4) 50.0(7) 14.3(2) 7.1(1) 
  
4.0 1.0 
25 教員 1 人当たりの教授ー学習資料掲示件数 7.1(1) 35.7(5) 35.7(5) 21.4(3) 
  
3.3 0.9 
26 情報モラルに関する指導 14.3(3) 64.3(9) 21.4(3) 
   
4.3 0.9 
27 IEP への ICT 活用関連項目の記載 28.6(4) 21.4(3) 35.7(5) 14.3(2) 
  
3.6 0.9 
28 
多機関との連携 
(保護者,医療などとの情報交換・共有) 
7.1(1) 28.6(4) 57.1(8) 7.1(1) 
  
3.4 0.9 
網
羅
性 
29 インフラの整備領域の網羅性 
網羅している 網羅していない 
100(14) 
 
30 ICT 活用指導領域の網羅性 78.5(11) 21.4(3) 
31 「インフラの整備」の網羅性に関する自由記述 なし 
32 「ICT 活用指導」の網羅性に関する自由記述 なし 
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5.6「特別支援教育における ICT 活用指標」の修正と完成 
 
 以上、「特別支援教育における ICT 活用指標」の試案について有効性を検討し、得られ
た意見に基づき、「特別支援教育における ICT 活用指標(試案)」を修正したものを表 2-24-1
と表 2-24-2 に示す。 
 内容的妥当性を検証し、完成した「特別支援教育における ICT 活用指標」は、「インフ
ラの整備」、「ICT 活用指導」の領域と 22 項目で構成されている。完成した「特別支援教育
における ICT 活用指標」は付録に示す。 
 
表 2-24-1「特別支援教育における ICT 活用指標(試案)」の専門家意見及び助言による修正 1 
 修正前 専門家意見及び助言 修正後 
イ
ン
フ
ラ
の
整
備 
 
6.コンピュータ周辺機器の整備 
プリンタ、スキャナー、デジタルビデ
オカメラ、デジタルカメラ、プロジェク
タ、実物投影機の総台数 
・大型テレビを下位項目に加えること
が必要 
・電子黒板、デジタルテレビ、デジタ
ルコンテンツの例をあげたが、この
例を項目とした設けた方が良い 
・学校によって所有数が差がある 
・学校による台数に偏りがあるので、
カメラなどは充しているが、プロジ
ェクタ等はあまりないので総台数
を調べても意味がないかもしれな
い。調べるとしたらプリント系、カ
メラ系、投影系である。 
3．コンピュータ周辺機器の整備 
総台数を聞く項目ではなく、 
次のような下位項目を作成した。 
3.1. プリンタ 
3.2. スキャナー 
3.3.デジタルビデオカメラ 
3.4. カメラ 
3.5. プロジェクタ 
3.6. 実物投影機 
3.7.その他(          ) 
7.デジタル教科書の整備 
学校で使用している教科書に準拠し、教
員が電子黒板、デジタルテレビ等を用い
て児童生徒への指導用に活用するデジタ
ルコンテンツ総数 
・電子黒板、デジタルテレビ、デジタ
ルコンテンツ」の例をあげたが、こ
の例を項目とした設けた方が良い 
・モバイル機器も含んだ方が良い 
・教授ー学習支援機器の言葉の方が適
切 
4．教授ー学習支援機器の数  
学校で使用している教科書に準拠し,障害
をもつ児童生徒の指導に活用している 
教授ー学習支援機器の数へ変更 
また、総台数を聞く項目ではなく、 
次のような下位項目を作成した。 
4.1. 電子黒板 
4.2. デジタルテレビ 
4.3.タブレット端末 
4.4.スマートフォン 
4.5. デジタルコンテンツ 
4.6. その他（          ） 
11．支援機器(AT)及びソフトウェア 
  管理担当者の配置 
担当者の人数 
・ほとんど 1 人がやっているので、有
無を聞いた方が良い 
・管理者として専門の人が配置される
ことがあまりなく、情報担当主任が
が兼務 
・二つの項目に分けた方が良い 
6．AT 管理担当者の有無 
あり、なしの選択肢に変更 
7．学校内のソフトウェア管理担当者の有無 
あり、なしの選択肢に変更 
10．学校 CIO の配置 
・CIO の説明がほしい 
・ほとんど１人担当しているので、
有無を聞いた方が良い 
8．学校 CIO の配置の有無 
CIO(Chief Information Officer): 情報化
の統括責任者。学校のＩＣＴ化について総
括的な責任を持ち、ＩＣＴ化に関する方案
を構築・実行責任者 
8.支援機器(AT)の整備 
 キーボード入力補助機器、代替入力装
置、出力装置の総台数 
・例を項目とした設けた方が良い 
9．AT の整備 
総台数を聞く項目ではなく、次のような下
位項目を作成した。 
9.1.キーボード入力補助機器 
9.2.代替入力機器 
9.3.出力機器 
9.4 コミュニケーション板 
9.5 コミュニケーションスピーカー 
9.6 点字プログラム 
9.7. スクリーンリーダー 
9.8. 画面拡大プログラム 
9.9. タッチスクリーン 
9.10. その他 
注）修正箇所は、      で表示する。 
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表 2-24-2「特別支援教育における ICT 活用指標(試案)」の専門家意見及び助言による修正 2 
 修正前 専門家意見及び助言 修正後 
イ
ン
フ
ラ
の
整
備 
 
10.インターネットに接続できる 
 コンピュータの整備 
 インターネットができるコンピュータ
の整備率 
・接続不可能な PC の利用目的も把握
があるからインターネットに接続
できる PC の整備と接続できない PC
も把握する必要がある 
11.インターネットに接続できる 
コンピュータの整備 
インターネットに接続可能なコンピュータ
の総台数/校内コンピュータ総台数の説明
を追加した。 
11．インターネットの接続回線の状況 
・光ファイバ接続(民間通信会社による光
ファイバ接続サービス) 
・光ファイバ専用回線接続(行政、一般企
業向けの光ファイバ専用回線を用いた光
ファイバ接続サービス) 
・光ファイバ接続以外(ダイヤルアップ接
続（アナログ又はＩＳＤＮ）、ＡＤＳＬ、
CATV、地上波無線) 
12.インターネット接続回線速度の状況 
・１Ｍｂｐｓ未満 
・１Ｍｂｐｓ以上～３０Ｍｂｐｓ未満 
 ・３０Ｍｂｐｓ以上 
・速度を聞く意味が分からない 
・速度に関する課題は解決されている 
項目削除 
13.有害情報への対応状況 
フィルタリングの有無 
・有害情報のフィルタリングに変更す
べき 
12.有害情報のフィルタリングの有無 
14.児童生徒がアクセス可能な学校(学
級)のホームページ有無 
児童生徒のためのホームページの有無 
例)視覚障害者用の音声読み上げホーム
ページ、拡大ホームページ、肢体不自由
者用のスイッチ基盤のホームページ、聴
覚障害者用の画像内容表示・手話表示ホ
ームページなど。 
・障害のある生徒がアクセス可能な学
校(学級)のホームページの有無に
変更すべき 
13.障害を持つ児童生徒がアクセス可能な学
校(学級)のホームページの有無 
例)視覚障害者用の音声読み上げホームペ
ージ、拡大ホームページ、肢体不自由者用
のスイッチ基盤のホームページ、聴覚障害
者用の画像内容表示・手話表示ホームペー
ジなど 
I
C
T
活
用
指
導 
16.教員の研修受講 
ICT 活用指導力に関する研修を受講した
経験がある教員数/教員総数 
・受講経験を「5 年以内に」などと受
講期間を設定する必要がある 
・教員に関する研修もとても必要であ
るが、個人の意識も高めなければな
らない 
15.ICT 活用指導に関する研修を受けた教員
の数 
１年間に ICT 活用指導に関する研修を受講
した経験がある教員数/教員総数 
20. 保護者の情報化教育 
1 年間学校で運営する保護者教育プログ
ラムのうち、情報化関連教育プログラム
に参加した人数と時間 
(※情報化教育とはＩＣＴを用いて情報
を検索・収集・分析・判断・活用する能
力を向上するための教育です) 
・保護者の情報化研修の必要性が明確
でない 
・学校で PC スキルを向上させる時間
は十分にとれないので、家庭での学
習が必要だと思う 
・説明文の「1 年」を削除した方が良
い 
項目削除 
22教員 1人当たりの教授ー学習資料掲示
件数 
3 ヶ月のうち、掲示した資料の件数 
教授-学習資料：ある教科を学習(指導)
するための情報(文書、動画、画像、写真、
音声、オーディオなど)、ICT 活用を含む
学習指導案、教員が製作したマルチメデ
ィア資料 
例)ICT 活用指導案、事例研究、保護者の
研修資料など 
※外部のサイトリンクの資料は除く 
・小学校では毎日、毎時間、複数の資
料を掲示（提示）することも多いの
で、3 ヶ月は件数の把握が難しい 
20.１ヵ月間の教員 1 人当たりの教授ー学習
資料掲示件数 
教授-学習資料：教科の指導に必要な情報
(文書、動画、画像、写真、オーディオなど)、
ICT 活用を含む学習指導案、教員が製作し
たマルチメディア資料を共有できる場に提
示すること 
※外部のサイトリンクの資料は除く 
24.IEP に ICT 活用関連項目の記録件数 
・件数とは対象児童生徒数なのか、記
録の種類なのか、IEP 作成児童生徒
数なのかが不明確 
・教育課程に情報科目がある場合は
IEP に記載する必要はない 
・IEP に関する説明が必要 
22.IEP に ICT 活用関連項目の記録件数 
障害生徒１人に、個別指導計画(IEP)の長
期・短期的な目標達成のため、ICT を活用
し、記録した件数 
25.多機関との連携 
関係機関 (医療・福祉・保健・労働など）、
保護者、校内、学校間、小・中・高校間
などの連携して情報交換・共有した回数 
・多機関ではなく他機関と連携に変更
すべき 
23.他機関との連携 
関係機関 (医療・福祉・保健・労働など）、
保護者、校内、学校間、小・中・高校間な
どの連携して情報交換・共有した回数 
注）修正箇所は、      で表示する。  
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5.7 日本と韓国の特別支援教育における ICT 活用の実態 
 
 完成された「特別支援教育における ICT 活用指標」を用い、日本と韓国の肢体不自由の
特別支援学校の教員を対象者として、ICT 活用の実態を検討した。対象者の基本属性は表
2-25 に示した。 
 
表 2-25 日本と韓国の肢体不自由の特別支援学校における対象者の基本属性 
 日本 韓国 
年齢 31 歳 37 歳 
性別 男性 女性 
特別支援教育教員免許の有無 あり あり 
職業経験年数 6.9 年 13.8 年 
特別支援教育における教育歴 6.9 年 13.8 年 
担当しているクラス 
について 
障害種 肢体不自由 肢体不自由 
学年 小学部 6 年 小学部 3 年 
障害程度 単一障害 単一障害 
 
 その結果、インフラの整備の場合、「教育用コンピュータ 1 台当たりの障害を持つ児童生
徒の数」は、日本は、1 人であり、韓国は 2 人であった。「教員 1 人当たりの教員用のコン
ピュータ数」は、日韓とも 1 台であった。「周辺機器の整備」の場合、日本は、「デジタル
ビデオカメラ」と「プロジェクタ」が 10 台で最も多く、「実物投影機」は 1 台と最も少な
い。韓国は、すべての「周辺機器の整備」が 12 台であった。「教授－学習支援機器の数」
の場合、日本は、「デジタルテレビ」、「タブレット端末」が 30 台と最も多く、「デジタルコ
ンテンツ」、「スマートフォン」は 0 台であった。韓国は、「デジタルコンテンツ」が 13 個
と最も多く、「スマートフォン」は 0 台であった。また、「校務支援システムの整備」、「AT
管理担当者」、「校内のソフトウェア管理担当者」の場合、日韓ともあると答えたが、「学校
CIO の配置」の場合、日本は無いが、韓国はあることが確認された。韓国の場合、ほとん
どの学校 CIO が、AT 及び校内のソフトウェアの管理を兼業している(表 2-26-1)。 
 「AT の整備」の場合、日本は、「キーボード入力補助機器」、「代替入力機器」が 5 台と
最も多く、「出力機器」、「コミュニケーションスピーカー」、「点字プログラム」、「スクリー
ンリーダー」、「画面拡大プログラム」、「タッチスクリーン」は、0 台であった。韓国は、「キ
ーボード入力補助機器」が 16 台と最も多く、「代替入力機器」と「出力機器」は 15 台であ
った。「コミュニケーションスピーカー」、「点字プログラム」、「スクリーンリーダー」、「画
面拡大プログラム」、「タッチスクリーン」は、日本と同様に 0 台であった。 
 また、日韓とも「インターネットの接続」がされており、「インターネットに接続できる
コンピュータの整備率」は 100%を達成していた。「有害情報のフィルタリング」は日本は
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無いが、韓国はあると答えた。「障害を持つ児童生徒がアクセス可能な学校(学級)のホーム
ページ」「学校情報セキュリティポリシー」は、日韓ともあると答えた(表 2-26-2)。 
 
表 2-26-1 日本と韓国の特別支援教育における ICT 活用の実態(インフラの整備１) 
項目 日本 韓国 
教育用コンピュータ 1 台当たりの障害を持つ児童生徒
の数(人) 
1 人 2 人 
教員 1 人当たりの教員用のコンピュータ数(台) 1 台 1 台 
周辺機器の整備(台) 
プリンタ 5 台 12 台 
スキャナー 5 台 12 台 
デジタルビデオカメラ 10 台 12 台 
カメラ 5 台 12 台 
プロジェクタ 10 台 12 台 
実物投影機 1 台 12 台 
その他 0 台 0 台 
教授－学習支援機器の数(台) 
 
電子黒板 1 台 1 台 
デジタルテレビ 30 台 1 台 
タブレット端末 30 台 1 台 
スマートフォン 0 台 0 台 
デジタルコンテンツ(個) 0 個 13 個 
その他 0 台 0 台 
校務支援システムの整備 あり あり 
AT 管理担当者の有無 あり あり 
学校内のソフトウェア管理担当者の有無 あり あり 
学校 CIO の配置の有無 なし あり 
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表 2-26-2 日本と韓国の特別支援教育における ICT 活用の実態(インフラの整備 2) 
項目 日本 韓国 
AT の整備(台) 
キーボード入力補助機器 5 台 16 台 
代替入力機器 5 台 15 台 
出力機器 0 台 15 台 
コミュニケーション板 2 台 3 台 
コミュニケーションスピーカー 0 台 0 台 
点字プログラム 0 台 0 台 
スクリーンリーダー 0 台 0 台 
画面拡大プログラム 0 台 0 台 
タッチスクリーン 0 台 0 台 
その他 0 台 0 台 
インターネットの接続の有無 あり あり 
インターネットに接続できるコンピュータの整備 100% 100% 
有害情報のフィルタリングの有無 なし あり 
障害を持つ児童生徒がアクセス可能な学校(学級)の 
ホームページの有無 
あり あり 
学校情報セキュリティポリシーの有無 あり あり 
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 ICT 活用指導の場合、「ICT 活用指導に関する研修を受けた教員の数」は、日本は、0 人
であったが、韓国は 25 人であった。「障害を持つ児童生徒の 1 週間のコンピュータ使用授
業時間」の場合、日本は、2 時間であり、韓国は 5 時間であった。「教員 1 人当たりの 1 週
間のコンピュータ使用授業時間」は、日本は、0 時間であったが、韓国は 16 時間であった。 
 また、「ICT 活用教育の計画の有無」、「障害生徒に対する AT の活用計画の有無」の場合、
日韓ともないと答えた。「1 ヵ月間の教員 1 人当たりの教授‐学習資料の掲示件数」の場合、 
日本は、10 件であり、韓国は、0 件であった。「情報モラル等の指導時間」は、日韓とも 1
時間であった。「IEP への ICT 活用関連項目の記録件数」は、日本は 10 件であったが、韓
国は 0 件であり、「他機関との連携」は、日本が 0 回であり、韓国は、5 回であった(表 2-27)。 
 
表 2-27 日本と韓国の特別支援教育における ICT 活用の実態(ICT 活用指導) 
項目 日本 韓国 
ICT 活用指導に関する研修を受けた教員の数(人) 0 人 25 人 
障害を持つ児童生徒の1週間のコンピュータ使用授業時間 2 時間 5 時間 
教員 1 人当たりの 1 週間のコンピュータ使用授業時間 0 時間 16 時間 
ICT 活用教育の計画の有無 
教科科目 なし なし 
学校教育計画 なし なし 
障害生徒に対する 
AT の活用計画の有無 
教科科目 なし なし 
学校教育計画 なし なし 
1 ヵ月間の教員 1 人当たりの教授‐学習資料の掲示件数 10 件 0 件 
情報モラル等の指導時間 1 時間 1 時間 
IEP への ICT 活用関連項目の記録件数 10 件 0 件 
他機関との連携(回) 0 回 週 5 回 
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 第 6 節 小括 
 
 本章では、先行研究を用い、日本と韓国の特別支援教育における情報化の現状を分析し、
課題を明らかにした。さらに、課題解決を試みるため、「特別支援教育における ICT 活用指
標」を開発し、有効性を検討した。 
 本章で得られた成果は、以下の通りである。 
 
 第 1 に、日本と韓国の特別支援教育におけるインフラの整備と ICT 活用の状況が明らか
になった。日本の場合、「教育用のコンピュータ」、「教室で利用可能な教育用コンピュータ」、
「教員用のコンピュータ」、「校務用システム」、「周辺機器」の整備率は増加しつつあり、「タ
ブレット型コンピュータ」は、約 10 倍程度まで増加していた。特に、「1 台当たりの児童生
徒数」は、3.5 人から 3.0 人まで減少した。また、「校内 LAN 接続可能なコンピュータ」、「デ
ジタル教科書の整備」の整備率は年々増加したが、日本の全国平均より低いことが明らか
になった。「インターネットの接続環境」をみると、「インターネットに接続している学校」、
「WEB ページ等の開設」は、2016 年現在、100％達成され、「電子メールアドレスの付与」、
「有害情報へのフィルタリング」、「学校情報セキュリティポリシーの策定」も徐々に増加
し、日本の全国平均より高いことが確認された。「デジタルテレビ等の整備」は、2016 年現
在 97.6％まで増加し、日本の全国平均(96.9％)よりやや高いが、「電子黒板の整備」は、59.8%
であり、日本の全国平均(78.8%)より低かった。「教員の ICT 活用指導力」について分析し
た結果、最も低い項目は、「児童の ICT を活用を指導する能力」(60.4%)であり、最も高い
項目は「教材研究・指導の準備・評価などに ICT を活用する能力」(81.8%)であり、日本の
全国平均の傾向と同様であることが確認された。 
 一方、韓国の場合、「教育用のコンピュータ」のうち、「デスクトップ型」は、年々増
加したが、2016 年に入って、全体的に減少した。しかし、「タブレット型」は、2013 年か
ら 2016 年に至って、約 10 倍まで増加した。「コンピュータ 1 台当たりの児童生徒の数」
をみると、3.8 人から 3.7 人まで減少したが、コンピュータの整備はまだ不十分であること
が明らかになった。また、特別支援学校の「AT の整備」は、「キーボード入力機器」が 1.2
台、「代替入力装置」が 3.4 個、「出力機器」が 8.2 個であり、障害生徒の数からみると、
不十分な状況であった。 
「ICT 活用教育に関する教育計画を立案している学校の割合」は、69.7%であり、特別支援
学校の過半数が教育計画を立案していることが分かった。しかし、「障害生徒が利用できる
ホームページを保有した学校の割合」は、20.2％と少なかった。 
「障害生徒に対する AT 活用計画を立案している学校の割合」は、25.7%であり、障害生徒
が少ないほど、障害生徒に対する AT 活用計画を立案した学校が多かった。「障害生徒 1 人
当たりのコンピュータ利用時間」は、平均 2.7 時間であり、健常児より長いことが確認され
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た。また、「コンピュータが利用できる障害生徒の割合」は 30%に止まっており、「情報
化と関連する放課後授業に参加する障害生徒の割合(1 年基準)」(10.8%)は、韓国の全国平均
(29.7%)より、顕著に低いことが確認された。また、「特別支援教育の情報化関連研究・活
動をしている教員の割合(1 年基準)」(2.8%)も韓国の全国平均(6%)より低いことが確認され
た。 
 
 第 2 に、日本と韓国の特別支援教育における情報化の現状の課題が明らかになった。 
 まず、AT の整備に関する課題がある。韓国の特別支援教育における AT の整備状況の結
果をみると、特別支援学校は、1 校当たり 13.8 個であり、特別支援学級は、0.6 個と少なか
った。さらに、障害生徒に対するAT活用計画を立案している特別支援学校は25.7%であり、
特別支援学級は 10.6％であった。日本の場合、特別支援教育における AT と ICT の充足状
況は、十分な学校は 5％以下であり、不足している学校は約 30%であった。以上のことか
ら日本と韓国の特別支援教育における AT の整備に関する課題が明らかになった。 
 日本と韓国の特別支援教育の情報化において、障害生徒の特性や課題を考慮し、教育情
報化を支援すためには、AT の適切な整備が求められる。しかし、どの程度整備できれば適
正な水準なのかに関しては、日本も韓国も議論する必要がある。 
 次いで、タブレット端末の整備に関する課題がある。日本と韓国の特別支援教育におい
て、最近 5 年内に「タブレット型コンピュータ」は約 10 倍まで増加したが、両国ともタブ
レット端末の未整備及びシステムの不備等の問題が指摘され、タブレット端末の整備に関
する課題が明らかになった。 
 また、量的な支援から質的な支援、成果評価に関する課題がある。日本の場合、特別支
援教育の教員の ICT 活用指導力に関する結果をみると、「教材研究・指導の準備・評価」、
「授業中にも ICT 活用」、「児童の ICT 活用を指導する」、「情報モラル等の指導」、「校務に
ICT 活用」の全ての項目が日本の全国平均より低く、教員に対する「質的な支援」が必要
であることが確認された。一方、韓国の場合、特別支援学校において、コンピュータが利
用できる障害生徒は 30%未満であり、障害生徒 1 人当たりのコンピュータの利用時間は、
健常児より長く、コンピュータを利用する際に、教員の直接な支援が必要であることから、
障害生徒に対する「質的な支援」の必要性が確認された。このことから、特別支援教育に
おいて、障害生徒と教員を対象に、ICT 活用能力を支援する「質的な支援」を行うことが
求められる。 
 最後に、特別支援教育における情報化の現状を把握するツールに課題がある。 
 本章で特別支援教育における情報化の現状を把握するために参考にした文献をみると、
日本の「学校における教育の情報化の実態等に関する調査」では、チェックリストを用い
て実態調査を行った。しかし、そこで用いられたチェックリストは、普通学校・学級を想
定しているため、特別支援教育における ICT 活用の現状を把握するのに適したものとはい
えない。また、韓国の「特別支援教育情報化指数を活用した現状分析の研究報告書」で用
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いられた「特別支援教育情報化指標」は 2006 年に開発されたものであるため、現在の ICT
活用の状況把握に必要な項目が網羅されているとはいえない。このことから、日本と韓国
の特別支援教育において ICT 活用が把握できる標準化された指標の開発が求められる。 
 
 第 3 に、「特別支援教育における ICT 活用指標」を開発し、その有効性を検討した。 
 上述した課題の解決を試みるため、「特別支援教育における ICT 活用指標」を開発した。
日本の「学校における教育の情報化の実態等に関する調査」(2016)と韓国の「特別支援教育
情報化指標」(2006)、「国際教育指標」(OECD、2006)、「ICT Indicators in Canada」(UNESCO、
2009)、「EnGauge」(EnGauge、2000)、「Quality Indicators for Assistive Technology」(QIAT 
consortium、2004)の項目を収集・抽出し、特別支援教育に関する研究員 3 人、大学院生 5
人で検討を行い、「特別支援教育における ICT 活用指標(試案)」を開発した。 
 さらに、「特別支援教育における ICT 活用指標(試案)」の有効性を検証するため、日本と
韓国において、特別支援教育の専門家による意見調査を実施した。専門家意見調査の回答
は、5 件法(5.極めて妥当である～1.全く妥当でない)で求めており、得点が 3 点(3.どちらか
というと妥当である)以上であると、妥当性が検証されたと判断した。その結果、全ての領
域と項目が 3 点以上であり、内容的妥当性が検証された。また、専門家意見調査から得れ
た意見・助言に基づき、「特別支援教育における ICT 活用指標(試案)」を修正し、「特別支援
教育における ICT 活用指標」を完成させた。 
 また、完成された「特別支援教育における ICT 活用指標」を用い、日韓の肢体不自由の
特別支援学校における ICT 活用の実態を把握することにより、指標の実用性が確認された。 
 以上のことから、「特別支援教育における ICT 活用指標」は、指標として活用することが
可能になった。また、この指標を活用することにより、各特別支援学校や特別支援学級等
で行われている ICT 活用教育の実態を把握することが可能である。さらに、「特別支援教育
における ICT 活用指標」は、日本と韓国の指標だけではなく、「国際教育指標」(OECD、
2006)、「ICT Indicators in Canada」(UNESCO、2009)、「EnGauge」(EnGauge、2000)、
「Quality Indicators for Assistive Technology」(QIAT consortium、2004)等、国際的な指
標も参考に開発されたため、他の国でも指標として活用される可能性がある。 
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第 3 章 
日本と韓国における特別支援教育の 
ICT 活用教育成果評価
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第 1 節 目的 
 
 本章では、ICT 活用の教育的な効果および成果を明らかにすることを目的とする。第 1
に、ICT 活用教育の成果評価尺度を開発する。第 2 に、開発された尺度を用い、日本と韓
国の特別支援教育における ICT 活用成果を評価する。第 3 に、日本と韓国の国際比較を行
い、考察する。  
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第 2 節 方法 
 
2.1 「特別支援教育における ICT 活用教育の成果評価尺度」の開発と有効性の検討 
 
 日本と韓国の特別支援教育、または、障害児・者における ICT 活用教育の事例及び先行
研究等の文献レビューを通して、ICT 活用教育による成果を分析した。得られた成果に基
づき、「コミュニケーション能力」、「情報活用能力」、「社会生活機能」の 3 つの視点から分
類した。また、その成果を測定するための尺度(試案)を開発し、有効性を検討し、尺度を完
成させた(図 3-1)。詳細な手続きは、3 節で後述する。 
 
2.2 日本と韓国の特別支援教育における ICT 活用教育の成果評価 
 
 開発された「特別支援教育における ICT 活用教育成果評価尺度(Use of ICT in Special 
needs education Scale、略して、UISS とする)」を用い、日本と韓国の特別支援教育にお
ける ICT 活用教育の成果を評価し、考察した(図 3-1)。詳細な手続きは、4 節で後述する。 
 
 
図 3-1 第 3 章の流れ 
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第 3 節 UISS の開発と有効性の検討 
 
3.1 開発方法 
 
3.1.1 ICT 活用教育に関する先行文献のレビュー 
 
 特別支援教育、または、障害児・者における ICT 活用教育の事例及び先行研究等の文献
をレビューするため、日本のデータベースであるCiNii と韓国のデータベースであるKISS、
DBpia を用い、「ICT 活用」、「障害」、「特別支援教育」などのキーワードから検索し、文献
を選定した。得られた文献のうち、ICT 活用教育の成果と直・間接的な関連があった文献
を分析対象とし、障害生徒に対して「ICT 活用教育がもたらした成果」という観点から検
討を行った。 
 
3.1.2 UISS(試案)の開発 
 
 先行文献のレビューにより抽出さらた「UISS」の項目を検討するため、「コミュニケーシ
ョン能力」、「情報活用能力」、「社会生活機能」に関連する文献や概念を参考に、「UISS」の
試案を作成した。 
 「UISS」は成果評価尺度であるため、実際に「UISS」を活用する対象として、特別支援
教育の現場で働く教員を想定した。また、「UISS(試案)」の項目に対する検討は、大学院生
4 人、特別支援教育科の教員 2 人で行った。 
 
3.1.3. 有効性の検討の方法 
 
 開発された「UISS(試案)」について、信頼性と妥当性を検討した。 
 信頼性とは、尺度の測定値の一貫性を指すものであり、「UISS」について、内的整合性を
検証するため、日本と韓国の特別支援教育における現場教員(日本：19 名、韓国：25 名)を
対象とし、「UISS」開発の背景、構造、調査目的、個人情報の取扱い等を文書と口頭で説明
し、同意の上、成果評価調査への協力を得た。日本の調査期間は、2016 年 12 月から 2017
年 3 月までであり、その場で回収した。韓国の調査期間は、2016 年 4 月から 5 月までであ
り、郵送で回収した。また、「UISS」の 3 領域と 17 項目に対して 5 件法(1.ほとんどない、
2.少しだけ、3.多少は、4.かなり、5.非常に)で評価を求めた。以上から得られたデータを用
い、Cronbachʼs α 係数を求めた。α 値は 0.7 以上あれば信頼性は高いと判断される
(Cronbach,1951)。以上の統計分析には、SPSS ver.21 を用いた。 
 妥当性とは、尺度の測定値の正しさを指すものであり、「UISS」について、内容的妥当性
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を検証した。内容的妥当性を検討するため、日本と韓国の特別支援教育の専門家(日本：23
名、韓国：29 名)を対象とし、「UISS」開発の背景、構造、調査目的、個人情報の取扱い等
を文書と口頭で説明し、同意の上、意見調査への協力を得た。日本の調査期間は、2016 年
12 月から 2017 年 3 月までであり、その場で回収した。韓国の調査期間は、2016 年 4 月か
ら 5 月までであり、郵送で回収した。 
 調査の際に用いる質問紙は、「UISS」に関する領域と項目の妥当性と、その評価の理由等
を問う設問で構成された。問 1-3 は領域、問 5-7 は、「コミュニケーション能力」領域の項
目、問 9-18 は「情報活用能力」領域の項目、問 20-23 は「社会生活機能」領域の項目の妥
当性について 5 件法(1.全く妥当でない、2.妥当でない、3.どちらかというと妥当である、4.
妥当である、5.きわめて妥当)での評価を求めた。問 4、問 8、問 19、問 24 は、領域全体に
関する意見を自由記述で回答を得た。以上から得られたデータに基づいて、各領域と項目
の平均得点を求めた。各項目の平均得点が 3 点以上であると妥当性が検討されたと判断し
た。 
 以上の統計分析には、Excel2007 と SPSS ver.21 を用いた。  
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3.2 ICT 活用教育に関する先行文献のレビュー 
 
 日本の CiNii と韓国の KISS、DBpia を用い、「ICT 活用」に「障害」と「特別支援教育」
のキーワードを掛け合わせて検索した結果、189 件が該当したが、そのうち障害生徒に対す
る ICT 活用教育の成果と関連する文献は 22 件であった。22 件の文献の ICT 活用教育の成
果、文献の出典についてまとめた結果を表 3-1-1 から表 3-1-7 までに示す。 
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表 3-1-1 日本と韓国の特別支援教育における ICT 活用教育の成果に関する文献整理 1 
タイトル 著者 対象 成果 出典 
1 
病気のある子どもの教育の 
充実を目指した 
ICT 活用について 
西牧謙吾 
(2010) 
病弱 
1.障害生徒が前籍校とつながった安心感を取得 
2.治療意欲が高まった 
3.非公開型 SNS を使って日常的なメールを送ることで、担
任や級友との交流が可能 
電子情報通信学会、
信学技報 
IEICE Technical R
eport ET,25 
2 
視覚障害児の教授-学習支援
のための ICT 活用 
KIM 
Sung Joon 
(2002) 
視覚障害 
1.電子図書館：読書しやすい、従来の読書に比べ、 
 情報検索能力が向上 
2.サイバー討論：自分の考え・意見を論理的に表現する 
 能力とコミュニケーション能力が向上、 
 周りのアドバイス・提案を通して自分で問題を解決する 
 能力が向上 
3.テーマ別オンラインイベント：情報活用能力が向上 
4.オンライン映画上映：視覚障害児の情緒安定と正しい 
 余暇生活に寄与 
KOREA 
INSTITUTE FOR 
SPECIAL 
EDUCATI,N 
Vol.2002, 73-88 
3 
ICT を活用した言語学習が
LD 児の言葉読み向上に 
及ぼす効果 
LEE 
Byung Soe 
(2004) 
学習障害 
1.必要な情報へアクセスし、活用することが可能 
2.発音する時の戸惑いが改善され、自尊感が向上 
現場特殊教育研究報
告 書 ( 学 習 障 害
科 )HWANGDOON
小学校、38-50 
4 
ICT を活用した言語学習 
プログラムの開発・適用を. 
通じた知的障害児の 
言語表現力の向上 
KIM 
Mi Kyung 
(2004) 
知的障害 
1.言語表現力の向上による自尊感の向上 
2.情報探索及び情報活用が可能 
現場特殊教育研究報
告 書 ( 知 的 障 害
科 )jeonjoo eunhwa
学校、42-49 
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表 3-1-2 日本と韓国の特別支援教育における ICT 活用教育の成果に関する文献整理 2 
タイトル 著者 対象 成果 出典 
5 
ICT を介した聴覚障害児の 
自己主導的な学習能力 
増進 
HA Kyung 
Sik et al. 
(2001) 
聴覚障害 
1.情報検索、情報分析、情報へのアクセス、情報生産、
情報発信などを評価した結果、情報活用能力が向上 
2.コミュニケーション能力が向上 
3.文章構成能力・表現力が向上 
4.社会適応能力が向上 
KOREA INSTITUTE 
FOR SPECIAL 
EDUCATION,特殊教
育 事 例 研 究 Vol.2, 
313-327 
6 
肢体不自由児の性意識増進
のための ICT 活用授業の 
効果 
JUNG 
Byung Lok 
(2002) 
肢体不自由 
1.社会的参与に効果 
2.結婚、家族関係、人間関係等に関する理解が 
 深まった 
KOREA INSTITUTE 
FOR SPECIAL 
EDUCATION, Case 
Studies in Special 
Education, 70-85 
7 
ICT 活用を通じた 
肢体不自由児の 
教授－学習能力の向上 
NAM 
Kyung Hee 
(2003) 
肢体不自由 
1.言語障害生徒およびコミュニケーションが 
 困難な障害生徒の学習に効果的 
2.失敗経験のある児にとって、自尊感が向上 
3.コンピュータを用いた結果、   
 情報活用・検索能力が向上 
KOREA INSTITUTE 
FOR SPECIAL 
EDUCATION,特殊教
育事例研究、肢体不自
由科、Vol.4 108-114. 
8 
特別支援教育における 
ICT 活用の役割 
金子尚弘 
(2008) 
発達障害 
1.障害生徒が自ら ICT を活用（情報収集・分類・整理）
することにより、ICT への理解が深化 
白梅学園大学・短期大
学情報教育研究 No.2，
7-14 
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表 3-1-3 日本と韓国の特別支援教育における ICT 活用教育の成果に関する文献整理 3 
タイトル 著者 対象 成果 出典 
9 
特別支援教育における教育
の情報化研究プロジェクト 
-ICT 活用における「必要性」
創造へのアプローチ- 
富永直也 
他 3 人 
(2012) 
特別 
支援 
教育 
(通級、 
発達障害) 
1.視覚から情報を取り入れる電子辞書の活用は、 
 語彙の獲得に有効 
2.何度も挑戦しようとする意欲が向上 
3.自信とやる気につながり、自己肯定感が向上 
4.障害を機能的に補完することが可能 
京都教育大学教育実
践 研 究 紀 要 、 12, 
175-183 
10 
特別支援教育における遠隔
協働学習の実際とこれから 
 -チャレンジキッズにおけ
るゴーヤー栽培プロジェク
トを通して- 
島田勝浩廚 
他 14 
(2010) 
特別 
支援 
教育 
(遠隔) 
1.相手のことを尊重して、気持ちを伝えたり、 
 ことば使いについて真剣に考える力が向上 
2.相手を意識したコミュニケーション能力の向上 
3.お互いに認め合うことで、 
 自尊心にも働きかける力の向上 
4.個人情報について、どこまで書けば良いかを考える
意識が向上 
日本教育情報学会第
26 回年会 134-137 
11 
知的障害・肢体不自由児童生
徒の QOL 向上を目指した 
「系統的に開発した自主教
材ソフトによる個別課題ア
プローチ表」の紹介 
小西順 
(2011） 
知的障害・ 
肢体不自由 
1.自己選択・自己決定の向上 
2.話を聞く能力が向上 
3.コミュニケーションに対する意欲が高まる 
4.一般校との交流に効果的 
日本教育情報学会第
27 回年会 82-85 
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表 3-1-4 日本と韓国の特別支援教育における ICT 活用教育の成果に関する文献整理 4 
タイトル 著者 対象 成果 出典 
12 
特別支援学校職業学科に 
おける軽度知的障害のための
ICT 活用能力育成による 
就労支援 
平澤鋼 
他 1 
(2011) 
軽度 
知的障害 
ICT 活用能力が向上 
日本教育情報学会 
第 27 回年会 198-201 
13 
知的障害のある生徒の ICT 
活用におけるセルフマネジ 
メント力の向上を目指した 
授業づくり 
北岡大輔 
(2013) 
知的障害 
1.生徒が身近に経験しうる問題について意識 
2.自分では当たり前と思っていたことが、 
 人によって違うことに気付く 
3.他者への意見をもとに、自分の考えが述べられる 
和歌山大学教育学部紀
要教育科学第 63 集  
14 
金立特別支援学校の 
取り組み 
佐賀県立金
立特別支援
学校 教諭吉
中竜也 
(2014) 
肢体不自由 
学習用コンピュータに触れ、画面や音等の変化を 
感じ取ることで、 
1.周りの環境に関する認知力が向上 
2.運動・動作に関する能力が向上 
3.コミュニケーション能力が向上 
2014 年度第 2 回「先進
的 ICT利活用教育推進
事業」成果発表会 
15 
障害者の社会参加促進と 
ICT の利活用 
生田正幸 
(2008) 
障害児・者 
1.ICT を用いて障害者の社会参加を支援し、 
  促進することが可能 
2.ICT 技能の習得（教育・研修、e ラーニング） 
2008 年度総務省障害
者の ICTを活用した社
会参加推進セミナー基
調講演資料 
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表 3-1-5 日本と韓国の特別支援教育における ICT 活用教育の成果に関する文献整理 5 
タイトル 著者 対象 成果 出典 
16 教育 ICT 活用実践事例集 
財団法人 
日本視聴覚 
教育協会 
(2012) 
肢体不自由 
1.情報のうち、必要なものを選択することが可能 
2.発語のない障害も自分で選択して伝えることが   
 可能 
3.生活の中で積極的に動くようになる 
文部科学省委託、 
国内 ICT 教育活用好事
例の収集・普及・促進
に関する調査研究 
事業、57-66 
特別 
支援 
教育 
1.自分の持っている視覚、聴覚、触覚を使って 
 様々な素材を感じることが可能 
2.手足を動かすことで感じたことを表現すること
が可能 
3.自立活動と、コミュニケーションに関する 
 基礎的能力が向上 
4.公民への関心・意欲・態度と、数学的な見方や
考え方が変化 
17 教育指導実践事例集 
東京都教職
員研修セン
ター 
(2010) 
視覚障害 
知的障害 
1.ICT を活用した社会参加の実例紹介などにより 
 社会参加への動機づけが可能 
2.ICT 活用する際、健康的な側面のアフターケア
ができる 
3.ICT 技能を習得することが可能 
東京都教職員研修 
センター、33-37 
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表 3-1-6 日本と韓国の特別支援教育における ICT 活用教育の成果に関する文献整理 6 
タイトル 著者 対象 成果 出典 
18 
障害者の ICT を活用した 
社会参加事例集 
 
総務省 
(2006) 
視覚障害 
知的障害 
肢体不自由 
聴覚障害 
1.コンピュータを通して新しい人間関係を 
 構築し、社会参加が増進 
2.自発的にインターネット使って、 
 情報を取得・発信・提供することが可能 
3.コミュニケーションする上で、 
  双方的に意見を共有することが可能 
4.ICT を使って働く姿を周りに見せ、 
 周りを安心させることから、 
 自己尊重感が向上 
5.消極的な態度が少しながら、 
  積極的な態度に変化し、意欲が向上 
6.ICT 活用に関するスキルが向上 
総務省  情報通信政策局 
情報通信利用促進課、
4-13 
19 
特別支援学校（肢体不自由）
の AT・ICT 活用の促進に関
する研究－小・中学校等への
支援を目指して－ 
国立特別支
援教育総合
研究所 
(2014) 
肢体不自由 
1.文章を見ながら、タブレットに正しく 
  打ち込むことで、促音や拗音、助詞などを 
  意識する 
2.コミュニケーション能力が向上 
専門研究Ｂ292 研究成果
報告書、98-120 
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表 3-1-7 日本と韓国の特別支援教育における ICT 活用教育の成果に関する文献整理 7 
タイトル 著者 対象 成果 出典 
20 
発達障害のある 
子どもたちのための ICT 
活用ハンドブック 
(特別支援学級) 
兵庫教育 
大学 
（2013） 
発達障害 
1.答える時、周りを意識することができる 
2.回答ができなくても周りを見てヒントを 
 導くことが可能 
3.コミュニケーションの幅が拡大 
4.動画等で記録することにより、 
 問題の本質が分析できる 
5.複数人が一つの動画を分析することで、 
 客観的に分析する能力が向上 
文部科学省委託、 
6-20 
21 
特別支援教育現場における
ICT 活用に関する 
教員の報告 
KIM  
Jeong Yoen
他 3(2008) 
特別 
支援 
教育 
1.動機付け及び参加度、自己主導力が向上 
2.自己モニターリングにより自立的な生活能力 
 が向上 
3.小筋肉の発達および視覚訓練に寄与 
Journal of Special 
Education:  
Theory and Practice、
9(2), 243-267 
22 
知的障害教育における 
コンピュータ利用の 
効果と課題 
佐原恒一郎 
梅谷忠勇 
(2010) 
知的障害 
1.障害生徒が他者(教員、保護者等)に要求を 
 伝えることが可能 
2.知的障害生徒同士のコミュニケーション 
 スキルの向上 
日本教育情報学会 
第 26 年会、138-141 
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 以上の文献から「ICT 活用教育がもたらした成果」に関する内容を分析した結果、大き
く「コミュニケーション能力」、「情報活用能力」、「社会生活機能」の 3 つのカテゴリで分
類された。 
 文献のうち、「コミュニケーション能力」に関する内容を整理したものを表 3-2 に示す。 
 「コミュニケーション能力」は、聞く能力、話す能力、伝える能力、さらにコミュニケ
ーションについて直接な言及があったものを基準として分類された。「コミュニケーション
能力」に該当する内容としては、「文章構成能力・表現能力が向上」、「話を聞く能力が向上」、
「コミュニケーション能力の向上」、「相手のことを尊重して、気持ちを伝えたり、言葉遣
いについて真剣に考える力が向上」、「コミュニケーション上で、双方的に意見を共有する
ことができる」などがあった。 
 
表 3-2 「コミュニケーション能力」に関する成果 
文献番号 内容 
1 非公開型 SNS を使って日常的なメールを行うことで、担任や級友との交流 
2 
サイバー討論：自分の考え・意見を論理的に表現する能力とコミュニケーション能力向上 
周りのアドバイス・提案を通して自分で問題を解決する能力向上 
2 コミュニケーション能力が向上 
5 文章構成能力・表現能力が向上 
10 相手のことを尊重して、気持ちを伝えたり,言葉遣いについて真剣に考える力が向上 
10 相手を意識したコミュニケーション能力の向上 
11 話を聞く能力が向上 
11 コミュニケーションに対する意欲が高まる 
13 他者への意見をもとに自分の考えを述べられる 
14 コミュニケーションの力が向上 
16 発語のない障害生徒も自分で選択して伝えること可能 
16 手足を動かすことで感じたことを表現すること可能 
16 自立活動、コミュニケーションの基礎的能力が向上 
18 コミュニケーション上で、双方的に意見を共有することができる 
19 コミュニケーションの力を向上 
20 コミュニケーションの幅が拡大 
21 児童生徒が、教員や保護者など他者に要求を伝える 
22 知的障害生徒士のコミュニケーションスキルの向上に効果 
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 文献のうち、「情報活用能力」に関する内容を整理したものを表 3-3 に示す。 
 「情報活用能力」は、情報と関連するものと、情報活用能力について直接的な言及があ
るものを基準として分類された。「情報活用能力」に該当する内容としては「情報のうち、
必要なものが選択できる」、「自発的にインターネットを使って、情報を取得・発信・提供
することができた」、「動画等で記録することにより、問題の本質が分析できる」、「ICT 活
用能力の向上」、「情報収集・分類・整理することができた」などがあった。 
 
表 3-3 「情報活用能力」に関する成果 
文献番号 内容 
2 読書しやすい、従来の読書に比べ,情報を検索する能力が向上 
2 テーマ別オンラインイベント：情報活用能力が向上 
3 必要な情報へアクセスし,活用することが可能 
4 情報探索及び情報活用が可能 
5 
情報検索、情報分析、情報へのアクセス、情報生産、情報発信などを評価した結果、 
情報活用能力が向上 
7 コンピュータを用いた情報活用・検索能力が向上 
8 生徒自らが ICT を活用（情報収集・分類・整理）することにより、ICT への理解が深化 
10 個人情報について、どこまで書けば良いかを考える意識が向上 
12 ICT 活用能力育成の向上 
16 情報のうち、必要なものが選択できる 
17 ICT 技能習得が可能 
18 自発的にインターネット使って、情報を取得・発信・提供することができる 
18 ICT 活用に関するスキルが向上 
20 動画等で記録することにより、問題の本質が分析できる 
20 複数人が一つの動画を分析することで、客観的に分析する能力が向上 
  
 96 
 
 文献のうち、「社会生活機能」に関する内容を整理したものを表 3-4 に示す。 
 「社会生活機能」は、社会参加と社会参加にかかわる意欲、自己尊重感、健康の補完・
維持などを基準として分類された。「社会生活機能」に該当する内容としては「治療意欲が
高まった」、「何度も挑戦しようとする意欲が高まった」、「運動・動作に関する能力の向上」、
「障害を機能的に補完」、「生活の中で自ら積極的に動く」、「社会的参与に効果」などがあ
った。 
表 3-4 「社会生活機能」に関する成果 
文献番号 内容 
1 障害生徒が前籍校とつながた安心感を取得 
1 治療意欲が向上 
2 オンライン映画上映：視覚障害児の情緒安定と正しい余暇生活に寄与 
3 発音する時の戸惑いが改善されたことによって自尊感が向上された 
5 社会適応能力が向上 
6 社会的参与に効果 
6 結婚、家族関係、人間関係等に関する理解が深まった 
7 失敗経験のある児にとって自尊感が向上 
9 何度も挑戦しようとする意欲が向上 
9 自信とやる気につながり、自己肯定感が向上 
9 障害を機能的に補完 
10 お互いに認め合い自分の自尊心にも働きかける力の向上 
11 自己選択・自己決定の向上 
11 一般校との交流に効果的である。 
13 生徒が身近に経験しうる問題について意識 
13 自分では当たり前と思っていたことが、人によって違うと気付く 
14 周りの環境に関する認知力が向上 
14 運動・動作に関する能力が向上 
16 生活の中で自分が積極的に動く 
17 ICT活用する際、健康的な側面のアフターケアができる 
18 コンピュータを通して新しい人間関係を構築し、社会参加が推進 
18 
ICTを使って働く姿を周りに見せ、周りを安心させることから、 
自己尊重感が向上 
18 消極的な態度が少しながら、積極的に変化し、意欲が向上 
20 答える時、周りを意識することができる 
20 回答できなくても周りを見てヒントを導くことが可能 
21 動機付けおよび参加度、自己主導力が向上 
21 自己モニターリングにより、自立的な生活能力が向上 
21 小筋肉の発達および視覚訓練に寄与 
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 以上、日本と韓国の特別支援教育おける ICT 活用教育の成果について文献を分析した結
果、「コミュニケーション能力」、「情報活用能力」、「社会生活機能」の 3 つのカテゴリに分
類され、これらが｢日本と韓国の特別支援教育における ICT 活用教育の成果評価尺度｣の枠
組みとなる可能性が確認された。 
 一方、谷口(2016)は、ICT と AT を活用した教育の成果を評価する仕組みが不十分である
と指摘している。従って、これまでに統一された指標・尺度を用いた評価は行われていな
いともいえる。このことから、日本と韓国の特別支援教育おける ICT 活用教育の成果評価
するための尺度の開発が必要であると考えられる。 
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3.3 「UISS(試案)」の開発 
 
 日本と韓国の特別支援教育における ICT 活用教育に関する文献や事例分析の結果から明
らかになった「ICT 活用教育の成果」から「コミュニケーション能力」、「情報活用能力」、
「社会生活機能」の 3 つに分類し、表 3-5 に示した。 
 さらに、「コミュニケーション能力」の項目を構成するために、コミュニケーションの基
本要素に着目した。特に、文部科学省の「子どもたちのコミュニケーション能力を育むた
めに」(2011b)の報告書の「伝える力の向上」を参考に、「聴く能力」、「表現する能力」、「状
況に応じ、聞いて表現する能力」の項目があげられた。 
 「情報活用能力」の項目を構成するため、韓国の「生徒の ICT 活用能力基準標準(ICT Skill 
Standard for Student、略して ISSS とする)」を参考にした。ISSS の情報収集・分析・加
工、情報の伝達・交流・発信、問題解決、情報モラル・セキュリティに着目した結果、「情
報収集するため、情報の出典を理解する」、「情報を収集する」、「情報の共通点・相違点を
理解し、整理」、「発表の姿の改善」、「効果的な情報伝達方法意識」、「課題を導出する」、「問
題解決に必要な情報が分かる」、「人の作品の大切さが分かる」、「自分の個人情報の重要さ
が分かる」の項目があげられた。 
 「社会生活機能」の項目を構成するため、国際生活機能分類(ICF)の構成概念である活動、
参加に着目した結果、「環境への適応」、「意欲向上」、「社会参加」、「自己尊重感」の項目が
あげられた。 
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表 3-5 「UISS(試案)」の作成 
領域 参考概念 内容 UISS(試案)の項目 
コミュニケーション 
能力 
・コミュニケーション
の基本要素 
・文部科学省の 
「子どもたちのコ
ミュニケーション
能力を育むために」 
聞く 
話す 
伝える能力 
・聴く能力 
・表現する能力 
・状況に応じ、聞いて表現する能力 
情報活用能力 
Skill Standard for 
Student ：ISSS 
収集 
分析・加工 
伝達・交流・発信 
問題解決 
情報モラル・ 
セキュリティ 
・情報収集するため、情報の出典理解 
・情報を収集する 
・情報の共通点・相違点を理解 
・発表の姿の改善 
・効果的な情報伝達方法意識 
・課題を導出する 
・問題解決のため必要な情報が分かる 
・人の作品の大切さを分かる 
・自分の個人情報の重要さを分かる 
社会生活機能 
国際生活機能分類
(ICF) 
活動 
参加 
・環境への適応 
・意欲向上 
・社会参加 
・自己尊重感 
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3.4 「UISS(試案)」に関する有効性の検討 
 
 日本と韓国の特別支援教育において「UISS(試案)」の有効性を検討するため、信頼性(内
的一貫性)と妥当性を検討する。 
 
3.4.1 日本における「UISS(試案)」に関する有効性の検討 
 
①対象者の基本属性 
 日本における調査では、主に特別支援教育において、ICT 活用について研究している研
究者、特別支援教育の現場で教育を行っている教員などを対象とした。対象者は、合計 24
名であり、回収は 100％であった。そのうち、対象者の基本属性について分析可能な有効デ
ータは 23 名であった。 
 対象者の基本属性を表 3-6 に示す。詳しくみると、男性が 19 名、女性が 4 名であり、平
均年齢は、35.6±7.5 歳であった。職業においては、研究者が 4 名であり、現場教員が 19 名
であった。また、特別支援教育教員免許を保有している教員は、12 名であった。職業経験
年数は平均 11.0±7.6 年であり、そのうち、特別支援教育における勤務年数は、7.2±6.7 であ
った。 
 
表 3-6 日本における対象者の基本属性 
属性（n＝23）  
平均年齢(SD)  35.6 歳(7.5) 
性別 
男性 19 名(82.6%) 
女性 4 名(17.4%) 
特別支援教育教員免
許の有無(%) 
有 12 名(52.2%) 
無 11 名(47.8%) 
職業(%) 
研究者 4 名(17.4%) 
現場教員 19 名(82.6%) 
その他 0 名(0.0%) 
平均職業経験年数(SD) 11.0 年(7.6) 
特別支援教育における平均勤務年数(SD) 7.2 年(6.7) 
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②信頼性の検証（内的整合性：Cronbachʼs α 係数） 
 
 日本の特別支援教育の現場教員を対象として、UISS の信頼性を分析した。対象の基本属
性は表 3-7 に示す。 
 UISS の信頼性を分析するために、各領域と項目に対する Cronbachʼs α 係数を求めた。
一般的に、α 係数が 0.70 以上であれば、内的整合性が高く判断され、信頼性が認められる
(Cronbach,1951)。 
 信頼性について分析した結果、領域の Cronbachʼs α 係数は「コミュニケーション能力」
の領域が 0.850、「情報活用能力」の領域が 0.779、「社会生活機能」の領域が 0.890 であり、
全ての項目は、0.945 であった。このことから各領域と項目の信頼性が検証された(表 3-8)。 
 
表 3-7 日本の特別支援教育の現場教員の基本属性 
属性（n＝19）  
平均年齢(SD)  36.4 歳(6.7) 
性別(%) 
男性 17 名(89.5%) 
女性 2 名(10.5%) 
特別支援教育教員 
免許の有無(%) 
有 8 名(82.1%) 
無 11 名(42.1%) 
平均職業経験年数(SD) 11.1 年(6.5) 
特別支援教育における平均勤務年数(SD) 8.3 年(6.7) 
担当している 
クラスの障害種(％) 
肢体不自由 4 名(21.1%) 
知的障害 6 名(31.6%) 
聴覚障害 1 名(5.3%) 
視覚障害 2 名(10.6%) 
重複障害 4 名(21.1%) 
病弱 1 名(5.3%) 
無回答 1 名(5.3%) 
担当しているクラス
の学年(％) 
小学部 - 
中学部 - 
高等部 - 
専攻科 - 
無回答 19 名(100.0%) 
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表 3-8 日本における「UISS(試案)」の信頼性の検証結果 
(n=19) 
項目 
項目が削除された場合の
Cronbachʼs α 係数 
Cronbachʼs α 係数 
「コミュニケーション能力」 0.850 
Q1.聞く能力 0.840  
Q2.聞いて、表現する能力 0.803  
Q3.状況に応じ、聞いて表現する能力  0.774  
「情報活用能力」 0.779 
Q4.情報の出典への理解 0.757  
Q5.情報収集 0.752  
Q6.情報の共通点 0.756  
Q7.情報の相違点 0.757  
Q8.発表の姿の改善 0.756  
Q9.情報伝達 0.757  
Q10.課題導出 0.758  
Q11.問題解決認識 0.752  
Q12.著作権の意識 0.764  
Q13.個人情報 0.764  
「社会生活能力」 0.830 
Q14.環境変化への適応力 0.788  
Q15. 意欲向上 0.774  
Q16.社会参加 0.801  
Q17.自己尊重感 0.795  
Q1～Q17 0.945 
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③ 内容的妥当性の検証 
 
 日本の特別支援教育の現場教員と研究者から得られたデータを用い、内容的妥当性を検
討した。 
 問 1～24 の妥当性評価の結果を表 3-9-1、表 3-9-2 にまとめた。その結果、「コミュニケー
ション能力」が 4.0 点、「情報活用能力」が 3.9 点、「社会生活機能」が 3.9 点であることか
ら領域の内容的妥当性が検証された。 
 「UISS」の領域に対して「障害を持つ児童・生徒においても健常児・生徒と同じような
目標で情報教育を行うべきですが、表記などに工夫はあっても良いと思う。」、「わからない
という項目があれば答えはかなり変わります。」、「大きく ICT 活用教育と言っても教師の経
験や力量、他の指導法のバランス、生徒の実態等、施設設備や環境等による差やイメージ
が異なる。」、「特別支援教育では個々の実態に大きな差があり『情報活用能力』『社会生活
機能』の評価が難しい場合がある。」等の意見があった。 
 「コミュニケーション能力」、「情報活用能力」、「社会生活機能」領域の項目の妥当性を
検討した結果、すべての項目の平均得点が 3.5 点を超えていることから内容的妥当性が検証
された。 
 「コミュニケーション能力」領域の項目に関する問 5-7 のうち、平均得点が最も高いのは
3.7 点であり、問 5 と問 7 であった。意見としては、「『ICT 教育を通じて』の表現が ICT 機
器を使用してなのか、使用如何を問わずこれらの力が伸びたのかどちらを示しているのか
が分かりずらい。」、「コミュニケーションに関する学習や指導ではいろいろなパターンがあ
り、自分の思いを伝えることから始めたり、『相手の伝えたい内容を理解できるようにする』
ことから始めたりする。そのあと相互関係を作っていく事もあり、『伝える』『理解する』『相
互関係』の質問が 3 つあると答えにくい。」があった。 
 「情報活用能力」領域の項目に関する問 9-19 のうち、平均得点が最も高いのは、3.7 点で
あり、問 10、問 13 問 18 であった。意見としては「文言について妥当とは思いますが、小
学部の児童（特に低学年）には難しい内容もあると思いました。対象児童のアンケートが
あると（小中高、障害種等）良いと思いました。」があった。 
 「社会生活機能」領域の項目に関する問 20-23 のうち、平均得点が最も高いのは、3.8 点
であり、問 22 であった。次いで、問 20、問 21、問 23 が 3.5 点で平均得点が高かった。
  
 
 
1
0
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表 3-9-1 日本の「UISS(試案)」に関する意見調査結果 1 
(単位：％(人)) 
質問項目 
5.きわめて 
妥当である 
4.妥当で 
ある 
3.どちらかと
いうと妥当 
2.妥当で 
ない 
1.全く妥当 
でない 
無回答 
平均 
得点 
SD 
領
域 
1 コミュニケーション能力 27.3(6) 40.9(9) 31.8(7) 
   
4.0  0.8 
2 情報活用能力 27.3(6) 40.9(9) 27.3(6) 4.5(1) 
  
3.9  0.9 
3 社会生活機能 27.3(6) 31.8(7) 40.9(9) 
   
3.9 0.8 
4 領域に関する自由記述 あり：4 名 
領
域
1 
5 聴く能力 22.8(5) 40.9(9) 27.3(6) 4.5(1) 
 
4.5(1) 3.7 0.9 
6 表現する能力 22.8(5) 22.8(5) 45.4(10) 4.5(1) 
 
4.5(1) 3.6  0.9 
7 状況に応じ、聞いて表現する能力 22.8(5) 27.3(6) 40.9(9) 4.5(1) 
 
4.5(1) 3.7  0.9 
8 自由記述 あり：4 名 
領
域
2 
9 情報の出典への理解 18.0(4) 13.5(3) 63.0(14) 
  
4.5(1) 3.5 0.8 
10 情報収集 22.8(5) 22.8(5) 49.5(11) 
  
4.5(1) 3.7 0.8 
11 情報の共通点 22.8(5) 18.0(4) 49.5(11) 4.5(1) 
 
4.5(1) 3.6 0.9 
12 情報の相違点 22.8(5) 13.5(3) 54.0(12) 4.5(1) 
 
4.5(1) 3.6  0.9 
13 発表の姿の改善 22.8(5) 31.8(7) 36.3(8) 
 
4.5(1) 4.5(1) 3.7 1.0 
14 情報伝達 22.8(5) 13.5(3) 54.0(12) 4.5(1) 
 
4.5(1) 3.6 0.9 
15 課題導出 22.8(5) 13.5(3) 49.5(11) 9.0(2) 
 
4.5(1) 3.5 1.0 
16 問題解決認識 22.8(5) 13.5(3) 49.5(11) 9.0(2) 
 
4.5(1) 3.5 1.0 
17 著作権の意識 18.0(4) 13.5(3) 58.5(13) 4.5(1) 
 
4.5(1) 3.5 0.9 
18 個人情報 27.3(6) 18.0(4) 45.4(10) 4.5(1) 
 
4.5(1) 3.7 1.0 
19 自由記述 あり：3 名 
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表 3-9-2 日本の「UISS(試案)」に関する意見調査結果 2 
(単位：％(人)) 
質問項目 
5.きわめて 
妥当である 
4.妥当で 
ある 
3.どちらかと
いうと妥当 
2.妥当で 
ない 
1.全く妥当 
でない 
無回答 
平均 
得点 
SD 
領
域
3 
20 環境変化への適応力 18.0(4) 18.0(4) 54.0(12) 4.5(1) 
 
4.5(1) 3.5 0.9 
21 意欲向上 18.0(4) 40.9(9) 31.8(7) 4.5(1) 
 
4.5(1) 3.8 0.8 
22 社会参加 22.8(5) 27.3(6) 40.9(9) 4.5(1) 
 
4.5(1) 3.5 0.9 
23 自己尊重感 22.8(5) 27.3(6) 40.9(9) 4.5(1) 
 
4.5(1) 3.5 0.9 
24 自由記述 なし 
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3.4.2 韓国における「UISS(試案)」に関する有効性の検討 
 
① 韓国における対象者の基本属性 
 
 韓国における調査では、主に特別支援教育において、ICT 活用について研究している研
究者、特別支援教育の現場で教育を行っている教員などを対象とした。対象者は、合計 29
名であり、回収は 100％であった。 
 対象者の基本属性を表 3-10 に示す。詳しくみると、男性が 9 名、女性が 20 名であり、
平均年齢は、40.6±10.9 歳であった。職業においては、研究者が 4 名であり、現場教員が
25 名であった。また、特別支援教育教員免許を保有している教員は、23 名であった。職業
経験年数は平均 12.7±8.7 年であり、そのうち、特別支援教育における勤務年数は、10.4±8.6
であった。 
 
表 3-10 韓国における対象者の基本属性 
属性（n＝29）  
平均年齢(SD)  40.6 歳(10.9) 
性別(％) 
男性 9 名(32.1%) 
女性 20 名(67.9%) 
特別支援教育教員 
免許の有無(％) 
有 23 名(82.1%) 
無 6 名(17.9%) 
職業(％) 
研究者 4 名(14.3%) 
現場教員 25 名(85.7%) 
その他 0 名(0.0%) 
平均職業経験年数(SD) 12.7 年(8.7) 
特別支援教育における平均勤務年数(SD) 10.4 年(8.6) 
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② 信頼性の検証（内的整合性：Cronbachʼs α 係数） 
 
 韓国の特別支援教育の現場教員を対象として、UISS の信頼性を分析した。対象の基本属
性は、表 3-11 に示す。 
 UISS の信頼性を分析するために、各領域と項目に対する Cronbachʼs α 係数を求めた。
一般的に、α 係数が 0.70 以上であれば、内的整合性が高く判断され、信頼性が認められる
(Cronbach,1951)。 
 信頼性について分析した結果、領域の Cronbachʼs α 係数は「コミュニケーション能力」
の領域は 0.871、「情報活用能力」の領域は 0.788、「社会生活機能」の領域は、0.823 であ
り、全ての項目は、0.971 であった。このことから各領域と項目の信頼性が検証された(表
3-12)。 
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表 3-11 韓国の特別支援教育の現場教員の基本属性 
属性（n＝25）  
平均年齢(SD)  41.3 歳(10.1) 
性別(％) 
男性 8 名(32.0%) 
女性 17 名(68.0%) 
特別支援教育教員 
免許の有無(％) 
有 23 名(92.0%) 
無 2 名(8.0%) 
平均職業経験年数(SD) 13.5 年(8.6) 
特別支援教育における平均勤務年数(SD) 11.1 年(8.5) 
担当している 
クラスの障害種(％) 
肢体不自由 25 名(100%) 
知的障害 0 名(0.0%) 
聴覚障害 0 名(0.0%) 
視覚障害 0 名(0.0%) 
病弱 0 名(0.0%) 
重複障害 0 名(0.0%) 
担当している 
クラスの 
学年(％) 
小 
学 
部 
1 年 1 名(4.0%) 
2 年 1 名(4.0%) 
3 年 1 名(4.0%) 
4 年 1 名(4.0%) 
5 年 1 名(4.0%) 
6 年 1 名(4.0%) 
小計 6 名(24.0％) 
中 
学 
部 
1 年 1 名(4.0%) 
2 年 1 名(4.0%) 
3 年 2 名(8.0%) 
その他 6 名(24.0%) 
小計 10 名(40.0%) 
高 
等 
部 
1 年 1 名(4.0%) 
2 年 1 名(4.0%) 
3 年 1 名(4.0%) 
その他 4 名(16.0%) 
小計 7 名(28.0%) 
その他(専攻科) 2 名(8%) 
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表 3-12 韓国における「UISS(試案)」の信頼性の検証結果 
(n=25) 
項目 
項目が削除された場合の
Cronbachʼs α 係数 
Cronbachʼs α 係数 
「コミュニケーション能力」 0.871 
Q1.聞く能力 0.834  
Q2. 聞いて、表現する能力 0.816  
Q3. 状況に応じ、聞いて表現する能力 0.826  
「情報活用能力」 0.788 
Q4.情報の出典への理解 0.775  
Q5.情報収集 0.769  
Q6.情報の共通点 0.764  
Q7.情報の相違点 0.766  
Q8.発表の姿の改善 0.771  
Q9.情報伝達 0.763  
Q10.課題導出 0.763  
Q11.問題解決認識 0.764  
Q12.著作権の意識 0.765  
Q13.個人情報 0.762  
「社会生活能力」 0.823 
Q14.環境変化への適応力 0.775  
Q15.意欲向上 0.767  
Q16.社会参加 0.792  
Q17.自己尊重感 0.781  
Q1～Q17 0.971 
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③ 内容的妥当性の検証 
 
 韓国の特別支援教育の現場教員と研究者から得られたデータを用い、内容的妥当性を検
討した。 
 問 1～24 の妥当性評価の結果等を表 3-13-1、表 3-13-2 にまとめた。その結果、「コミュニ
ケーション能力」が 3.8 点、「情報活用能力」が 3.6 点、「社会生活機能」が 3.8 点であるこ
とから領域の内容的妥当性が検証された。「UISS」の領域に対して、「UISS を用いることで、
能力のある生徒に対しては、とても有益であり、成果が見えると思う。しかし、ICT を重
度・重症障害生徒にどう活用すればいいのか、自分も悩むところが多い」の意見があった。 
 「コミュニケーション能力」、「情報活用能力」、「社会生活機能」領域の項目の妥当性を
検討した結果、すべての項目の平均得点が 3 点を超えたことから内容的妥当性が検証され
た。 
 「コミュニケーション能力」領域の項目に関する問 5-7 のうち、平均得点が最も高いのは、
3.6 点であり、問 5 と問 6 であった。 
 「情報活用能力」領域の項目に関する問 9-19 のうち、平均得点が最も高いのは、3.9 点で
あり、問 16 であった。次いで問 15、問 17、問 18 の順で平均得点が高かった。 
 「社会生活機能」領域の項目に関する問 20-23 のうち、平均得点が最も高いのは、4.0 点
であり、問 22 であった。次いで問 21、問 20 での順で平均得点が高かった。 
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表 3-13-1 韓国の「UISS(試案)」に関する意見調査結果 1 
(単位：％(人)) 
質問項目 
5.きわめて 
妥当である 
4.妥当で 
ある 
3.どちらかと
いうと妥当 
2.妥当で 
ない 
1.全く妥当 
でない 
無回答 
平均 
得点 
SD 
領
域 
1 コミュニケーション能力 9.5(4) 35.7(15) 21.4(9) 
   
3.8  0.6 
2 情報活用能力 9.5(4) 26.2(11) 28.6(12) 2.4(1) 
  
3.6  0.7 
3 社会生活機能 11.9(5) 31.0(13) 19.0(8) 4.8(2) 
  
3.8 0.9 
4 領域に関する自由記述 あり： 1 名 
領
域
1 
5 聴くく能力 7.1(3) 31.0(13) 21.4(9) 7.1(3) 
  
3.6 0.8 
6 表現する能力 7.1(3) 28.6(12) 23.8(10) 4.8(2) 2.4(1) 
 
3.6  0.9 
7 状況に応じ、聞いて表現する能力 9.5(4) 23.8(10) 23.8(10) 9.5(4) 
  
3.5  0.9 
8 自由記述 なし 
領
域
2 
9 情報の出典への理解 11.9(5) 19.0(8) 28.6(12) 2.4(2) 
  
3.4 0.9 
10 情報収集 9.5(4) 28.6(12) 19.0(8) 7.1(3) 
  
3.5 0.9 
11 情報の共通点 11.9(5) 14.3(6) 26.2(11) 9.5(4) 2.4(1) 
 
3.3 1.1 
12 情報の相違点 11.9(5) 19.0(8) 23.8(10) 9.5(4) 
  
3.4  1.0 
13 発表の姿の改善 9.5(4) 28.6(12) 19.0(8) 2.4(1) 4.8(2) 
 
3.4  1.0 
14 情報伝達 7.1(3) 31.0(13) 21.4(9) 
 
4.8(2) 2.4（1） 3.6  1.0 
15 課題導出 16.7(7) 23.8(10) 19.0(8) 4.8(2) 
 
2.4（1） 3.8  0.9 
16 問題解決認識 14.3(6) 23.8(10) 21.4(9) 4.8(2) 
 
2.4（1） 3.9  0.9 
17 著作権の意識 14.3(6) 14.3(6) 26.2(11) 4.8(2) 4.8(2) 2.4（1） 3.7  1.1 
18 個人情報 21.4(9) 19.0(8) 14.3(6) 9.5(4) 
 
2.4（1） 3.7  1.1 
19 自由記述 なし 
 
  
 
 
1
1
2 
 
 
 
 
表 3-13-2 韓国の「UISS(試案)」に関する意見調査結果 2 
(単位：％(人)) 
質問項目 
5.きわめて 
妥当である 
4.妥当で 
ある 
3.どちらかと
いうと妥当 
2.妥当で 
ない 
1.全く妥当 
でない 
無回答 
平均 
得点 
SD 
領
域
3 
20 環境変化への適応力 11.9(5) 33.3(14) 14.3(6) 4.8(2) 
 
2.4（1） 3.8  0.9 
21 意欲向上 16.7(7) 26.2(11) 11.9(5) 9.5(4) 
 
2.4（1） 3.8  1.0 
22 社会参加 11.9(5) 35.7(15) 11.9(5) 4.8(2) 
 
2.4（1） 4.0  0.8 
23 自己尊重感 7.1(3) 33.3(14) 16.7(7) 2.4（1） 4.8(2) 2.4（1） 3.6 1.0 
24 自由記述 なし 
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3.5 「UISS」の開発に関する考察 
 
 従来、日本と韓国の特別支援教育においは、ICT を活用した教育に関して、どのような
効果があるのかといった定性的な評価は行われたが、その効果がどの程度のものなのかに
ついては、評価できなった。本章では、特別支援教育における ICT 活用教育を定性的に評
価した事例や先行研究を収集し、特別支援教育における ICT 活用教育の成果を定量的に評
価できる尺度「UISS(試案 1)」を開発した。「UISS」を用いて評価する主体は教員であり、
障害生徒に対する変化の様子について、教員の主観的な評価が行われる。また、「UISS」は
ICT を活用した教育の成果を評価することが前提であるため、事後評価が求められる。
「UISS」を用いることで、特別支援教育における ICT 活用教育の課題を明らかにすること
ができると考えられる。 
 「UISS(試案 1)」の有効性を検討するために、日本と韓国の特別支援教育において妥当性
と信頼性を検証した。「UISS(試案 1)」の信頼性の検証のため、日本と韓国の特別支援教育
における現場教員を対象とし、5 件法で回答を求めた上、各領域と項目の Cronbachʼs α 係
数を求めた。その結果、日本の場合、「コミュニケーション能力」が 0.850 であり、「情報
活用能力」が 0.779 であり、「社会生活機能」が 0.830 であった。韓国の場合、「コミュニ
ケーション能力」が 0.871 であり、「情報活用能力」が 0.788 であり、「社会生活機能」が
0.823 であった。日本と韓国どちらも各領域における α 係数は、すべて 0.70 以上であった。 
 このことから、「UISS(試案 1)」は、日本と韓国の特別支援教育における ICT 活用教育の
成果を評価する尺度として十分な信頼性を有していることが明らかになった。 
 また、「UISS(試案 1)」の内容的妥当性の検証のため、日本と韓国の特別支援教育におい
て、専門家意見調査を実施した。専門家意見調査の回答は、5 件法で求めており、5 件法の
中、「妥当である」との 3 点を超える場合、妥当性が検証されたと判断された。日本の特別
支援教育における専門家意見調査の結果、「コミュニケーション能力」の領域が 4.0 点、「情
報活用能力」の領域と「社会生活機能」の領域が 3.9 点であった。韓国の特別支援教育にお
ける専門家意見調査の結果、「コミュニケーション能力」の領域が 3.8 点、「情報活用能力」
の領域が 3.6 点、「社会生活機能」の領域が 3.8 点であった。日本と韓国どちらも、ほとん
どの項目が 3.0 点を超えていることから、「UISS(試案)1」の内容的妥当性が検証された。 
 以上のように、本章では、「UISS(試案 1)」の信頼性(内的整合性)及び妥当性(内容的妥当
性)が検証された。検証により「UISS(試案 1)」は日本と韓国の特別支援教育における ICT
活用教育の成果を評価するのための尺度として活用することが可能になった。 
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3.6 「UISS」の完成 
 
 以上、「UISS(試案 1)」について有効性を検討した結果、「UISS(試案 2)」が完成された。 
完成されたものは付録 3 と付録 4 に示す。 
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第 4 節 日本と韓国の特別支援教育における ICT 活用教育の 
成果評価 
 
4.1 日本と韓国の特別支援教育における ICT 活用教育の成果評価の方法 
 
 日本と韓国の特別支援教育における ICT 活用教育の成果を評価するため、特別支援教育
の現場教員(日本：19 名、韓国：25 名)を対象者とした(表 3-14)。対象者には、ICT 活用教
育の成果を評価の背景、構造、目的、個人情報の扱い等を口頭で説明し、同意の上、「UISS」
用いた成果評価調査への協力を得た。 
 日本の調査期間は、2016 年 12 月から 3 月までであり、その場で回収した。韓国の調査
期間は、2016 年 4 月から 5 月までであり、郵送で回収した。 
 また、「UISS」の 3 領域と 17 項目に対して、ICT 活用教育の成果について 5 件法(1.ほと
んどない、2.少しだけ、3.多少は、4.かなり、5.非常に)で評価を求めた。得られたデータに
基づき、各領域と各項目の平均得点と 3 領域を合計した総得点の平均を求め、t 検定を行っ
た。さらに、日本と韓国の特別支援教育における ICT 活用教育の成果を比較するため、各
領域と各項目の平均得点、3 領域を合計した総得点の平均に t 検定を行った。 
 以上の統計分析には、Excel2007 と SPSS ver.21 を用いる。 
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表 3-14 日本と韓国の特別支援教育における現場教員の基本属性 
属性 日本(n=19) 韓国(n=25) 
平均年齢(SD)  36.4 歳(6.7) 41.3 歳(10.1) 
性別 
男性 17 名(89.5%) 8 名(32.0%) 
女性 2 名(10.5%) 17 名(68.0%) 
特別支援教育教員 
免許の有無 
有 8 名(82.1%) 23 名(92.0%) 
無 11 名(42.1%) 2 名(8.0%) 
平均職業経験年数(SD) 11.1 年(6.5) 13.5 年(8.6) 
特別支援教育における平均勤務年数(SD) 8.3 年(6.7) 11.1 年(8.5) 
担当している 
クラスの障害種 
肢体不自由 4 名(21.1%) 25 名(100.0%) 
知的障害 6 名(31.7%) 0 名(0.0%) 
聴覚障害 1 名(5.2%) 0 名(0.0%) 
視覚障害 2 名(10.5%) 0 名(0.0%) 
病弱 4 名(21.1%) 0 名(0.0%) 
重複障害 1 名(5.2%) 0 名(0.0%) 
無回答 1 名(5.2%) 0 名(0.0%) 
担当しているクラス
の学年 
小学部 - 6 名(24.0%) 
中学部 - 10 名(40.0％) 
高等部 - 7 名(28.0%) 
専攻科 - 2 名(8.0%) 
無回答 19 名 0 名 
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4.2 日本の特別支援教育における ICT 活用教育の成果評価 
 
 「UISS」を用いた調査結果の領域別の平均得点と標準偏差の結果を図 3-2 に示す。 
 具体的にみると、「コミュニケーション能力」領域は 2.9 点であり、「情報活用能力」領域
は、2.4 点であり、「社会生活機能」領域は 2.7 点であった。3 領域を合計した総得点の平均
は 43/85 点であった。 
 評価が最も高かった領域は、「コミュニケーション能力」であった。また、ICT を活用し
た教育成果の評価は、「コミュニケーション能力」と「社会生活機能」は 2.5 点を超えてい
たが、「情報活用能力」は、2.4 点と最も低い。 
 
 
図 3-2 日本の特別支援教育における ICT 活用教育の領域別の成果評価結果 
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 項目別の平均得点と標準偏差の結果を図 3-3 に示す。 
 具体的にみると、「Q2.話して表現する能力」が 3.0 点で最も高く、「Q15.意欲向上」が 2.9
点、「Q1.相手を意識して聞く能力」、「Q3.状況に応じ、相互関係の中で、適切なコミュニケ
ーションスキルを使う能力」、「Q8.発表の姿が改善」が 2.8 点の順で高く、「コミュニケー
ション能力」において、高い評価が得られた。 
 また、「Q7 情報の相違点の整理」が 2.0 点と最も低く、「Q10.課題導出」、「Q12.著作権」、
「Q13.個人情報」が 2.1 点であり、いずれも「情報活用能力」の項目であり、「情報活用能
力」の項目に中には、3 点と評価された項目がなく、相対的に低い評価が得られた。 
 領域別に詳しく見ると、「コミュニケーション能力」は、「Q1.相手を意識して聞く能力」
が 2.8 点であり、「Q2.話して表現する能力」が、3.0 点、「Q3.状況に応じ、相互関係の中で、
適切なコミュニケーションスキルを使う能力」が 2.8 点であった。最も高く評価された項目
は「Q2.話して表現する能力」であったが、項目間に大きな差はなかった。 
 このような結果は、文部科学省の「ICT を活用した授業の効果等の調査」(2008)の結果と
似ている。文部科学省の「ICT を活用した授業の効果等の調査」(2008)は、ICT を活用した
授業を行い、健常の生徒において、「知識・理解」、「技能・表現」に高い効果があることを
明らかにした(文部科学省、2008)。このことから、ICT 活用教育が、障害生徒と健常生徒ど
ちらも「表現」に高い成果が得られることが明らかになった。 
 「コミュニケーション能力」領域得点は、2.9 点であり、3 点に近似していた。 
 以上のことから、特別支援教育で ICT 活用教育を行った結果、「コミュニケーション能力」
の全ての項目は 3 点に近似しており、「多少」効果があることが明らかになった。 
「情報活用能力」は、「Q4.情報出典の理解」と「Q5.情報収集」が、2.7 点であり、「Q6.情
報の共通点」は、2.2 点、「Q7.情報の相違点」は、2.0 点であった。また、「Q8.発表の姿の
改善」は 2.8 点であり、「Q9.情報伝達」は、2.4 点、「Q10.課題導出」は、2.1 点、「Q11.問
題解決の認識」は、2.5 点、「Q12.著作権の意識と「Q13.個人情報」は、2.1 点であった。「情
報活用能力」のうち、「Q8.発表の姿の改善」が最も高く評価された。また、「Q7.情報の相
違点」が最も低く評価され、次いで「Q10.課題導出」は、「Q12.著作権の意識」と「Q13.
個人情報」の順で低く評価された。領域得点は、2.4 点であり、全体的に低く評価された。 
 以上のことから、特別支援教育で ICT 活用教育を行った結果、「情報活用能力」の全ての
項目が 3 点を超えず、「少しだけ」効果があることが明らかになった。 
 このような結果は、文部科学省の「情報活用能力調査」(2013a)の結果と似ている。文部
科学省の「情報活用能力調査」(2013a)の結果によると、「情報収集」、「情報を整理すること」、
「情報伝達」、「発表の資料を作成すること」、「表やグラフの作成」といった項目が高く評
価され、「情報モラル」、「個人情報」に関連する項目は、低く評価された(文部科学省、2013a)。
本研究の結果と比べ、「発表」に関連した効果が向上されたことが確認された。また、ICT
活用教育は、障害生徒と健常生徒どちらも情報モラルに関する効果は低いことが明らかに
なった。特別支援教育において情報モラルを含め、情報活用能力を高めるためには、適切
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な ICT・AT を活用することと、情報教育を行うことが重要であると考えられる(文部科学省、
2013a)。 
 「社会生活機能」は、「Q14.環境の変化への適応力」が 2.5 点であり、「Q15.意欲向上」
が 2.9 点であり、「Q16.社会参加」が 2.7 点であり、「Q17.自己尊重感」が 2.6 点であった。 
 「社会生活機能」のうち、「Q15.意欲向上」が最も高く評価された。また、「Q14.環境の
変化への適応力」が最も低く評価された。領域得点は、2.7 点であった。 
 以上のことから、特別支援教育で ICT 活用教育を行った結果、「社会生活機能」の全ての
項目が 3 点を超えず、「少しだけ」効果があることが明らかになった。 
 このような結果は、総務省の「高齢者・障害者の ICT 利活用の評価及び普及に関する調
査研究」(2008)の結果と似ている。総務省の「高齢者・障害者の ICT 利活用の評価及び普
及に関する調査研究」は、「ICT を活用することで他人の力を借りず、一人でできることが
拡がり、意欲の喚起に繋がる」との成果を明らかにした(総務省、2008)。このことから、障
害生徒と障害者どちらも、ICT 活用が「意欲向上」に効果的であることが明らかになった。 
 以上、日本の特別支援教育において ICT 活用教育を評価した結果、特別支援教育におい
て ICT 活用教育が、比較的に「コミュニケーション能力」に効果的であることが確認され
た。また、「情報活用能力」に関する成果を高めるための工夫が必要であると考えられる。 
 
 
 
図 3-3 日本の特別支援教育における ICT 活用教育の項目別の成果評価結果 
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4.3 韓国の特別支援教育における ICT 活用教育の成果評価 
 
 「UISS」を用いた調査結果の領域別の平均得点と標準偏差の結果を図 3-4 に示す。 
 具体的にみると、「コミュニケーション能力」領域は 3.0 点であり、「情報活用能力」領域
が、2.9 点であり、「社会生活機能」領域が 3.4 であった。3 領域を合計した総得点の平均は
51.6/85 点であった。 
 評価が最も高かった領域は、「社会生活機能」であった。また、ICT を活用した教育成果
は、いずれの領域も 2.5 点を超えていたが、「情報活用能力」は 2.9 点であり、最も低い。 
 
 
 
図 3-4 韓国の特別支援教育における ICT 活用教育の領域別の成果評価結果 
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 項目別の平均得点と標準偏差の結果を図 3-5 に示す。 
 具体的にみると、「Q15.意欲向上」が 3.5 点で最も高く、「Q14.環境変化への適応力」、「Q16.
社会参加」が 3.4 点であり、次いで、「Q17.自己尊重感」が 3.3 点の順で高い。いずれも「社
会生活機能」の項目であった。 
 また、「Q7.情報の相違点の整理」と「Q12.著作権」が 2.7 点で最も低く、次いで「Q6.
情報の共通点の整理」、「Q9.情報伝達」、「Q11.課題解決」、「Q13.個人情報」が 2.8 点と低い。
いずれも「情報活用能力」の項目であり、相対的に低い評価が得られた。 
 領域別に詳しくみると、「コミュニケーション能力」は、「Q1.相手を意識して聞く能力」
が 3.1 点であり、「Q2.話して表現する能力」が 2.9 点、「Q3.状況に応じ、相互関係の中で、
適切なコミュニケーションスキルを使う能力」が 3.0 点であった。最も高く評価された項目
は「Q1.相手を意識して聞く能力」であったが、項目間に大きな差はなかった。領域得点は、
3.4 点であり、「多少」効果があることが明らかになた。 
 以上のことから、特別支援教育で ICT 活用教育を行った結果、「コミュニケーション能力」
の項目の平均得点が 3 点であり、「多少」効果があることが明らかになった。 
 このような結果は、BAK(2006)の研究結果と似ている。BAK(2006)は、知的障害生徒を
対象とした ICT 活用教育が、知的障害生徒のモチベーションを向上させ、聴く能力と話す
能力といったコミュニケーションの能力が向上することを明らかにした(BAK、2006)。 
 「情報活用能力」は、「Q4.情報出典の理解」が 3.0 点であり、「Q5.情報収集」が 3.1 点
であり、「Q6.情報の共通点」は 2.8 点、「Q7.情報の相違点」は 2.7 点であった。また、「Q8.
発表の姿の改善」が 2.9 点であり、「Q9.情報伝達」が 2.8 点、「Q10.課題導出」が 2.9 点で
あり、「Q11.問題解決の認識」が 2.8 点、「Q12.著作権の意識」が 2.7 点、「Q13.個人情報」
が 2.8 点であった。 
 「情報活用能力」のうち、「Q5.情報収集」が最も高く評価された。また、「Q7.情報の相
違点」と「Q12.著作権の意識」が最も低く評価された。領域得点は、2.9 点であった。 
 以上のことから、特別支援教育で ICT 活用教育を行った結果、「情報活用能力」のほとん
どの項目が 3 点を超えず、「少しだけ」効果があることが明らかになった。 
 このような結果は、JUNG(2003)の研究結果と似ている。JUNG(2003)によると、ICT を
活用した教育は、単なるコンピュータやインターネットの利用には効果的であるが、情報
の出典の理解と情報モラルや個人情報等に関する効果は低く、健常生徒と障害生徒どちら
も情報モラルに関する効果が低いことが確認された。 
 「社会生活機能」は、「Q14.環境の変化への適応力」が 3.4 点であり、「Q15.意欲向上」
が 3.5 点であり、「Q16.社会参加」が 3.4 点であり、「Q17.自己尊重感」が 3.3 点であった。 
 「社会生活機能」のうち、「Q15.意欲向上」が最も高く評価された。また、「Q17.自己尊
重感」が最も低く評価された。領域得点は 3.0 点を超えていた。 
 以上のことから、特別支援教育で ICT 活用教育を行った結果、「社会生活機能」の全ての
項目が 3 点を超え、「多少」効果があることが明らかになった。 
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 このような結果は、ICT 活用教育が、知的障害生徒の適応能力と、コミュニティ活動に
肯定的な影響を及ぼしていると述べた(YANG、2006)の研究結果と似ている。 
 以上のことから、韓国の特別支援教育において ICT 活用教育を評価した結果、特別支援
教育において ICT 活用教育が、比較的に「社会生活機能」に効果的であることが確認され
た。また、「情報活用能力」に関する成果を高めるための工夫が必要であると考えられる。 
 
 
 
図 3-5 韓国の特別支援教育における ICT 活用教育の項目別の成果評価結果  
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4.4 日本と韓国の特別支援教育における ICT 活用教育の成果評価の比較 
 
 日本と韓国の特別支援教育における ICT 活用教育の成果評価の平均得点を比較し、t 検定
を行った結果をまとめ、図 3-6 と表 3-15 に示す。 
 詳しくみると、「コミュニケーション能力」の場合、日本より韓国の方が 0.1 点程度高く、
日本と韓国ほぼ同程度の成果が得られていることが明らかになった。「情報活用能力」の場
合、日本より韓国の方が 0.5 点、「社会生活機能」の場合、0.7 点高くなっていた。領域全
体からみると、日本と韓国どちらも、「情報活用能力」領域の得点が最も低く、傾向が類似
していた。 
 全ての項目からみると、日本の場合、平均得点が最も高いのは 3.0 点であり、「Q2.話し
て表現する能力」であった。次いで、「Q15.意欲向上」、「Q1.相手を意識して聞く能力」、「Q3.
状況に応じ、相互関係の中で、適切なコミュニケーションスキルを使う能力」、「Q8 発表の
姿の改善」の順で高く、主に、「コミュニケーション能力」の項目が高く評価された。韓国
の場合、平均得点が最も高いのは 3.5 点であり、「Q15.意欲向上」であった。次いで、「Q14.
環境変化への適応力」、「Q16.社会参加」、「Q17.自己尊重感」の順で高く、主に「社会生活
機能」の項目が高く評価された。 
 領域別にみると、「コミュニケーション能力」は、日本の場合、「Q2.聞いて、表現する能
力」が最も高く、韓国より日本の方が高く評価され、「多少」成果があることが明らかにな
った。韓国より日本の方が評価が高い項目は、この項目のみであった。韓国の場合、「Q1.
相手を意識して聞く能力」が最も高く評価され、「多少」成果があることが明らかになった。 
 「情報活用能力」は、日本の場合、「Q8.発表の姿の改善」が最も高く評価され、「少しだ
け」成果があった。韓国の場合、「Q5.情報収集」が最も高く評価され、「多少」成果がある
ことが明らかになった。 
 「社会生活機能」は、日本と韓国どちらも「Q15.意欲向上」が最も高く評価され、日本
の場合、「少しだけ」韓国の場合、「多少」成果があることが明らかになった。 
 実際、日本と韓国とも、特別支援教育における ICT 活用教育の目標の一つとして、障害
生徒の意欲の向上が挙げられており(KIM、2017；国立特殊教院、2007；HAN、2012；筑
波大学、2013)、このような目標設定が、本研究において、「意欲向上」に影響している可
能性が考えられる。 
 また、領域と項目の日本と韓国の平均得点を比較するため、t 検定による検討を行った。
その結果、領域では、「コミュニケーション能力」(t(43)=-0.4，p<0.05）のみが有意であり、
日本より韓国の方が高かった。項目では、「Q10.課題導出」(t(43)=-2.4，p<0.05)と「Q13.
個人情報」(t(43)=-2.4，p<0.05)のみが有意であり、日本より韓国の方が高かった。 
 以上、項目と領域によって差はあるが、全体的に日本より韓国の方が、特別支援教育に
おける ICT 活用教育の成果が高いことが確認された。その理由として、第 1 に、対象とな
る障害生徒の障害種が考えられる。本研究における日本の対象とした障害生徒は、肢体不
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自由、知的障害、視覚障害、聴覚障害などであるが、韓国の対象とした障害生徒は肢体不
自由に限定されている。日本の肢体不自由の障害生徒のみを分析対象とすると、韓国の結
果と同様に、「社会生活機能」>「コミュニケーション能力」>「情報活用能力」という傾向
が見られた。このことから、障害種により、「コミュニケーション能力」、「情報活用能力」、
「社会生活機能」における成果が異なる可能性が確認されたが、対象者の数が少ないため、
今後、さらなる検討が必要である。 
 第 2 に、成果評価の重要性に関する認識の違いが考えられる。韓国は、1998 年に大きな
経済危機を迎え、社会全体が大きく変換した。従来には実行されなかった成果評価システ
ムが、政府の主導で導入され、成果評価への重要性が高まった(KDI韓国開発研究院、2000)。
2002 年には、ほぼすべての分野において、成果評価システムが導入された。教育分野にお
いても「特別支援教育における情報化現状指標」、「ISSS(ICT Standard Skill for Student)」
のような指標や指数が開発され、全国調査が行われた。このような社会的背景が、特別支
援教育の教員の評価に関する認識にも影響し、成果の向上につながったと考えられる。 
 第 3 に、ICT 活用教育に関する考え方の変換が考えられる。韓国における 1990 年代から
2010 年代までの障害生徒に関する ICT 活用教育の研究 175 件の動向をみると、1990 年代
から 2000 年代までは、コミュニケーション能力に関する研究が最も多かった。一方、2000
年代後半からは、情報活用能力に関する研究が多くなった。加えて、2010 年代には、社会
参加と自立活動といった社会生活機能に関する研究が多くなっている(YANG、2014)。従来、
障害生徒の言語能力に関する研究が多く、コミュニケーション能力に関する研究が多かっ
たが、現在は、障害生徒が独立した社会構成員として生きて行くため、社会生活機能の向
上が図られている。このような考え方の転換が、本研究において、韓国の「社会生活機能」
の向上の結果にも影響していると考えられる。一方、日本における 2000 年代から現在まで
の障害生徒に関する ICT 活用教育の研究 81 件の動向を見ると、学習支援、社会参加、コミ
ュニケーション等の研究が多い。特にコミュニケーション関連の研究が最も多く(約 51%)、
次いで社会生活機能関連(約 37%)であり、情報活用能力関連の研究(約 11%)は最も少なかっ
た。また、社会生活機能に関する研究の対象者は、障害生徒よりも、障害者が主であった。
このことから、日本の ICT 活用教育の場合、主に、コミュニケーション手段としての取り
込まれており、本研究において、日本の「コミュニケーション能力」の向上の結果にも影
響していると考えられる。 
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図 3-6 日本と韓国の特別支援教育における ICT 活用教育の成果評価比較(項目)  
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表 3-15 日本と韓国の特別支援教育における ICT 活用教育の成果評価の詳細 
(単位：点) 
成果評価 日本 韓国 t 値 
「コミュニケーション能力」 2.9 3.0 -0.4＊ 
「情報活用能力」 2.4 2.9 -1.9 
「社会生活機能」 2.7 3.4 -2.9 
Q1.相手を意識して聞く能力 2.8 3.1 -1.1 
Q2.聞いて、表現する能力 3.0 2.9 0.4 
Q3.状況に応じ、相互関係の中で、 
 適切なコミュニケーションスキルを使う能力 
2.8 3.0 
-0.6 
Q4.情報出典の理解 2.7 3.0 -1.2 
Q5.情報収集 2.7 3.1 -1.2 
Q6.情報の共通点 2.2 2.8 -1.7 
Q7.情報の相違点 2.0 2.7 -2.3 
Q8.発表の姿の改善 2.8 2.9 -0.4 
Q9.情報伝達 2.4 2.8 -1.2 
Q10.課題導出 2.1 2.9 -2.4＊ 
Q11.問題解決認識 2.5 2.8 -1.2 
Q12.著作権の意識 2.1 2.7 -1.8 
Q13.個人情報 2.1 2.8 -2.1＊ 
Q14.環境変化への適応力 2.5 3.4 -3.0 
Q15.意欲向上 2.9 3.5 -1.7 
Q16.社会参加 2.7 3.4 -2.5 
Q17.自己尊重感 2.6 3.3 -2.8 
 ＊p<0.05 
注)各領域のなか、平均得点が最も高い項目を網掛けで示す。 
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第 5 節 小括 
 
 本章では、特別支援教育における ICT 活用教育の成果を評価するため、「UISS」を開発
し、有効性を検証した。また、「UISS」を用い、日本と韓国の特別支援教育における ICT
活用教育の成果を明らかにした。 
 開発された「UISS」は、特別支援教育における ICT 活用教育の成果を定量的に評価する
尺度である。「UISS」は、「コミュニケーション能力」、「情報活用能力」、「社会生活機能」
の領域と 17 項目で構成されている。 
 第 1 に、「UISS」の有効性を検証した。日本と韓国おいて「UISS」の信頼性(内的整合性)
を検証するため、特別支援教育の教員に調査を実施した。調査は 5 件法(1.ほとんどない～
5.非常に)で評価を求めた。その得点を用い、Cronbachʼs α 係数を求めた。Cronbachʼs α 係
数は、0.70 以上であれば、尺度の信頼性が高く、内的整合性が高いと判断される。日本と
韓国どちらも各領域における α 係数は、すべて 0.70 以上であり、信頼性が検証された。 
 さらに、内容的妥当性の検証のため、日本と韓国において専門家意見調査を実施した。
専門家意見調査の回答は、5 件法(1.全く妥当ではない～5.きわめて妥当である)で求めてお
り、得点が 3 点(3.どちらかというと妥当である)以上であると、妥当性が検証されたと判断
する。日本と韓国どちらも、すべての領域と項目が 3 点以上であり、内容的妥当性が検証
された。 
 以上、有効性の検証により、「UISS」は日本と韓国の特別支援教育における ICT 活用教
育の成果を評価するための尺度として活用することが可能になった。さらに、「UISS」は、
日本と韓国だけではなく、他の国でも尺度として活用される可能性がある。なお、「UISS」
は、ICT 活用教育に対する理解が不足している教員にガイドラインとして活用されること
が期待できる。 
 第 2 に、「UISS」を用い、日本と韓国の特別支援教育における ICT 活用教育の成果を評
価した。特別支援教育における ICT 活用教育の成果を定量的に評価した日韓調査は、世界
はじめての試みである。 
 「UISS」を用い、日本の特別支援教育における ICT 活用教育の成果を定量的に評価した
結果、「コミュニケーション能力」領域は、2.9 点、「情報活用能力」領域が、2.4 点、「社会
生活機能」領域が 2.7 点であり、領域の総得点は 85 点満点で 43 点であった。 
 項目別の平均得点をみると、最も評価が高い項目は「Q2.話して表現する能力」(3.0 点)
であり、「Q15.意欲向上」(2.9 点)、「Q1.相手を意識して聞く能力」(2.8 点）、「Q3.状況に応
じ、相互関係の中で、適切なコミュニケーションスキルを使う能力(2.8 点）」、「Q8.発表の
姿が改善」(2.8 点）の順で高く、「コミュニケーション能力」に関する項目が高く評価され
た。また、最も低い項目は、「Q7.情報の相違点の整理」(2.0 点)であり、「Q10.課題導出」、
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「Q12.著作権」、「Q13.個人情報」(2.1 点)の順で低く、いずれも「情報活用能力」に関する
項目であった。 
 このことから、日本の特別支援教育において ICT 活用教育が、比較的「コミュニケーシ
ョン能力」の向上に効果的であることが確認された。また、「情報活用能力」に関する成果
を高めるための工夫が必要であると考えられる。 
 また、「UISS」を用い、韓国の特別支援教育における ICT 活用教育の成果を定量的に評
価した結果、「コミュニケーション能力」領域は 3.0 点、「情報活用能力」領域が、2.9 点、
「社会生活機能」領域が 3.4 点、であり、領域の総得点は 85 点満点で 51.6 点であった。 
 平均得点みると、最も評価が高い項目は「Q15.意欲向上」(3.5 点)あり、「Q14.環境変化
への適応力」(3.4 点)、「Q16.社会参加」(3.4 点)、「Q17.自己尊重感」(3.3 点)の順で高く、
いずれも「社会生活機能」に関する項目であった。また、最も低い項目は、「Q7.情報の相
違点の整理」と「Q12.著作権」(2.7 点)であり、「Q6.情報の共通点の整理」、「Q9.情報伝達」、
「Q11.課題解決」、「Q13.個人情報」(2.8 点)の順で低く、いずれも「情報活用能力」に関す
る項目であった。 
 このことから、韓国の特別支援教育において ICT 活用教育が、比較的「社会生活機能」
の向上に効果的であることが確認された。また、「情報活用能力」に関する成果を高めるた
めの工夫が必要であると考えられる。 
 最後に、日本と韓国の特別支援教育における ICT 活用教育の成果評価を比較するため、
平均得点を用い、t 検定を行った。その結果、領域では、「コミュニケーション能力」(t(47)= 
-0.4，p<0.05）のみが有意であり、日本より韓国の方が高かった。項目では、「Q10.課題導
出」(t(47)= -2.4，p<0.05)と「Q13.個人情報」(t(47)= 2.4，p<0.05)のみが有意であり、日本
より韓国の方が高った。また、項目と領域によって差はあるが、全体的に日本より韓国の
方が、特別支援教育における ICT 活用教育の成果が高かった。その理由として、本研究の
対象となる障害生徒の障害種が影響している可能性、日韓における成果評価の重要性に関
する認識が異なること、日韓において ICT 活用教育に関する考え方の変換などが考えられ
る。 
 以上のことから、「UISS」を用い、日本と韓国の特別支援教育における ICT 活用教育の
成果を「コミュニケーション能力」、「情報活用能力」、「社会生活機能」の 3 つの観点にも
ついて評価することができた。日本の場合、「コミュニケーション能力」に関する成果か最
も高く、韓国では、「社会生活機能」に関する成果か最も高いことが明らかになった。また、
日本と韓国とも「情報活用能力」向上について課題があることが明らかになった。 
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第 1 節 結論 
 
日本と韓国では、障害者における ICT の活用を促進させるため、特別支援教育における
教育情報化が進められてきた。日本と韓国は、特別支援教育の制度や対象、障害生徒の現
状と傾向、ナショナルセンターの目的と支援の内容など、特別支援教育制度の大枠が類似
している。特別支援教育における情報化についても、日本と韓国では、同時期に新たな課
題と目標が示された。従って、日本と韓国の特別支援教育における ICT 活用の課題と成果
を比較・検討することで、両国の特別支援教育における ICT 活用が抱えている課題を解決
する手がかりが得られると考えられる。 
 本研究では、日本と韓国の特別支援教育における ICT 活用の現状と課題を把握し、課題
解決を試みた。次に、特別支援教育における ICT 活用の教育的な効果および成果を明らか
にした。最後に、日本と韓国の特別支援教育における ICT 活用を促進するための課題を明
らかにすることを目的とした。 
上記の研究目的を達成するために、以下の研究を遂行した。 
 
 第 2 章では、日本と韓国の特別支援教育における ICT 活用を促進するための基礎資料を
得ることを目的に、日本と韓国の特別支援教育における情報化の現状と課題を明らかにし、
その課題解決を試みた。その結果、日本と韓国の特別支援教育におけるインフラの整備と
ICT 活用の状況が明らかになった。具体的にみると、日本の場合、教育用・教員用・教室
で利用可能な教育用コンピュータ、校内 LAN 接続可能なコンピュータ、校務用システム、
コンピュータの周辺機器の整備率は年々増加していた。また、タブレットは、約 10 倍程度
まで増加し、インターネットの接続と、WEB ページ等の開設は、2016 年現在、100％を達
成した。電子メールアドレスの付与、有害情報へのフィルタリング、情報セキュリティポ
リシーの策定も徐々に増加し、日本の全国平均より高いことが確認された。教員の ICT 活
用指導力では、最も低い項目は「児童の ICT を活用を指導する能力」であり、最も高い項
目は「教材研究・指導の準備・評価などに ICT を活用する能力」であり、教員に対する質
的な支援の必要性が明らかになった。 
 韓国の場合、教育用のコンピュータのうち、デスクトップ型は年々増加したが、2016 年
に入って減少した。しかし、タブレット端末は、2013 年から 2017 年まで約 10 倍まで増加
した。また、コンピュータ 1 台当たりの児童生徒の数には、大きな変化がなく、コンピュ
ータに関する課題が明らかになった。一方、AT の整備は、障害生徒の数からみると不十分
であり、AT の整備に関する課題が明らかになった。また、特別支援学校の過半数が ICT 活
用教育計画を立案しており、アクセシビリティに配慮したホームページを保有した学校は、
少なかった。障害生徒 1 人当たりのコンピュータ利用時間は、健常の生徒 1 人当たりのコ
ンピュータ利用時間より長かった。また、コンピュータが利用できる障害生徒の割合は少
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なく、情報化教育と関連する放課後授業に参加する障害生徒も少なかった。 
 以上、日本と韓国の特別支援教育における情報化の現状を検討した結果、次の課題が明
らかになった。 
・AT の整備に関する課題 
・タブレット端末の整備に関する課題 
・量的な支援から質的な支援へに関する課題 
・特別支援教育における情報化の現状を把握する指標に関する課題 
 この 4 点の課題のなか、「特別支援教育における情報化の現状を把握する指標に関する課
題」に着目し、日本と韓国の特別支援教育において ICT 活用の現状が把握できる「特別支
援教育における ICT 活用指標」を開発した。この指標は、日本と韓国の政府が公表した資
料に加え、各種国際指標(OECD、UNESCO 等)から項目を収集・抽出し、開発された。 
 また、日本と韓国の特別支援教育において、専門家意見調査を実施し、「特別支援教育に
おける ICT 活用指標(試案)」の有効性と実用性を確認した。 
 以上により、「特別支援教育における ICT 活用指標」は、指標として活用することが可能
になった。また、この指標を活用することにより、特別支援教育における ICT 活用教育の
実態を把握することが可能である。さらに、この指標は、日本と韓国の指標だけではなく、
国際的な指標も参考に開発されたため、国際的な標準を満たした指標としても、活用され
ることが期待できる。 
 
第 3 章では、特別支援教育における ICT 活用教育の成果を評価するため、「UISS」を開
発し、有効性を検証した。さらに、「UISS」を用い、日本と韓国の特別支援教育における
ICT 活用教育の成果を明らかにした。第 3 章で得られた成果は以下の通りである。 
 第 1 に、「UISS」の開発と有効性の検証である。特別支援教育、または、障害児・者に
おける ICT 活用教育の事例及び先行研究を参考に、3 つの領域と 17 項目で構成される
「UISS」を開発した。また、日本と韓国の特別支援教育の教員を対象とした調査を実施し、
「UISS」の有効性を確認した。 
 以上のことから「UISS」は日本と韓国の特別支援教育における ICT 活用教育の成果を評
価するための尺度として活用することが可能になった。さらに、「UISS」は、ICT 活用教
育に対する理解が不足している教員にガイドラインとして活用することが期待できる。 
 第 2 に、「UISS」を用いて日本と韓国の特別支援教育における ICT 活用教育の成果を評
価した。特別支援教育における ICT 活用教育の成果を定量的に評価した日韓比較調査は、
はじめての試みである。 
 「UISS」を用いて両国を評価した結果、日本の特別支援教育では、ICT 活用教育が、比
較的「コミュニケーション能力」の向上に効果があることが明らかになった。韓国の特別
支援教育では ICT 活用教育が、比較的「社会生活機能」の向上に効果があることが明らか
になった。一方、日本と韓国とも「情報活用能力」に関する成果を高める必要性も明らか
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になった。 
 加えて、ICT 活用教育の総合的な成果は、日本より韓国の方が高いことが明らかとなっ
た。その理由として、本研究の対象である障害生徒の障害種が影響している可能性、日韓
における成果評価の重要性に関する認識の違い、日韓において ICT 活用教育に関する考え
方の変換等があげられた。このことから日韓の特別支援教育における ICT 活用教育の成果
には相違点があることが明らかになった。 
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第 2 節 研究の限界と今後の課題 
 
 本研究では、全体を通じて以下の課題が残されている。 
 
 第 1 に、「特別支援教育における ICT 活用指標」の実用性に関する課題がある。 
 第 2 章では、日本と韓国の特別支援教育における情報化の現状を把握した結果、インフ
ラの整備や ICT 活用の状況と、「AT の整備に関する課題」、「質的な支援に関する課題」、「特
別支援教育における情報化の現状を把握する指標に関する課題」等の課題が明らかになっ
た。この課題解決を試みるため、特別支援教育において ICT 活用が把握できる国際的な標
準を満たす指標を開発し、有効性を検討した。さらに、開発された「特別支援教育におけ
る ICT 活用指標」を用い、日本と韓国の肢体不自由の特別支援学校において実用性を検討
した。しかし、本研究で対象となった特別支援学校は、日韓とも 1 校であり、肢体不自由
に限定されていた。今後、対象校の障害種を知的・視覚・聴覚障害まで拡大し、対象者の
数を増やして実用性を検討する必要がある。 
 第 2 に、障害生徒の特性等と成果評価との関係について検討する必要がある。 
 第 3 章では「UISS」を用い、特別支援教育における ICT 活用教育の成果を定量的に評価
し、どのような側面が、どの程度向上したかを検討した。今後、対象者の数を増やし、障
害生徒の障害種、障害程度、発達段階といった特性に応じた評価を可能とする「発達段階
別項目とその具体例のリスト」を検討・開発する必要がある。以上の検討により、障害生
徒一人一人の特性に合わせ、成果を向上させることが可能となり、ICT 活用教育が促進さ
れると考えらる。 
 第 3 に、「UISS」によるガイドラインの具体化に関する課題がある。 
 第 3 章で開発された「UISS」は、先行文献を参考に、特別支援教育における ICT 活用教
育の成果を整理・分析し、領域と項目を開発した。そのため、特別支援教育の現場で ICT
を活用するための困難さを持っている教員や、ICT 活用のメリットへの理解が不足してい
る教員、または、障害生徒に、ガイドラインとして用いることができる。しかし、本研究
では、ガイドラインの作成には着手していない限界がある。開発された「UISS」をより多
くの現場で活用させるためには、「UISS」の領域と項目を参考に、ガイドラインを具体化し、
提案する必要がある。 
 第 4 に、「UISS」を用い、特別支援教育における ICT 機器やソフトウェア、コンテンツ
等を評価する必要がある。 
 近年、ICT に関する研究の進展により、特別支援教育における ICT 関連の機器やソフト
ウェア、コンテンツなどの開発が活発に進められてきた。特別支援教育における ICT 活用
教育を促進させるためには、多くの ICT の中から必要なもの、または、効果的なもの、活
用目的に適したものを選択することが重要であると考えられる。本研究で開発された「UISS」
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の項目に従い、ICT 関連技術をチェックすることで、障害生徒により効果的な ICT を選択
することができる。 
本研究は、日本と韓国の特別支援教育における ICT 活用教育の成果を定量的に評価・検
討した初めての試みであり、学術的な意義が大きい。日本と韓国の特別支援教育の ICT 活
用に関連する研究及び、特別支援教育の現場の取り組みにおいて幅広く活用されることが
期待できる。 
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Abstract 
 
A study of ICT utilization in special needs education 
in Japan and Korea 
 
Sunhee LEE 
 
This study investigated the utilization of information and communication technology 
(ICT) in special needs education in Japan and Korea, and tried to identify the problems 
it faces at present. Further, the study explored how ICT utilization has affected the 
educational outcome in special needs education. The purpose of this study was to 
develop a project for promoting ICT utilization in special needs education in Japan and 
Korea. 
Recently, access to computers and Internet connectivity as well as the support 
system and teaching skills required for using ICT have steadily improved in special 
needs education schools of Japan. Still, these facilities are relatively scarce in special 
needs schools as compared to normal schools in Japan. In special needs education 
schools of Korea, the number of students with disabilities per computer did not show a 
significant change, though the number of computers installed increased until 2015. 
Further, the use of assistive technology (AT) was insufficient with respect to the number 
of students with disabilities. 
Through reviewing the current situation, three problems were identified: the 
insufficient use of AT, the need for qualitative rather than quantitative support, and the 
absence of standardized evaluation for ICT utilization in special needs education. 
The index for ICT utilization in special needs education was developed to provide 
standardized evaluation. This index was validated and verified in practical situations.  
It showed the current status of ICT utilization in special needs education. Since the 
index was developed on the basis of the indices used in Japan, Korea, as well as 
international organizations (OECD, UNESCO, etc.), it meets international standards 
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and may be used in other countries.  
To assess the performance of ICT utilization in special needs education, the use of 
ICT in special needs education scale (UISS) was developed and validated. The use of 
UISS revealed that the ICT utilization was effective in enhancing communication skills 
and social functioning in special needs education in Japan and Korea. Both countries 
needed to improve the effectiveness of information utilization ability. The overall 
performance in Korea was better than in Japan. Particularly, enhancement in 
communication skills was more prominent in Korea. 
This is the first study to quantitatively evaluate, review, and compare the 
performance of ICT utilization in special needs education. Hence, its findings can be 
used as a basis for further research. 
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付録 1 
 
 
 
 
 
 
 
 
特別支援教育における ICT活用指標 
(Use of ICT Indicator for Special Needs Education) 
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 本指標は、23項目で構成されており、回答までの所要時間は約 35分です。 
1～14は「インフラの整備」に関する質問であり、15～23は、「ICT活用指導」に関する質問です。 
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【教員のプロフィール】 
年齢 満                 歳 
性別 □男性               □女性 
特別支援教育教員免許の保有 □あり               □なし 
職務の経験年数          年        ヵ月 
特別支援教育(学校・学級・通級)の職務の 
経験年数 
         年        ヵ月 
担当している学級又は学校の生徒に
ついて 
 
(該当するすべての項目に☑をしてください) 
障害種 
 
□1.肢体不自由 
□2.知的障害 
□3.視覚障害 
□4.聴覚障害 
□5.病弱 
□6.発達障害(具体的に：         ) 
□7.その他
（                   ) 
障害程度 自由記述：                 
学年 
□1.小学部(具体的に：       年生) 
□2.中学部(具体的に：       年生) 
□3.高等部(具体的に：       年生) 
□4.その他 
（                   ) 
 
次のページに進んでください。 
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【インフラの整備に関する質問】 
次は、ICTに関連する物的・人的インフラの整備現状に関する質問です。1～14の質問に回答してください。 
項目 回答欄 
1 
教育用コンピュータ 1 台当たりの障害を持つ児童生徒の数 
障害を持つ児童生徒の総人数/教育用コンピュータの総台数 
 
                  人 
2 
教員 1人当たりの教員用コンピュータの数 
教員用コンピュータ総台数/教員総人数 
 
                  台 
3 
コンピュータの周辺機器の整備 
  
                  台 
                  台 
                  台 
                  台 
                  台 
                  台 
                  台 
3.1. プリンタ 
3.2. スキャナー 
3.3. デジタルビデオカメラ 
3.4. カメラ 
3.5. プロジェクタ 
3.6. 実物投影機 
3.7. その他(             ) 
4 
教授ー学習支援機器の数 
学校で使用している教科書に準拠し,障害をもつ児童生徒の指導に活用している 
教授ー学習支援機器の数 
 
 
 
                  台 
                  台 
                  台 
                  台 
                  台 
                  台 
4.1. 電子黒板 
4.2. デジタルテレビ 
4.3. タブレット端末 
4.4. スマートフォン 
4.5. デジタルコンテンツ 
4.6. その他（                         ） 
５ 
校務支援システムの整備 
校務文書に関する業務、教職員間の情報共有、家庭や地域への情報発信、服務管理
上の事務、施設管理等を行うことを目的とし、教職員が一律に利用 
できるシステムの有無 
1. なし       2. あり 
 
次のページに進んでください。 
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項目 回答欄 
６ AT管理担当者の有無 1. なし       2. あり 
7 学校内のソフトウェア管理担当者の有無 1. なし       2. あり 
8 
学校 CIOの配置の有無 
CIO(Chief Information Officer): 情報化の統括責任者。学校のＩＣＴ化について 
総括的な責任を持ち、ＩＣＴ化に関する方案を構築・実行する責任者 
1. なし       2. あり 
9 
ATの整備  
                  台 
                  台 
                  台 
                  台 
                  台 
                  台 
                  台 
                  台 
                  台 
                  台 
9.1. キーボード入力補助機器 
9.2. 代替入力機器 
9.3. 出力機器 
9.4. コミュニケーション板 
9.5. コミュニケーションスピーカー 
9.6. 点字プログラム 
9.7. スクリーンリーダー 
9.8. 画面拡大プログラム 
9.9. タッチスクリーン 
9.10. その他(                           ) 
10 インターネットの接続の有無 1. なし       2. あり 
11 
インターネットに接続できるコンピュータの整備 
インターネットに接続可能なコンピュータの総台数/校内コンピュータ総台数 
               台/ 
                台 
12 有害情報のフィルタリングの有無 1. なし       2. あり 
13 
障害を持つ児童生徒がアクセス可能な学校(学級)のホームページの有無 
障害を持つ児童生徒のためのホームページの有無 
例)視覚障害者用の音声読み上げホームページ、拡大ホームページ、 
肢体不自由者用のスイッチ基盤のホームページ、 
聴覚障害者用の画像内容表示・手話表示ホームページ等 
1. なし       2. あり 
14 学校情報セキュリティポリシーの有無 1. なし       2. あり 
 
次のページに進んでください。 
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【ICT 活用指導に関する質問】 
次は、教員の ICT活用指導現状に関する質問です。15～23の質問に回答してください。 
項目 回答欄 
15 
ICT 活用指導に関する研修を受けた教員の数 
１年間に ICT活用指導に関する研修を受講した経験がある教員数/教員総数 
                 人/ 
                 人/ 
16 
障害を持つ児童生徒の 1週間のコンピュータ使用授業時間 
各実習室(コンピュータ実習室、マルチメディア室、語学室、図書室、学習室など)
の利用する授業時間 
                時間 
17 
教員 1人当たりの 1週間のコンピュータ使用授業時間 
教員 1人が一週間でコンピュータを使用して行う授業の総時間 
                時間 
18 
ICT活用教育計画の有無 
学校教育計画の中の ICT活用関連事項の有無 
 
1. なし       2. あり 
1. なし       2. あり 
1. 教科科目別 
2. 学校教育計画 
19 
障害を持つ児童生徒に対する AT の活用計画の有無 
ICT使用上の制限や特性を把握し、 
AT の使用が必要か否かなどを評価・記録する AT活用計画の有無 
 
 
1. なし       2. あり 
1. なし       2. あり 
1. 教科科目別 
2. 学校教育計画 
20 
１ヵ月間の教員 1人当たりの教授ー学習資料掲示件数 
教授-学習資料：教科の指導に必要な情報(文書、動画、画像、写真、オーディオ
など)、ICT 活用を含む学習指導案、教員が製作したマルチメディア資料を共有で
きる場に提示すること 
※外部のサイトリンクの資料は除く 
         件 
21 
情報モラルなどの指導時間 
e メールエチケット、チャットエチケット、掲示板の利用エチケット等について 
指導した授業時間 
                時間 
22 
IEPへの ICT活用関連項目の記録件数 
障害を持つ児童生徒１人に、個別指導計画(IEP)の長期・短期的な目標達成のため、
ICTを活用し、記録した件数 
         件 
23 
他機関との連携 
関係機関 (医療・福祉・保健・労働など）、保護者、校内、学校間、小・中・高
校間などと連携して情報交換・共有した回数 
                 回 
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付録 2 
 
 
 
 
 
 
 
 
특수교육에서의 ICT 활용지표 
(Use of ICT Indicator for Special Needs Education) 
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 본 지표는 23 항목으로 구성되어 있으며, 응답까지의 소요시간은 약 35 분입니다. 
문 1～14는 「인프라 영역」에 관한 질문이며, 문 15～23는 「ICT활용 지도」에 관한 질문입니다. 
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【응답자 프로필】 
연령 만                 세 
성별 □남성               □여성 
특수교육 면허 보유여부 □유               □무 
직업 경험 년수          년        개월 
특수교육(학교・학급・통합)경험년수 
 (상임 등도 포함) 
         년        개월 
담당하고 있는 학급 또는 학교의 
장애아동에 대하여 
 
(해당하는 모든 항목에 ☑해 주십시오) 
장애종별 
 
□1.지체부자유 
□2.지적장애 
□3.시각장애 
□4.청각장애 
□5.정서장애 
□6.발달장애 (구체적으로：        ) 
□7.기타 
（                   ) 
장애등급 자유기술：                 
학년 
□1.초등부(구체적으로：         학년) 
□2.중등부(구체적으로：         학년) 
□3.고등부(구체적으로：         학년) 
□4. 기타 
（                   ) 
 
다음 페이지부터 문항이 시작됩니다. 
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【인프라 정비에 관한 질문】 
 다음은 ICT 에 관한 물적・인적 인프라 정비현황에 관한 질문입니다. 문 1～14 에 대해 응답해주시기 
바랍니다. 
항목 응답란 
1 
교육용 컴퓨터 1대당 아동 수 
 장애 아동의 총 인원수/교육용 컴퓨터 총 대수 
 
                  명 
2 
교무용 컴퓨터 1대당 교원 수 
 교무용 컴퓨터 총 대수/교원 총 인원수 
 
                  대 
3 
컴퓨터 외 정보통신기기 수 
  
                  대 
                  대 
                  대 
                  대 
                  대 
                  대 
                  대 
3.1. 프린터 
3.2. 스캐너 
3.3. 디지털 비디오 카메라 
3.4. 카메라 
3.5. 프로젝터 
3.6. 실물투영기 
3.7. 기타（                         ） 
4 
교수학습지원기기 수 
 학교에서 사용하고 있는 교과서에 준하여 학생지도에 활용하고 있는 교수 학습 
지원 기기의 수 
 
 
 
                  대 
                  대 
                  대 
                  대 
                  대 
                  대 
4.1. 전자칠판 
4.2. 디지털 TV 
4.3. 스마트 패드(아이 패드 등의 태블렛 PC) 
4.4. 스마트 폰 
4.5. 디지털 컨텐츠 
4.6. 기타（                         ） 
５ 
교무행정시스템 유무  
 교무문서에 관한 업무, 교직원 간 정보공유, 가정과 지역에 정보발신, 복무관리 
업무, 시설관리 등을 실시하기 위한 목적으로 교직원이 이용하는 시스템의 유무 
1. 없음       2. 있음 
 
다음 페이지에도 문항이 있습니다.  
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항목 응답란 
６ AT(보조공학기기)관리 담당자의 유무 1. 없음       2. 있음 
7 교내 소프트웨어 관리 담당자의 유무 1. 없음       2. 있음 
8 
학교 CIO배치 유무  
CIO(Chief Information Officer): 학교 정보화 책임자로 학교 ICT 화 에 대해 
총괄적인 책임을 가지고 비전을 구축・실행하기 위한 책임자 
1. 없음       2. 있음 
9 
AT(보조공학기기)의 정비  
                  대 
                  대 
                  대 
                  대 
                  대 
                  대 
                  대 
                  대 
                  대 
                  대 
9.1. 키보드입력 보조기기 
9.2. 대체입력장치 
9.3. 출력장치 
9.4. 의사소통판 
9.5. 의사소통 스피커 
9.6. 점역 프로그램 
9.7. 스크린 리더 
9.8. 화면확대 프로그램 
9.9. 터치스크린 
9.10. 기타（                         ） 
10 인터넷 접속 유무 1. 없음       2. 있음 
11 
인터넷 접속 가능한 컴퓨터 수 
인터넷에 접속가능한 컴퓨터 총 수/교내 컴퓨터 총 수 
               대/ 
                대 
12 유해정보 필터링 유무 1. 없음       2. 있음 
13 
장애아동이 접근 가능한 학교(학급)홈페이지 유무 
장애아동을 위한 홈페이지의 유무 
예)시각장애인용 음성 홈페이지,  
확대 홈페이지,  
지체부자유 장애인을 위한 스위치 기반 홈페이지,  
시각장애인용 동영상 ・이미지 내용 표시 홈페이지 등 
1. 없음       2. 있음 
14 학교정보 보안 정책 유무 1. 없음       2. 있음 
 
다음 페이지에도 문항이 있습니다. 
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【ICT 활용지도에 관한 질문】 
교원의 ICT 활용지도 현황에 관한 영역입니다. 문 15~23 에 대해 응답해주시기 바랍니다. 
항목 응답란 
15 
ICT정보관련 연수를 수강한 교원 수  
１년간 ICT 활용 지도에 관한 연수를 수강한 교원의 총 인원수/교원 총 인원수 
                 명/ 
                 명/ 
16 
장애아동의 일주일간 컴퓨터실 사용시간 
컴퓨터실습실, 멀티미디어실, 어학실, 도서실, 학습실 등을 사용한 수업의 
총시간 
                시간 
17 
교원 1 명당 1주일간 컴퓨터 사용시간 
교원 1 명이 일주일간 컴퓨터를 사용해서 수업의 총 시간 
                시간 
18 
ICT활용 교육 계획 수립 유무 
학교 교육계획 중, ICT 관련 사항의 포함 유무 
 
 
1. 없음       2. 있음 
1. 없음       2. 있음 
1. 교과목별 
2. 학교 교육계획 
19 
장애학생을 위한 AT(보조공학기기) 활용 계획 수립 유무 
ICT 를 활용할 시, 학생의 제한 및 특성을 파악하여, 보조공학기기 사용의 
필요여부를 평가・기록하는 등, 학생을 대상으로한 보조공학기기 활용계획의 
수립 유무 
 
 
 
1. 없음       2. 있음 
1. 없음       2. 있음 
1. 교과목별 
2. 학교 교육계획 
20 
교원 1명당 1개월간의 수업-학습자료 게시 건수  
어떤 교과목을 학습·지도하기위한 정보(문서, 동영상, 음성, 오디오 등) 및 
ICT 활용을 포함한 학습지도안, 교원이 제작한 멀티미디어자료 등을 
공유가능한 곳에 게시하는 것※외부 사이트 링크는 제외 
         건 
21 
정보윤리에 관한 지도 시간 
이메일 에티켓, 채팅 에티켓, 게시판 이용 에티켓 등에 대해 지도한 수업시간, 
학생에게 패스워드 및 개인정보 중요성 등, 정보보안의 기본적인 지식에 대해 
지도한 수업시간 
                시간 
22 
IEP에 ICT활용관련항목 기록 건수 
장애 아동 1 명의 개별지도 계획(IEP)의 장・단기적인 목표를 달성하기 위해 
ICT 를 활용하여 기록한 건 수 
         건 
23 
타기관과의 연계  
관계기관 (의료・복지・보건・노동 등）, 보호자, 교내, 학교간, 초・중・고 
등과의 연계하여 정보교환・공유한 횟수 
                 회 
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付録 3 
 
 
 
 
 
 
 
 
特別支援教育における ICT活用教育成果評価尺度(試案 2) 
(Use of ICT in Special needs education Scale：UISS) 
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 本尺度は、17項目で構成されており、回答までの所要時間は約 30分です。 
Q1～3は「コミュニケーション能力」に関する質問であり、Q4～13は「情報活用能力」に関する質問であ
り、Q14～17は、「社会生活機能」に関する質問です。
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【教員のプロフィール】 
 
年齢 満                 歳 
性別 □男性               □女性 
特別支援教育教員免許の保有 □あり             □なし 
職務の経験年数          年        ヵ月 
特別支援教育(学校・学級・通級)の職務の 
経験年数 
         年        ヵ月 
担当しているクラス 
□小学部(具体的に：                 年生) 
□中学部(具体的に：                 年生) 
□高等部(具体的に：                 年生) 
 
 
次のページに進んでください
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【障害生徒のプロフィール】 
評価対象となる障害生徒について教えてください。1人につき 1部ずつご記入ください。 
年齢 満                 歳 
性別 □男性               □女性 
障害種と 
障害程度 
※複数の障害を
合併している場
合、合併してい
る障害種・程度
についても記入
してください。 
□肢体不自由 
□上肢 
□下肢 
□体幹 
□1級 
□2級 
□3級 
□4級 
□5級 
□6級 
※身体障害者福祉法に基づく 
障害等級である。 
□視覚障害 
□聴覚障害 
□病弱 
□自閉症スペクトラム 
□軽度 
□中等度 
□重度 
□注意欠如・多動性障害
(ADHD) 
□軽度 
□中等度 
□重度 
□知的障害 
・知能検査 
□IQ20以下 
□IQ21-35 
□IQ26-50 
□IQ51-70 
□その他 
具体的に：                           
障害生徒の学年 
□小学部(具体的に：                 年生) 
□中学部(具体的に：                 年生) 
□高等部(具体的に：                 年生) 
特別支援教育の教育歴 
（指導を受けた期間） 
具体的に：               年     ヶ月 
次のページに進んでください。 
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特別支援教育における ICT活用教育成果評価尺度(試案 2) 
(Use of ICT in Special needs education Scale：UISS) 
① UISSは、特別支援教育にて ICTを活用した教育の成果を評価するため開発された尺度です。 
授業に参加する障害生徒 1名の変化の様子から評価してください。 
② 次の Q1～Q17について、もっとも当てはまる番号 0～5に○をつけてください。 
各番号は、5=非常に、4=かなり、3=多少は、2=少しだけ、1=ほとんどない、0=実践対象外を示します。 
③ UISSは、障害種に関わらず、すべての障害生徒を対象とする授業で使用できます。 
 
 
総計➊＋➋＋➌ /85 
➊ コミュニケーション能力 
Q1 
障害生徒は ICT活用教育を通じて、 
相手の伝えたい内容を理解できるようになりました 
5 4 3 2 1 0 
Q2 
障害生徒は ICT活用教育を通じて、 
自分の伝えたい内容を伝わるように表現できるようになりました 
5 4 3 2 1 0 
Q3 
障害生徒は ICT活用教育を通じて、 
状況に応じ、相手との相互関係の中で、適切なコミュニケーション
スキルが使えるようになりました 
5 4 3 2 1 0 
 
➊「コミュニケーション能力」合計          /15 
➋ 情報活用能力 
Q４ 
障害生徒は ICT活用教育を通じて、 
知りたい情報の出所に対する理解が高まりました 
知りたい情報をどこで得られるか、情報の出所に対する理解の向上を意味 
5 4 3 2 1 0 
Q５ 
障害生徒は ICT活用教育を通じて、 
周りの人から情報を収集する能力が向上しました 
収集した情報を利用するため、記録・保存することを意味 
5 4 3 2 1 0 
Q６ 
障害生徒は ICT活用教育を通じて、 
情報の共通点を整理するようになりました 
ある情報から共通点を導き出すことを意味 
5 4 3 2 1 0 
Q7 
障害生徒は ICT活用教育を通じて、 
情報の相違点を整理するようになりました 
ある情報から相違点を導き出すことを意味 
5 4 3 2 1 0 
Q8 
障害生徒は ICT活用教育を通じて、 
発表の姿が改善しました 
伝えようとする態度で発表することを意味 
5 4 3 2 1 0 
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Q9 
障害生徒は ICT活用教育を通じて、 
効果的な情報伝達方法について意識するようになりました 
例をあげたり、分かりやすい言葉を選んだり、 
明確に伝えようとすることを意味 
5 4 3 2 1 0 
Q 
10 
障害生徒は ICT活用教育を通じて、 
自ら課題を見つける力が向上しました 
身の周りのものから課題を見つける力を意味 
5 4 3 2 1 0 
Q 
11 
障害生徒は ICT活用教育を通じて、 
問題解決に必要な情報が何かを分かるようになりました 
多くの情報のうち、どんな情報が問題解決に役立つのか意識することを意味 
5 4 3 2 1 0 
Q 
12 
障害生徒は ICT活用教育を通じて、 
他の人が作ったものを大切にする心を持つようになりました 
他の人が作った写真、絵、動画等の作品を大切に思うことを意味 
5 4 3 2 1 0 
Q 
13 
障害生徒は ICT活用教育を通じて、 
個人情報を大切にする心を持つようになりました 
自分の携帯番号、メールアドレス、住所、電話番号、SNSアカウントなどの個
人情報を知らない人に教えないことを意味 
5 4 3 2 1 0 
 ➋「情報活用能力」合計                   /50 
➌ 社会生活機能 
Q 
14 
障害生徒は ICT活用教育を通じて、 
環境の変化に素早く適応するようになりました 
5 4 3 2 1 0 
Q 
15 
障害生徒は ICT活用教育を通じて、 
何でも能動的に取組もうとする意欲が向上しました 
5 4 3 2 1 0 
Q 
1６ 
障害生徒は ICT活用教育を通じて、 
コミュニティへ参加するようになりました 
共同関心を持つ集団と交流したり、参加することを意味 
5 4 3 2 1 0 
Q 
1７ 
障害生徒は ICT活用教育を通じて、 
自己尊重感が向上しました 
自分の長点を話し、自分の可能性について肯定的な態度を取ることを意味 
5 4 3 2 1 0 
 ➌「社会生活機能」合計                    /20 
 
採点方法 
全ての項目は、 
5＝5点、4＝4点、 3＝3点、 2＝2点、1＝1点,、0=0点と計算する。 
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付録 4 
 
 
 
 
 
 
 
 
특수교육에서의 ICT 활용교육 성과평가척도 
(Use of ICT in Special needs education Scale：UISS) 
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 본 척도는 17 문항으로 구성되어 있으며, 응답까지의 소요시간은 약 30 분입니다. 
문 1~3는은「커뮤니케이션 능력」에 관한 질문이며, 문 4~13 은「정보활용능력」에 관한 질문이며, 
문 14~17은「사회생활능력」에 관한 질문입니다
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【응답자 프로필】 
연령 만                 세 
성별 □남성               □여성 
특수교육 면허 보유여부 □유               □무 
직업 경험 년수          년        개월 
특수교육(학교・학급・통합)경험년수 
 (상임 등도 포함) 
         년        개월 
담당하고 있는 학급에 대하여 
□1.초등부(구체적으로：         학년) 
□2.중등부(구체적으로：         학년) 
□3.고등부(구체적으로：         학년) 
□4. 기타 
（                   ) 
 
다음 페이지로 넘어가 주시기 바랍니다.
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【장애아동 프로필】 
평가 대상인 장애아동의 프로필을 기입해주시기 바랍니다. 장애아동 1명당 1부씩 기입해주시기 
바랍니다. 
연령 만                 세 
성별 □남성               □여성 
장애 종류 
 
중복장애아동인 경우 , 중복되는 장애도 
기입해주시기 바랍니다. 
□지체부자유 
□지적장애 
□시각장애 
□청각장애 
□정서장애 
□자폐증 
□발달장애 
□주의력 결핍・다동성 장애(ADHD) 
□기타 
（구체적으로：              ） 
장애아동의 학년 
□1.초등부(구체적으로：         학년) 
□2.중등부(구체적으로：         학년) 
□3.고등부(구체적으로：         학년) 
□4.기타（              ) 
장애아동의 특수교육력 
（특수교육 상의 지도를 받은 기간） 
           년           개월 
장애등급 
□1 급 
□2 급 
□3 급 
□4 급 
□5 급 
□6 급 
다음 페이지부터 문항이 시작됩니다. 
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특수교육에서의 ICT 활용교육 성과평가척도 
(Use of ICT in Special needs education Scale：UISS) 
 
① 이 척도는 특수교육에서 ICT 를 활용한 교육성과를 평가하기 위해 개발된 척도입니다. 
② 아래의 항목 Q1~Q17 에서 가장 적절하다고 판단되는 번호에 동그라미(○)로 표시해 주시기 바랍니다.  
번호는 단계적인 평가로, 5 번이 가장 좋은 평가이며, 0번은 대상 외 평가입니다. 
③ UISS 는 장애 유형에 관계없이 모든 장애아동을 대상으로 이루어지는 수업에서 사용할 수 있습니다.  
수업에 참여한 아동 1 명을 기준으로, 수업을 통한 아동의 변화에 기초하여 평가해주시기 바랍니다. 
 
 합계점수➊＋➋＋➌ /85 
➊커뮤니케이션능력 
Q1 
장애아동은 ICT 활용교육을 통해 상대방이 전하는 내용을 이해
하게 되었습니까? 
5 4 3 2 1 0 
Q2 
장애아동은 ICT 활용교육을 통해 자신이 전하고자 하는 내용을 
표현할 수 있게 되었습니까? 
5 4 3 2 1 0 
Q3 
장애아동은 ICT 활용교육을 통해 상황에 알맞은 의사소통능력을 
구사하게 되었습니까? 
Q2 와 Q3 의 이해능력, 표현능력 등의 스킬을 상황에 맞게 구사하는 것 
예:1.친구와의 대화 중 흥미로운 말에 맞장구를 치는것 
  2.모르는 것이 있으면 질문하는 것. 
5 4 3 2 1 0 
 ➊「커뮤니케이션능력」합계            /15 
➋정보활용능력 
Q４ 
장애아동은 ICT 활용교육을 통해 알고싶은 정보의 출처를 이해
하게 되었습니까? 
알고싶은 정보를 어디서 얻을수 있는지 등 정보의 출처를 알게되는 것. 
5 4 3 2 1 0 
Q５ 
장애아동은 ICT 활용교육을 통해 가까운 사람으로부터 정보를 
수집하는 능력이 향상되었습니까?  
접한 정보를 나중에 사용하기 위해 기록하거나 저장하는 것. 
5 4 3 2 1 0 
Q６ 
장애아동은 ICT활용교육을 통해 정보의 공통점을 정리할 수 있
게 되었습니까? 
수집한 정보 및 자료에서 공통점을 도출해내는 것. 
5 4 3 2 1 0 
Q7 
장애아동은 ICT활용교육을 통해 정보의 차이점을 정리할 수 있
게 되었습니까? 
수집한 정보나 자료에서 차이점을 도출해내는 것. 
5 4 3 2 1 0 
Q8 
장애아동은 ICT 활용교육을 통해 발표모습이 개선되었습니까? 
전하고자 하는 것에 열의를 가지고 좋은태도로 발표하는 것. 
5 4 3 2 1 0 
Q9 
장애아동은 ICT활용교육을 통해 효과적인 정보전달방법에 대해 
의식하게 되었습니까?  
예시를 들거나, 쉬운 단어를 선택하거나, 명확한 형태로 전달하려는 것. 
5 4 3 2 1 0 
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Q10 
장애아동은 ICT 활용교육을 통해 스스로 과제를 찾을 수 있게 
되었습니까?  
수업이나 생활 등 주변에 대해 장애아동 스스로가 의문을 가지는 것. 
5 4 3 2 1 0 
Q11 
장애아동은 ICT 활용교육을 통해 문제해결을 위해 필요한 정보
가 무엇인지 인식할 수 있게 되었습니까?  
수많은 정보 중 어떤 정보가 의문을 해소하는데 도움이 되는지  
인식하는 것. 
5 4 3 2 1 0 
Q12 
장애아동은 ICT활용교육을 통해 다른 사람이 만든 것을 존중하
게 되었습니까?  
다른 사람이 만든 사진, 그림, 동영상 등의 작품을 소중히 여기는 것. 
5 4 3 2 1 0 
Q13 
장애아동은 ICT활용교육을 통해 개인정보를 소중하게 생각하게 
되었습니까? 
자신의 휴대폰 번호, 메일주소, 집주소, 전화번호, SNS 계정 등을 타인에게 
알려주지 않는 것. 
5 4 3 2 1 0 
 ➋「정보활용능력」합계                     /50 
➌사회생활기능 
Q14 
장애아동은 ICT 활용교육을 통해 환경변화에 빠르게 적응할 수 
있게 되었습니까? 
직・간접적으로 영향을 주는 주위 조건이나 상태의 변화. 
5 4 3 2 1 0 
Q15 
장애아동은 ICT 활용교육을 통해 능동적으로 참여하게 되었습
니까? 
일상생활이나 수업에 능동적으로 참여하고 몰두하는 것. 
5 4 3 2 1 0 
Q16 
장애아동은 ICT 활용교육을 통해 커뮤니티에 참가할 수 있게 
되었습니까? 
같은 관심사를 가진 새로운 집단과 교류하거나 집단에 참가하는 것. 
5 4 3 2 1 0 
Q17 
장애아동은 ICT 활용교육을 통해 자존감이 향상되었습니까? 
자신의 장점을 이야기 하는 등, 자신의 가능성에 대해 긍정적인 태도를 
취하는 것. 
5 4 3 2 1 0 
 ➌「사회생활기능」합계                     /20 
채점 방법 
모든 항목은  
5＝5 점, 4＝4 점, 3＝3 점, 2＝2 점, 1＝1 점,0＝0 점으로 채점해주시기 바랍니다. 
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補論 
韓国における障害者の質的デバイドの 
影響要因に関する研究
 169 
 
1.はじめに 
 
 韓国は 1990 年代から国策として情報化に関する政策を推進し、その結果、世界でも最高
水準の情報インフラの整備率とインターネット利用率を記録した。BYOUN(2007)は、この
ような情報化の推進が、社会活動が少なく、情報アクセス権利 1)を行使できない障害者にも
様々な影響を及ぼすと指摘した。情報化の否定的な影響としては、デジタルデバイド(情報
格差)による社会的な不平等の深刻化が指摘されている。 
韓国情報化振興院(2012)は、情報力量デバイドと情報活用デバイドという質的デジタルデバ
イド（以下、質的デバイドとする）が持続的に拡大・深刻化すると予測している。 
 しかし、現在までのデジタルデバイドの議論において、質的デバイドへの関心は低調で
あり、先行研究の領域も情報アクセスデバイド(量的デジタルデバイド)に限られている。 
 質的デバイドの解消に関する先行研究としてLEE他(2013)の研究がある。 LEE他(2013)
は韓国の障害者における質的デバイドの影響要因を探索的に検討し、肢体不自由、脳病変
障害 2)、視覚障害、聴覚・言語障害において、質的デバイドを構成する情報利用能力と情報
活用度に影響する可能性がある変数を複数確認した。しかし、どの変数がより強く影響す
るかは未検討であった。 
 そこで補論では、韓国における障害者の質的デバイドの影響要因について分析し、どの
要因がより強く影響している可能性があるかを検討する。 
 
2.研究方法 
 
 補論では、韓国の 2014 年の「デジタルデバイド指数および実態調査」のデータを用いた。
「デジタルデバイド指数および実態調査」は、韓国の「デジタルデバイド解消に関する 
法律」第 11 条 2 項に基づき韓国情報化振興院によって毎年実施されている。この調査は、 
韓国における情報貧困階層の情報化水準とデジタルデバイドの現状を定期的に把握し、デ 
ジタルデバイドを効果的に解消するための政策の策定とその成果の評価に活用する目的で 
行われている。 
 調査の対象は、「デジタルデバイド指数および実態調査」の対象と同様であり、肢体不自
由者、脳病変障害者、視覚障害者、聴覚障害者、言語障害者として登録(保健福祉部)された
韓国の満 7~69 歳の障害者 2,700 人である。研究対象は、年齢、性別、地域、障害類型の属
性で割当抽出法にて抽出された。 
 調査期間は 2014 年 1~12 月、調査実施期間は 2014 年 9~12 月であり、調査方法は構造
化された質問紙を用いた家庭訪問面接である。 
 質問紙は、デモグラフィック・プロフィール(22 項目)、インターネットのアクセス環境(7
項目)、パソコン・インターネット関連の使用能力(4 項目)、パソコン・インターネットの利
用程度(4 項目)、パソコン・インターネットの用途別利用度(6 項目)、SNS の利用程度(4 項
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目)、インターネットの非利用の理由(4 項目)、スマートフォン・無線ネットの利用(10 項目)、
情報化教育関連(5 項目)で構成されている。 
 使用した質問項目は、デモグラフィック・プロフィールの 7 項目とパソコン・インター
ネット関連の使用能力の 4 項目、パソコン・インターネットの利用程度 4 項目やパソコン・
インターネットの用途別利用度 6 項目、情報化教育関連 2 項目である。 
 障害者の質的デバイドに影響する要因を検討するため、質的デバイドを構成する情報利
用能力(コンピュータとインターネットの利用能力)と情報活用度(コンピュータとインター
ネットの日常生活での活動領域・用途別の活用度)を目的変数とした。 
 また、HWANG(2002)、 LEE(2002)、LEE(2006)の研究を参考に、人口学的要因(年齢、
性別)、社会経済的要因(最終学歴、所得)、障害関連要因(障害種、障害程度、特別支援教育
歴)、情報化教育の要因(情報化教育歴)を説明変数とした。 
 変数の影響力を分析するため、障害種別に目的変数と説明変数間のカテゴリカル回帰分
析を行った。分析の際には、SPSS.21 を用いた。 
 
3.結果と考察 
 
3.1 「情報利用能力」に影響する要因について 
 
 障害種別「情報利用能力」に関するカテゴリカル回帰分析を行った結果を表 1 に示す。 
 肢体不自由の場合、R2値は.353(F=69.772、p <0.01)で有意であった。「年齢」(F =375.526、
p <0.01)、「性別」(F =19.974、p<0.01)、「最終学歴」(F =110.686、p<0.01)、「所得」(F 
=91.455、p <0.01)、「障害程度」(F =5.356、p <0.05)、「情報化教育受講歴」(F =339.490、 
p <0.01)が有意な変数であった(表1)。各変数の標準化係数βの絶対値は、「年齢」が.370、
「情報化教育受講歴」が.147で最も高く、肢体不自由の「情報利用能力」には、「年齢」と
「情報化教育受講歴」が相対的に強く影響している可能性が確認された。 
 各変数カテゴリの数量化された値から、「情報利用能力」が高いのは、年齢が低い者、
女性より男性、最終学歴や所得が高い者、障害程度がより軽い者、情報化教育受講歴が高
い者である(表3)。 
 脳病変障害の場合、R2値は.350(F=8.211、p <0.01)で有意であった。「年齢」(F =71.507、 
p <0.01)、「最終学歴」(F =13.588、p <0.01)、「障害程度」(F =16.676、p <0.01)、「情
報化教育受講歴」(F =50.333、p <0.01)が有意な変数であった。各変数の標準化係数βの絶
対値は、「年齢」が.446、「情報化教育受講歴」が.204で最も高く、脳病変障害の「情報利
用能力」には、「年齢」と「情報化教育受講歴」が相対的に強く影響している可能性が確
認された。 
 各変数カテゴリの数量化された値から、「情報利用能力」が高いのは、年齢が低い者、
女性より男性、最終学歴や所得が高い者、障害程度がより軽い者、情報化教育受講歴が高
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い者である(表3)。 
 視覚障害の場合、R2値は.333(F=9.295、p<0.01)で有意であった。「年齢」(F =29.108、
p <0.01)、「性別」(F =0.038、p <0.05)、「最終学歴」(F =13.287、p <0.01)、「所得」(F=3.181、
p <0.05)、「障害程度」(F =12.682、p <0.05)、「情報化教育受講歴」(F =4.481、p<0.05)
が有意な変数であった。各変数の標準化係数βの絶対値は、「年齢」が.322、「最終学歴」
が.238、「障害程度」が.158の順で高く、視覚障害の「情報利用能力」には、「年齢」、「最
終学歴」、「障害程度」が相対的に強く影響している可能性が確認された。 
各変数カテゴリの数量化された値から、「情報利用能力」が高いのは、年齢が低い者、女
性より男性、最終学歴や所得が高い者、障害程度がより軽い者、情報化教育受講歴が高い
者である(表3)。 
 聴覚障害の場合、R2値は.390(F=32.617、p<0.01)で有意であった。「年齢」(F =32.617、
p <0.01)、「所得」(F =10.693、p <0.01)、「情報化教育受講歴」(F =8.672、p <0.01)が有
意な変数であった。各変数の標準化係数βの絶対値は、「年齢」が.446、「所得」が.222、
「情報化教育受講歴」が.139の順で高く、聴覚障害の「情報利用能力」には、「年齢」、「所
得」、「情報化教育受講歴」が相対的に強く影響している可能性が確認された。 
各変数カテゴリの数量化された値から、「情報利用能力」が高いのは、年齢が低い者、女
性より男性、最終学歴や所得が高い者、障害程度がより軽い者、情報化教育受講歴が高い
者である(表3)。 
 言語障害の場合、R2値は.884(F=32.617、p <0.01)で有意ではなかった。  
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表 1 情報利用能力に関するカテゴリカル回帰分析 
 
肢体不自由 
(n=1806) 
脳病変障害 
(n =295) 
視覚障害 
(n =334) 
聴覚障害 
(n =243) 
言語障害 
(n =22) 
 
β F β F β F β F β F 
年齢  -.370**  375.526  -.446**  71.507  -.322**  29.108  -.446**  32.617  -.823  3.514  
性別  .096**  19.974  .010  2.956  .005*  .038  .049  1.367  .163  .688  
最終学歴  .161**  110.686  .194**  13.588  .238**  13.287  .066  .320  .771  3.411  
所得  .095**  91.455  -.074  2.988  .105*  3.181  .222**  10.693  -.603  1.380  
障害程度  .019  5.356  .171**  16.676  .158**  12.682  0.71  1.030  .223  .846  
特別支援教育歴  -.018  3.414  -.001  .289  -.065  1.626  -.013  .043  -.243  1.231  
情報化教育受講歴  .147**  339.490  .204**  50.333  .121*  4.481  .139**  8.672  .335  2.269  
R  .594 .591 .577 .625 .940 
R2  .353 .350 .333 .390 .884 
調整済み R2  .348 .307 .297 .355 .593 
F  69.772** 8.211** 9.295** 32.617** 3.036 
*p<0.05、** p<0.01 
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3.2 「情報活用度」に影響する要因について 
 
 情報活用度に関するカテゴリカル回帰分析を行った結果を表 2 に示す。 
 肢体不自由の場合、R2値は.314 (F =58.458、p<0.01)で有意であった。「年齢」(F =375.526、
p <0.01)、「性別」(F =19.974、p <0.05)、「最終学歴」(F =110.686、p <0.01)、「所得」(F =91.455、
p <0.01)、「情報化教育受講歴」(F =339.490、p <0.01)が有意な変数であった。各変数の標
準化係数 β の絶対値は、「年齢」が.372、「情報化教育受講歴」が.131 で最も高く、肢体不
自由の「情報活用度」には、「年齢」と「情報化教育受講歴」が相対的に強く影響している
可能性が確認された。 
 各変数カテゴリの数量化された値から、「情報活用度」が高いのは、年齢が低い者、最終
学歴や所得が高い者、情報化教育受講歴が高い者である。肢体不自由者の場合、「情報活用
度」への障害関連要因の影響は確認されなかった(表 3)。 
 脳病変障害の場合、R2値は.310(F=6.867、p <0.01)で有意であった。「年齢」(F =71.507、
p <0.01)、「最終学歴」(F =13.588、p <0.01)、「障害程度」(F =16.676、p <0.01)、「情
報化教育受講歴」(F =50.333、p <0.01)が有意な変数であった。各変数の標準化係数βの絶
対値は、「年齢」が.408、「情報化教育受講歴」が.192で最も高く、脳病変障害の「情報活
用度」には、「年齢」と「情報化教育受講歴」が相対的に強く影響している可能性が確認
された。 
各変数カテゴリの数量化された値から、「情報活用度」が高いのは、年齢が低い者、女性
より男性、最終学歴や所得が高い者、障害程度がより軽い者、情報化教育受講歴が高い者
である(表3)。 
 視覚障害の場合、R2値は.253(F=8.322、p <0.01)で有意であった。「年齢」(F =24.276、
p <0.01)、「最終学歴」(F =8.169、p <0.01)、「所得」(F =3.517、p <0.05)、「障害程度」
(F =10.106、p <0.01)、「情報化教育受講歴」(F =5.589、p <0.05)が有意な変数であった。
各変数の標準化係数βの絶対値は、「年齢」が.280、「最終学歴」と「障害程度」が.162の
順で高く、視覚障害の「情報活用度」には、「年齢」、「最終学歴」、「障害程度」が相
対的に強く影響している可能性が確認された。 
各変数カテゴリの数量化された値から、「情報活用度」が高いのは、年齢が低い者、女性
より男性、最終学歴や所得が高い者、障害程度がより軽い者、情報化教育受講歴が高い者
である(表3)。 
 聴覚障害の場合、R2値は.314(F=32.617、p <0.01)で有意であった。「年齢」(F =37.475、
p <0.01)、「所得」(F =3.642、p <0.01)、「情報化教育受講歴」(F =5.356、p <0.01)が有意
な変数であった。各変数の標準化係数βの絶対値は、「年齢」が.432、「所得」が.139、「情
報化教育受講歴」が.125の順で高く、聴覚障害の「情報活用度」には、「年齢」、「所得」、
「情報化教育受講歴」が相対的に強く影響している可能性が確認された。 
 各変数カテゴリの数量化された値から、「情報活用度」が高いのは、年齢が低い者、女
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性より男性、最終学歴や所得が高い者、障害程度がより軽い者、情報化教育受講歴が高い
者である(表3)。 
 言語障害の場合、R2値は.884(F=32.617、p <0.01)で有意ではなかった。 
 
表 2 情報活用度に関するカテゴリカル回帰分析 
 
肢体不自由 
(n=1806) 
脳病変障害 
(n =295) 
視覚障害 
(n =334) 
聴覚障害 
(n =243) 
言語障害 
(n =22) 
 
β F β F β F β F β F 
年齢  -.372**  375.526  -.408*  71.507  -.280**  24.276  -432**  37.475  -.669  2.900  
性別  .063**  19.974  .002  2.956  .024  .512  .029  .530  .309  2.608  
最終学歴  .124**  110.686  .082  13.588  .162**  8.169  .057  .521  .643  3.535  
所得  .108** 91.455  .028  2.988  .121*  3.517  .139*  3.642  -.232  .384  
障害程度  .035  5.356  .182**  16.676  .162**  10.106  .084  1.375  .275  .834  
特別支援教育歴  -.021  3.414  -.058  .289  -.089  2.797  -.004  .004  -.269  1.271  
情報化教育受講歴  .131**  339.490  .192**  50.333  .119*  5.589  .125*  5.356  .423  3.850  
R  .560 .557 .503 560 .883 
R2  .314 .310 .253 314 .779 
調整済み R2  .308 .265 .222 272 .228 
F  58.458** 6.867** 8.322** 7.452** 1.143 
*p<0.05、** p<0.01 
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表 3 「情報利用能力」と「情報活用度」数量化の結果 
区分  
肢体不自由 
(n=1806) 
脳病変障害 
(n =295) 
視覚障害 
(n =334) 
聴覚障害 
(n =243) 
情報  
利用能力  
情報  
活用度  
情報  
利用能力  
情報  
活用度  
情報  
利用能力  
情報  
活用度  
情報  
利用能力  
情報  
活用度  
年齢  
10 代以下  -2.119  -1.560  -1.810  -1.562  -1.439  -1.109  -1.439  -1.109  
20 代  -1.472  -1.288  -1.810  -1.562  -1.439  -1.109  -1.439  -1.109  
30 代  -1.353  -1.214  -1.685  -1.477  -1.347  -1.065  -1.347  -1.065  
40 代  -.957  -.920  -1.032  -1.030  -.866  -.830  -.866  -.830  
50 代  -.191  -.316  .118  -.198  .022  -.324  .022  -.324  
60 代以上  1.316  1.368  .938  1.078  1.253  1.377  1.253  1.377  
性別  
男性  .706  .706  -.720  -.720  -.720  -.720  -.720  -.720  
女性  -1.416  -1.416  1.425  1.425  1.389  1.389  1.389  1.389  
最終学歴  
小卒以下  -1.361  -1.583  -1.094  -.702  -.753  -.942  -.753  -.942  
中卒  -.773  -.724  -.300  -.575  -.634  -.790  -.634  -.790  
高卒  .510  .679  .667  .640  .340  .680  .340  .680  
大学卒以上  2.005  1.452  3.883  4.241  3.201  2.487  3.201  2.487  
所得  
(１ヶ月給料/
万ウォン) 
100 未満  -1.187  -1.325  -.629  -1.629  -1.204  -.729  -1.204  -.729  
100～199  -.578  -.475  -.569  .554  -.357  -.651  -.357  -.651  
200～299  .558  .672  .332  .554  .858  .520  .858  .520  
300 以上  1.463  1.352  2.134  .799  1.632  2.003  1.632  2.003  
障害程度 
1～2 級  -.911  -.911  -1.305  -1.264  -.642  -1.502  -1.642  -1.502  
3～4 級  -.911  -.911  -..043  -.112  .357  -.154  .357  -.154  
5～6 級  1.098  1.098  1.181  1.215  .717  .898  .717  .898  
特別支援  
教育歴 
なし  -.294  -.294  -.553  -.533  -.630  -.630  -.630  -.630  
あり  3.397  3.397  1.877  1.877  1.586  1.568  1.586  1.586  
情報化  
教育受講歴 
10 回未満  -.552  -.551  -.442  -.445  -.434  -.434  -.434  -.434  
10～19 回  1.784  1.771  1.746  1.764  2.303  2.303  2.303  2.303  
20～29 回  2.219  2.392  6.545  6.349  -  -  -  -  
30 回以上  2.248  2.434  -  -  -  -  -  -  
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 3.3. 質的デバイドを低減するための課題について 
 
 以上の結果から、質的デバイドの解消のためには、他の変数より高い影響を与えた「年
齢」と「情報化教育受講歴」の問題に焦点を合わせる必要がある。 
 HONG(2008)は、「年齢」が低いほど情報利用能力と情報活用度が高い、すなわち質的デ
バイドが低くなる理由として、低年齢の障害者場合、学校教育を通して情報利用が容易に
なっているが、高年齢の障害者は、情報機器への適応力が不足しているためであると指摘
した(HONG、2008)。このような適応力の問題は、情報化教育を活性化し、高齢障害者の
情報の利・活用を促すことで低減できると考えられる。従って、持続的な情報化教育を実
施が非常に重要であり、特に、情報化教育へ意思がある人へ優先的に情報化教育を支援す
ることが求められる。障害者に対する情報化教育の促進し、成果を達成するためには、関
連部署および自治体の積極な参加が重要である(CHOI、2004)。また、デジタルデバイド解
消先端機関 NIA で運営しているオンライン情報化教育ホームページ(www.estudy.or.kr)の
運営を強化し、全国の自治体および公共機関などにオンライン教育課程を普及して行くこ
とも重要である。しかし、障害者の場合、経済的な困難を持ち、有料コンテンツの利用に
は限界があるため、無料または安い費用で利用可能なコンテンツを提供することが必要で
ある。 
 また、補論で用いた調査データの障害種は、韓国で 5 大障害と呼ばれる肢体不自由、脳
病変障害、視覚障害、聴覚障害、言語障害であり、今後、知的障害・精神障害・発達障害
等の他の障害種に関する検討が必要である。 
 
4.まとめ 
 
 補論では、韓国の障害者における質的デバイドに影響する要因の影響力を分析した。 
 その結果、「情報利用能力」と「情報活用度」は年齢が低いほど、女性より男性が、最終
学歴が高いほど、所得が高いほど、情報化教育の受講経験がない者より受講経験がある者
が高くなる傾向があった。さらに、障害程度が軽いほど高くなる傾向があった。言語障害
を除く、肢体不自由、脳病変障害、視覚障害、聴覚障害は、「年齢」、「情報化教育受講歴」
が共通して影響を与えており、他の変数より相対的に強い影響を与えていた。 
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注 
 
1) 情報アクセス権利：韓国では、法律で情報アクセス権を保障されている。情報アクセス
権にはⅰ)情報公開とアクセスの汎用性、ⅱ)インターネット接続権、ⅲ)情報公開請求権の 3
つが含まれている。 
2) 脳病変障害：外部身体機能障害の一種であり、脳の器質的な損傷によって身体的かつ精
神的障害が生じ、歩行または日常生活動作を制限する中枢神経障害である。脳病変障害に
は、脳性麻痺、脳血管障害、外傷性脳損傷などが含まれる。 
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